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第１章 はじめに 

１.１. 研究開発の背景 

平成 25 年に閣議決定された「世界最先端 IT 国家創造宣言」では、「2018 年を目処に交

通事故死者数を 2,500 人以下とし、2020 年までに世界で最も安全な道路交通社会を実現す

る」そして、このために「車の自律系システムと車と車、道路と車との情報交換等を組み合

せ、2020 年代中には自動走行システムの試用を開始する」とされている。この国家目標を

達成し、世界一の道路交通社会が実現することによって得られる価値は社会的にも産業的に

も大きく、世界に対するわが国としての貢献に資すると考えられる。 

このような国家目標を背景として、総合科学技術・イノベーション会議で創設された「戦

略的イノベーション創造プログラム（SIP）の自動走行システムに係わる研究開発」の一部

として、本研究開発は実施される。 

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）は、各省庁の管轄の下、それぞれ特徴ある

プロジェクトが実施される。本研究開発は、総務省の“ICT を活用した次世代 ITS の確立”

のテーマの１つである“自動走行システムに必要な車車間通信・路車間通信技術の開発”に

該当する。 

 

１.２. 研究開発の目的 

自動走行システムは、車載センサで構成される自律型システムが主となって構築されるこ

とが想定されるが、より安全・安心な自動走行システムを実現するためには、無線通信を利

用した協調型システムの活用が重要となると考えられる。現時点で、この自動走行に用いる

無線通信システムは定まっておらず、既存の無線通信システムの適用性についても明確にな

っていない。 

本研究開発は、協調型の自動走行システムに必要な、高い信頼性を有する車車間通信・路

車間通信技術を確立することを目的とする。また、協調型の安全運転支援システムや自動走

行システムを有効に機能させるためには、協調通信システムの普及が重要となるため、その

普及を促進させることも目的とする。 

本研究開発は、昨年 2014 年度において、テストコースや公道等において、多数の車両が

存在する状況等においても、安全運転支援に必要となる通信性能（通信遅延、通信到達率等）

で車車間通信・路車間通信が行えることを検証した。また、通信性能を改善するための技術

提案と評価を実施した。また、協調通信システムの普及に向け、サービス競合時の支援方法

や、緊急車両との通信を利用したアプリケーションの効果検証、普及価格帯車載システムで

の位置精度等の検証を実施した。 

本年度 2015 年度では、これら車車間通信・路車間通信を協調型の自動走行システムに適

用することを念頭に研究開発を実施する。これまでの安全運転支援よりも高い通信性能が求

められることが想定されるため、その適用性や課題の明確化及び性能改善のための技術開発
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を進める。また、協調通信システム普及のための研究活動については、2014 年度で基本的

な部分までの取組みだった部分を進展させ、より現実的・実用的なアウトプットを出すよう

な取組みを実施する。 

 

１.３. 第１章まとめ 

日本において、交通事故の低減や今後の少子高齢化に対応する技術開発として、自動走行

システムが有望と考えられている。また、産業の高度化の一例として、自動走行システムが、

日本の自動車産業に大きな影響を及ぼすという予想もある。そのような背景から、本研究開

発においては、まず、車車間通信、路車間通信の有効性をアピールできる検証を実施し、さ

らに自動走行システムの実現に必要な、高い信頼性を有する車車間通信・路車間通信技術を

確立するための研究開発を行う。また、協調型の自動走行を有効に機能させるために必要と

なる普及促進に向けた研究活動についても実施する。 
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第２章 研究開発目標 

２.１. 社会的波及効果（アウトカム目標） 

ICT を活用した次世代 ITS の確立の基本計画書には、アウトカム目標として「交通事故

死者 2,500 人以下／年を達成する。達成時期については、今後ロードマップを作成し、PDCA

を回すことによって明らかにしていく。」と記載されている。この背景としては、2018 年交

通事故死者数 2,500 人以下、2020 年交通渋滞半減（2010 年比）が、政官民で取り組む政府

目標として掲げられたことがある。図 ２.１－１に平成 26 年までの交通事故の発生件数・

死者数・負傷者数の推移を示す（出典：平成 26 年中の交通死亡事故の特徴及び道路交通法

違反取締り状況について 警察庁交通局）。 

 

図 ２.１－１ 平成 26 年までの交通事故の発生件数・死者数・負傷者数の推移 

 

平成 26 年（2014 年）における交通事故の状況としては、発生件数 57 万 3,842 件、死者

数 4,113 人、負傷者数 71 万 1,374 人であり、対前年でみると減少傾向にはあるがまだ依

然として大きな数字が残っている。政府の目標は、この 4,113 人の死者数を 4 割程度減少さ

せることであり、非常に高い目標であるとも言える。 

交通事故の実態に関しては、4 大事故モード（追突、車線逸脱、交差点、歩行者事故）へ

の対応が不可欠である。特に交差点での事故や歩行者・自転車との事故は、車単独での対応

が難しいため、無線通信により車と車、車と道路インフラが協調する安全運転支援システム

による事故防止効果が期待される。 

SIP 自動走行システムプログラムでは、その研究開発計画の中で、2017 年までに信号情

報や渋滞情報等のインフラ情報を活用した準自動走行システム（レベル 2）、さらに 2020
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年代前半を目途に準自動走行システム（レベル 3）、2020 年代後半以降に完全自動走行シス

テムの市場化を目指すと記載されている。これらの実現に向けて、車載センサによる自律型

システムと ITS 通信による協調型システムのそれぞれが発展し、それら両方が機能するこ

とが必要になると考えられる。 

上記システムを実現することにより、社会的波及効果（アウトカム目標）として、「交通

事故死者 2,500 人以下／年を達成すること」を設定する。 

 

 

２.２. 技術的達成目標（アウトプット目標） 

ICT を活用した次世代 ITS の確立の基本計画書には、以下の区分により研究開発を実施

すると記載されている。 

I. 自動走行システムに必要な車車間通信・路車間通信技術の開発 

II. 歩車間通信技術の開発 

III. インフラレーダーシステム技術の開発 

本研究開発は、I. の「自動走行システムに必要な車車間通信・路車間通信技術の開発」

を担当する。その中での取組みは大きく 2 つに分けられ、1 つは自動走行のための車車路車

協調システムの通信・サービスに関する研究、もう 1 つは車車路車協調システムの普及促

進に関連する研究である。前者については、既に安全運転支援用に実用化されている

700MHz 帯 ITS 通信をベースに、その自動走行のユースケースに対する適用性や課題につ

いて、通信・サービスの両面から明確化する。また、700MHz 帯 ITS 通信の通信性能を改

善するための技術開発を行う。後者については、複数の運転支援サービスが競合した場合の

支援方法の検討や、非一般車両（緊急車両や公共車両）との通信を利用したアプリケーショ

ンの有効性の検証、様々な道路環境における普及価格帯車載システムにおける性能検証等を

実施することで、車車路車協調システムの普及につなげる研究を行う。 

これらの研究を行うことにより、「自動走行システムに必要な車車間通信・路車間通信技

術」を実現することを技術的達成目標（アウトプット目標）として設定する。 

 

 

２.３. 第２章まとめ 

交通事故の発生件数・死者数・負傷者数を減らすためには、車と車、車と道路インフラが

協調する安全運転支援システムによる事故防止が期待される。それに用いる車車間通信、路

車間通信の協調型自動走行への適用性の検証及び技術開発、また協調システムの普及促進に

つなげる研究開発を実施して社会的波及効果（アウトカム目標）として、「交通事故死者

2,500 人以下／年を達成すること」と技術的達成目標（アウトプット目標）として「自動走

行システムに必要な車車間通信・路車間通信技術」を実現することを目指す。 
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第３章 研究開発体制 

３.１. SIP 全体開発体制から見た総務省プロジェクトの位置付け 

第 107 回総合科学技術会議で、安倍総理から日本が世界一を再び目指すためにイノベー

ションを重視する旨の発言があり、それを受けて SIP（戦略的イノベーション創造プログラ

ム）と ImPACT（革新的研究開発推進プログラム）が創設された。SIP は、府省・分野の

枠を超えた横断型プログラムであり、研究から出口までを見据えた取組みを推進する。対象

課題として、以下の 11 テーマが選定された。 

・ 革新的燃焼技術 

・ 次世代パワーエレクトロニクス 

・ 革新的構造材料 

・ エネルギーキャリア 

・ 次世代海洋資源調査技術 

・ 自動走行システム 

・ インフラ維持管理・更新・マネジメント技術 

・ レジリエントな防災・減災機能の強化 

・ 次世代農林水産業創造技術 

・ 革新的設計生産技術 

・ 重要インフラ等におけるサイバーセキュリティの確保 

本研究開発活動は「自動走行システム」に係る研究開発の一部として実施される。「自動

走行システム」のプログラムディレクターとして、トヨタ自動車株式会社顧問の渡邉浩之氏

が就任された。図 ３.１－１で示す実施体制（出典：SIP 自動走行システム研究開発計画よ

り）の座長 PD にあたる。 

自動走行システムの研究開発プログラムは、内閣府が事務局を務め、その下に警察庁、総

務省、経済産業省、国土交通省が役割を分担し、各プロジェクトを推進する。その中で、総

務省プロジェクトの位置付けは、ICT を活用した高度な安全運転支援システムの実現に向

けた技術の開発である。 
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図 ３.１－１ 実施体制 

 

総務省が推進するプロジェクトは、以下の 3 つからなる。 

I. 自動走行システムに必要な車車間通信・路車間通信技術の開発 

II. 歩車間通信技術の開発 

III. インフラレーダーシステム技術の開発 

 

３.２. 総務省プロジェクトにおける本研究開発の位置付け 

本研究開発は、３.１節で示した総務省が推進するプロジェクトの「I. 自動走行システム

に必要な車車間通信・路車間通信技術の開発」に該当し、株式会社デンソー、パナソニック

株式会社、パイオニア株式会社、国立大学法人電気通信大学の 4 研究機関が研究主体であ

る。本プロジェクトの中では、テーマ課題が複数に分かれており、4 研究機関が分担し取組

んでいる。研究開発テーマ（課題）と担当研究機関を表 ３.２－１に示す。 

 

表 ３.２－１ 研究開発テーマと担当研究機関 

 

課題 a) 車車路車協調システムの通信に関する研究開発 ······························ デンソー 

課題 b) 車車路車協調システムのサービスに関する研究開発 ·················· パナソニック 

課題 c) 普及促進に関する研究開発 

  課題 c-1) 普及車載機での評価検証 ················································ パイオニア 

  課題 c-2) 非一般車両アプリケーションの有効性検証 ··························· デンソー 

  課題 c-3) 公共交通アプリケーションの有効性検証 ··························· パイオニア 

課題 d) 自動走行の通信に関する研究開発 

  課題 d-1) 分散協調 ITS 通信技術開発 ········································ 電気通信大学 

  課題 d-2) 制御用周辺情報の通信検証 ··············································· デンソー 
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株式会社デンソーは、表 ３.２－１で示したテーマのうち、課題 a），課題 c-2），課題 d-2）

について取組んだ。以下、株式会社デンソーの担当するテーマの概要について記載する。 

１） 課題 a）車車路車協調システムの通信に関する研究開発 

車車路車協調システムとして既に 700MHz 帯 ITS 通信が安全運転支援用途として実用化

されており、その自動走行への用途拡張が考えられる。本研究開発では、現行の通信規格を

協調型自動走行へ適用した場合の適用範囲や課題について明確化する。 

２） 課題 c-2）非一般車両アプリケーションの有効性検証 

車車路車協調システムの普及が、協調型の安全運転支援及び自動走行システムが有効に働

くためには重要である。本研究開発においては、昨年度実施した非一般車両との通信を利用

したアプリケーションの有効性の検証を、さらに深堀し、効果を明らかにすることにより、

車車路車協調システムの普及に寄与する。 

３） 課題 d-2）制御用周辺情報の通信検証 

車車路車協調システムにより得られる情報を車両がより活用するようになるためには、通

信の信頼度や情報の精度を高める必要がある。本研究開発では、通信で得た情報を元に自動

走行車両が行動判断することを想定し、通信特性が車両制御に与える影響について検証する。 

３.３. 研究者一覧 

① 研究責任者

氏名  ：難波秀彰

所属  ：技術開発センター 研究開発１部

住所  ：愛知県刈谷市昭和町１-１

電話  ：0566-55-0341 （内線）551-40600 

FAX  ：0566-25-4552

E-mail：hideaki_nanba　denso.co.jp

② 経理責任者

氏名  ：吉田克典

所属  ：技術開発センター 研究開発１部

住所  ：愛知県刈谷市昭和町１-１

電話  ：0566-61-3692 （内線）551-40603 

FAX  ：0566-25-4552

E-mail：katsunori_yoshida　denso.co.jp
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③ ビジネスプロデューサ

氏名  ：伊藤敏之

所属  ：技術開発センター 技術企画部

住所  ：愛知県刈谷市昭和町１-１

電話  ：0566-20-3250 （内線）551-25731 

FAX  ：0566-25-4552

E-mail：toshiyuki_ito　denso.co.jp

３.３.１. a）車車路車協調システムの通信に関する研究開発 

【担当研究者】 

難波秀彰、川合健夫、吉田克典、小林顕二、伊吹明彦、伊藤敏之、玉置文博、下平俊也、

小枝賢一、加藤修吾、澤田学、伊神章公、平山泰弘、今井謙一郎、中田恒夫、古山卓宏、

坂本将紘、吉永諭史 

３.３.２. c-2）非一般車両アプリケーションの有効性検証 

【担当研究者】 

難波秀彰、小林顕二、伊吹明彦、玉置文博、下平俊也、加藤修吾、澤田学、伊神章公、 

平山泰弘、中田恒夫、古山卓宏、坂本将紘、吉永諭史 

３.３.３. d-2）制御用周辺情報の通信検証 

【担当研究者】 

難波秀彰、川合健夫、澤田学、今井謙一郎、小枝賢一 

３.４. 研究開発実施場所 

主な実施場所：デンソー本社 ································· （住所：愛知県刈谷市昭和町 1-1） 

実施場所：デンソーYRP 情報通信研究室 ··········· （住所：神奈川県横須賀市光の丘 3-4） 

実施場所：名古屋環状線 ··········································· （住所：愛知県名古屋市北区） 

実施場所：テストコース ················································· （住所：茨城県つくば市） 

実施場所：高速道路 ········································ （道路：東名高速道路 厚木 IC 周辺） 
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３.５. 第３章まとめ 

本章では、本研究開発の位置付けと実施体制について記載した。本プロジェクトは 4 つ

の研究機関が研究主体となり、その中で株式会社デンソーは、「a）車車路車協調システム

の通信に関する研究開発」、「c-2）非一般車両アプリケーションの有効性検証」と「d-2）制

御用周辺情報の通信検証」を担当した。本プロジェクトは、4 研究機関が互いに連携協力す

る方針で進めてきた。ほぼ 3 ヶ月に一回のペースで連携会議を開催し、相互理解を深め、

実験協力等も行った。さらに、4 研究機関の研究内容の相互理解と研鑚のため、技術討論会

を実施した。発表は、それぞれの研究機関の若手研究員が行い、人材育成の機会とした。次

年度以降の計画においても本方針を継続し、課題の解決に向けた研究開発の推進に取り組ん

でいきたい。 
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第４章 研究成果の要約 

４.１. 年次目標（平成 27 年度） 

 

４.１.１. a）車車路車協調システムの通信に関する研究開発 

１） 目標 

自動走行車両における車車路車通信を利用したユースケースに対し、実験・シミュレーシ

ョンにより通信特性を求めることで、700MHz 帯 ITS 通信の適用性や課題を明確化する。 

 

２） 根拠 

700MHz 帯 ITS 通信規格は安全運転支援用に実用化されており、それを自動走行に適用

した場合の限界や適用条件を明確化することで、適用可能な範囲については現通信規格を新

たな用途へ活用するための指針となり、またそれを超える範囲については通信技術に対する

研究課題が設定可能となるため。今年度の取組みにより明らかになった課題に対しては、来

年度、対応技術を検討する予定。 

 

 

図 ４.１.１－１ 課題 a)取組み目標イメージ 
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４.１.２. c-2）非一般車両アプリケーションの有効性検証 

１） 目標 

車車間通信を利用した緊急車両接近通知アプリケーションの効果として、一般車両ドライ

バーへの緊急車両接近認知や回避行動への支援効果および緊急車両到着時間の短縮効果に

ついて検証する。 

 

２） 根拠 

緊急車両接近通知アプリケーションの効果が、一般車両側だけでなく緊急車両側の到着時

間短縮にも及ぶことを示すことで、車車路車協調システムの普及促進につながると考えられ

るため。今年度は、昨年度実施した基礎的シミュレーションを拡張させ、より現実に近いモ

デル・条件で効果を検証する 

 

図 ４.１.２－１ 課題 c-2)取組み目標イメージ 
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４.１.３. d-2）制御用周辺情報の通信検証 

１） 目標 

通信で取得した周辺情報を基に自動合流するシステムに対し、通信エラーや通信遅延によ

る車両制御への影響を確認することで、自動走行に必要な通信の性能・機能について明確化

する。 

 

２） 根拠 

車車路車協調システムを将来的に自動走行へ適用する（自動化レベルを向上させる）ため

には、車両のモビリティに対応した車両の位置情報の通信が必要であるため。また、その通

信の性能が車両の挙動にどう影響を及ぼすかを明らかにする必要があるため。 

 

図 ４.１.３－１ 課題 d-2)取組みイメージ 

 

  

 
(a) シミュレーションモデル (c) 通信欠落時の車両制御への影響調査 

(b) 合流イメージ 
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４.２. 成果概要 

４.２.１. a）車車路車協調システムの通信に関する研究開発 

１） 協調型自動走行システムのユースケースの選定と700MHz帯ITS通信適用時の制約

事項の抽出 

自工会および SIP ダイナミックマップ SWG のユースケース検討資料から、2 つのユース

ケース（自動車専用道路における協調型合流支援、交差点における周囲車両認知）を選定し

た。選定したユースケースに対し、700MHz 帯 ITS 通信を適用する場合の制約について検

討した結果、自専道における協調型合流支援については、送信周期やメッセージサイズに制

約があり、その制約のもとで適用した際にユースケースが要求する通信性能を達成可能かの

検証に取組むこととした。交差点における周囲車両認知については、通信規格に起因する制

約はないが、通信によって取得した車両位置情報をマッピングして使用することを想定した

場合の 700MHz 帯 ITS 通信特性による影響の明確化に取組むこととした。 

 

２） 自専道における協調型合流支援に対する 700MHz 帯 ITS 通信適用範囲の明確化 

車載機 77 台を用いた実験をテストコースにて実施し、周囲車両が通信する中での合流車

両と受入車両間の通信特性を取得した。その結果、所望エリアにおけるパケット到達率は

97%以上であり、通信要件である 99%以上を満足出来ないことが判った。さらに車載機台

数を増加した条件について、700MHz 帯 ITS 通信適用時の通信シーケンスやメッセージ構

造の検討結果を踏まえシミュレーションにより通信特性を求めた。その結果もパケット到達

率が 99%を下回ることがあることが判った。この特性の主要因は、送信タイミング等の分

析結果からパケット衝突発生によるものと推定され、通信要件を満足するためにはそれへの

対策が課題であることが明確となった。ただし、評価指標を合流車両と本線受入車両間の合

意形成の成功率とした場合、自工会ユースケース記載の通信シーケンス適用時と比較して遜

色無い結果（99.96%以上）が得られることも判った。 

 

３） 交差点における周辺車両認知に対する700MHz帯ITS通信適用時の通信特性による

影響の明確化 

車載機 85 台を用いた実験をテストコースにて実施し、交差点中心付近で右折待機中車両

を中心に周囲車両との車車間通信データを取得した。その結果、通信遅延や連続パケットロ

ス発生による周辺車両位置認知への影響は小さいことが判った。さらに車載機台数を増加し

た大規模交差点での条件について、路車間通信の通信トラフィックやセキュリティ処理遅延

も考慮しシミュレーションを実施した。その結果、混雑した交通流（43 台/km）で車載機

搭載率 100%の条件では、通信遅延、連続パケットロス発生による周辺車両位置認知への影

響が大きいことが判った。特にパケットロスについては、低い確率ながら連続 20 回以上発

生することがあり、2 秒以上車両位置データが更新されないことになる。ただし、連続パケ

ットロスは、相手車両が自車両に近付くにつれ減少する傾向にあることも明らかになった。 
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４.２.２. c-2）非一般車両アプリケーションの有効性検証 

１） 救急車とその周辺車両との車車間通信データ収集による情報到達タイミングの確

認 

名古屋市の 30 台以上の救急車に車載無線機とログ装置を搭載し、救急車と遭遇した車載

機搭載車両の通信データを取得した。また緊急車両接近通知アプリケーションを搭載した評

価車両を使い、緊急走行中の救急車からの通信及びアプリケーション通知のタイミング等を

取得した。それらの結果、サイレン音や赤色灯により認知可能となるタイミングより早く、

車車間通信による救急車認知支援が可能となることを確認した。 

 

２） 緊急車両接近通知アプリケーションによるドライバー行動データの取得とモデル

の作成 

ドライビングシミュレータに緊急車両接近通知アプリケーションを組込み、いくつかの緊

急車両接近パターンに対する被験者 75 名の行動データを取得した。その結果、緊急車両の

認知タイミングと回避操作タイミングの迅速化に効果があることを確認した。取得したデー

タを基に、通知アプリケーション動作時のドライバー行動モデルを作成した。 

 

３） 緊急車両到着時間短縮効果の検証 

作成したドライバー行動モデルを交通流シミュレータに組込み、また実在の道路を模擬し

た複数の交差点を含む走行シナリオを作成し、シミュレーションを実施した。その結果、一

般車両のアプリケーション搭載率の増加とともに緊急車両の移動時間が減少すること、搭載

率 100%において最大 8%程度、到着時間を短縮出来ることを確認した。 
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４.２.３. d-2）制御用周辺情報の通信検証 

高速道路での自動合流シーンにおける通信性能の車両挙動に及ぼす影響について、車両の

シミュレーションモデルを作成した。合流シーンにおける通信性能の劣化が車両に及ぼす影

響を、シミュレーションを用いて、通信の遅延、通信の欠落等のパラメータを種々変えるこ

とにより、その影響度を調査した。 

本年度の研究開発では、通信だけの影響を調査するため、車両の制御は、通信で受信した

データのみで実施した。（現実的な自動走行システムでは、車載センサを利用した自律走行

系と通信を用いた協調走行系が役割を分担して協調して機能実現すると想定する。）通信の

影響の内、通信周期が 100ms の場合、乗員が許容できない加速度が発生する場合があるこ

とが、わかった。通信周期を 100ms から 20ms と短くすると、車両挙動は、ほとんど通信

性能の影響をうけない状況になる。これは、現行の通信方式 ARIB STD T-109 のままでは、

通信で取得した情報のみで車両制御することが困難なケースがあることを示している。合流

する車両が本線を走行する 2 車両の間に入り込む場合の検討では、通信の劣化により、入

り込めずに後方に回る場合と、当初は後方に回る予定が、通信の劣化で、あやまって 2 車

両の間に入り込む場合が、通信の劣化によって起こる場合が出現した。このように、現在使

用されている通信方式（ARIB STD T-109）をそのまま使用して、自動運転の通信に使った

場合、一例ではあるが、期待した車両の挙動が得られない場合があることが、特定の条件で

はあるが、検出できた。 

 

 

４.３. 第４章まとめ 

本章では、取り組み課題毎に、年次目標と実施内容及び成果の概要を記載した。a）車車

路車協調システムの通信に関する研究開発では、協調型自動走行システムの 2 つのユース

ケースに対し、現行の 700MHz 帯 ITS 通信を適用した場合の、適用限界や通信特性による

影響について明らかにした。また、さらに通信特性を向上させるための通信の課題について

も明確にすることが出来た。c-2）非一般車両アプリケーションの有効性検証では、車車間

通信を利用した緊急車両接近通知アプリが、周辺車両ドライバーの認知を助け、退避行動に

対する余裕時間を創出すること、その結果として緊急車両の到着時間への短縮効果を定量的

に示すことが出来た。d-2）制御用周辺情報の通信検証では、現行車車間・路車間通信の通

信方式（ARIB STD T-109）を利用して取得した情報を自動走行システムの車両制御へ使用

することを検討した結果、特定の自動運転ユースケースにおいて、その通信性能の劣化（通

信遅延、通信欠落）が、車両の挙動に与える影響を示すことが出来た。 
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第５章 研究成果 

５.１. 実験用に製作した機器 

平成 27 年度の実験に使用する機器として、課題 a)で使用する±1msec 精度で通信遅延を

測定できる計測システムを構成するための機器として「車車路車協調システム計測装置」を、

課題 c-2)で実運用されている救急車と一般車両との車車間通信を記録する車車間通信ログ

取得装置を構成するための機器として「車車路車協調システム記録装置」（以下、ログ装置）

を製作した。 

また、課題 c-2)の実験で一般車両と救急車の遭遇する機会を増やすため、「車載無線シス

テム（非一般車用）」（以下、車載無線機）を追加で製作し、名古屋市消防局の救急車のうち

平成 26 年度に車載無線機を搭載していない車両に「車載無線機」と「ログ装置」を合わせ

て搭載した。 

さらに、神戸市内で救急車に搭載された車載無線機と路側機との間で通信されるデータを

収集し分析するため、神戸市消防局の救急車にも車載無線機とログ装置を搭載し使用した。 

 

５.１.１. 車車路車協調システム計測装置 

平成 27 年度に課題 a)での実験に使用する計測システムでは、±1msec の精度で通信遅延

を測定できることが求められる。この計測システムを構成するための中心となる機器が「車

車路車協調システム計測装置」である。 

「車車路車協調システム計測装置」を用いた計測システムにより、評価車両と周辺車両と

の車車間通信において、時刻／タイミング／位置に着目したデータを収集する。計測システ

ムの構成図を図 ５.１.１－１に、車車路車協調システム計測装置の機器外観を図 ５.１.１

－２に示す。 

計測システムは、高精度 GPS による高い精度の測位機能と、1PPS 信号による無線機間

の時刻同期機能、「車車路車協調システム計測装置」による車車間通信機能と±1msec 精度

での通信データ遅延測定機能とデータ記録機能、さらにドラレコにより車両周辺環境を画像

に記録する機能からなる。 

車車間通信で送受されるデータは「車車路車協調システム計測装置」内の無線機に内蔵さ

れる SD カードに記録される。SD カードへの記録の際、無線機内で通信データを処理する

ためにかかる時間をステップごとに記録できるようメッセージを構成している。メッセージ

に各ステップの遅延時間がどのように記録されるのかを図 ５.１.１－３に示す。 
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図 ５.１.１－１ 計測システムの構成 

 

 

 

図 ５.１.１－２ 車車路車協調システム計測装置 機器外観 

 

  

付属品一式（アンテナ/ドラレコ等） 無線機外観 
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図 ５.１.１－３に、並走した後に合流する 2 台の車両間における車車間通信に関わる遅

延の測定範囲と遅延を保持するためのメッセージ構成を示す。ユースケースとしては車両 B

が車両 A の車線に合流することを想定し、その際に車両 B が車両 A に対して送信する自車

位置と真の車両 B の自車位置の食い違いを観測する。ただし、このシステムでは GPS 装置

そのものの測位結果を出力するまでの遅れは考慮していない。 

STEP1： 車両 B が GPS 測位を完了して送信メッセージにその緯度経度を設定 

その時の UTC 時刻、位置情報を自由領域に設定 

STEP2： 車車間メッセージは 100msec ごとに送信されるので、車両 B の測位情報がメッ

セージとして送信されるときに車両 B は STEP2 の位置まで来ている。 

この時の送信時刻を自由領域に追加して車両 B のメッセージとして送信。 

STEP3： 車両 A が車両 B のメッセージを受信するまでの無線区間の遅れに車両 A での受

信処理を加えた遅れが②。車両 A は受信時の UTC 時刻、位置情報を受信した車

両 B のメッセージに追記、さらに受信時刻も追加して SD メモリに格納する。 

ここで、車両 A と車両 B は同じ計測システムを搭載しているので、1PPS により時刻同

期がとれており、車両 A で SD カードに格納されたデータを分析することで、車両 B にお

ける送信までの遅延時間（①）や、車両 B のメッセージが作られてから車両 A でメッセー

ジの受信が完了するまで（①＋②）などの時間を求めることができる。 

 

 

図 ５.１.１－３ 計測システムにおける遅延時間の格納方法 
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図 ５.１.１－１で示す車車路車計測システム計測装置で使用している無線機のシステム

構成図を図  ５ .１ .１－４、諸元表を表  ５ .１ .１－１に示す。無線モジュールで

ARIB-STD-T109 準拠の無線通信を実現し、車車間通信データはメイン CPU で処理する。

また、車車間通信を記録するため、受信した車車間メッセージは SD カードに書き込まれる。 

 

 

図 ５.１.１－４ 無線機のシステム構成 
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表 ５.１.１－１ 計測装置の諸元 

項 目 仕 様 

通信規格 ARIB STD-T109 準拠 

仕様周波数 760MHz 

変調方式 ODFM/QPSK,16QAM 

定格送信電力 83mW 

電源 定格電圧 DC12V 

動作範囲 DC8.5～16V 

定格消費電流 ＋B 端子 500mA（25℃ 12V 時） 

暗電流 ＋B 端子 100μA 以下 （25℃ 12V, ACC OFF 時） 

コネクタ RF（700MHz）, RS232C, 車両信号, CAN, Ether 

外形寸法 本体寸法 約 100×130×40mm、重量 約 130g 

環境条件 保存温度 -40℃～85℃, 動作温度 -30℃～65℃ 

機能 記録媒体へのデータ書込み 

外部からのソフト更新機能 

機器診断機能 

USB, CAN, Ether, RS232C 通信 

 

 

計測装置で使用する 760MHz 用アンテナの諸元表を表 ５.１.１－２に、アンテナの外観

図を図 ５.１.１－５に示す。 

 

表 ５.１.１－２ 計測装置で使用する無線機用 760MHz アンテナの諸元 

項 目 仕 様 

型式 接地式ホイップアンテナ 

使用周波数 760MHz 

入力インピーダンス 公称 50Ω 

VSWR 使用周波数帯域内で 2.0 以下 

絶対利得 公称 2.15dB 

指向性 垂直偏波 水平面内公称無指向性 

給電部接栓 SMA-J 型 

質量 約 0.3kg 

設置方法 マグネット式 
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図 ５.１.１－５ 計測装置で使用する無線機用 760MHz アンテナの外観 

 

５.１.２. 車車路車協調システム記録装置 

課題 c-2)で、実運用されている救急車と一般車両との車車間通信を記録する、車車間通信

ログ取得装置を構成するための機器として「車車路車協調システム記録装置」（以下、ログ

装置）を製作した。車車間通信ログ取得装置は、760MHz 車車間通信を実現する「車載無

線システム（非一般車両用）」（以下、車載無線機）と「車車路車協調システム記録装置」（ロ

グ装置）で構成される。 

車車間通信ログ取得装置のシステム構成図と主要部品の写真を図 ５.１.２－１に示す。 

 

図 ５.１.２－１ 記録装置のシステム構成図と主要部品 

〈車車間通信ログ取得装置システム構成図〉 

〈車載無線機とログ装置〉 
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ログ装置は、車載無線機から送られる車車間メッセージをログ装置が内蔵する SD カード

に記録する。ログ装置のシステム構成を図 ５.１.２－２に諸元表を表 ５.１.２－１表に示

す。 

 

 

図 ５.１.２－２ ログ装置のシステム構成 

 

 

表 ５.１.２－１ ログ装置の諸元表 

項 目 仕 様 

電源 定格電圧 DC12V 

動作範囲 DC8.5～16V 

定格消費電流 ＋B 端子 500mA（25℃ 12V 時） 

暗電流 ＋B 端子 100μA 以下 （25℃ 12V, ACC OFF 時） 

コネクタ USB ケーブル, 電源コネクタ×2（スルー出力） 

外形寸法 本体寸法 約 65×100×20mm、重量 約 100g 

環境条件 保存温度 -40℃～85℃, 動作温度 -30℃～65℃ 

機能 記録媒体へのデータ書込み 

外部からのソフト更新機能 

機器診断機能 

USB 通信 

 

 



24 

 

５.１.３. 車載無線システム（非一般車用） 

名古屋市内の実験で名古屋市消防局の救急車に搭載する「車載無線システム（非一般車用）」

を平成 26 年度に引き続き製作した。図 ５.１.３－１にシステム図を示す。無線モジュール

で ARIB-STD-T109 準拠の無線通信を行い、路車間／車車間通信データはメイン CPU で処

理する。また暗号化／復号処理用に SAM を搭載した。車載無線システム（非一般車用）は

救急車用車載通信機として使用するため、サイレンと赤色灯の状態検出を可能にしている。 

 

 

図 ５.１.３－１ システム図 
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車載無線システム（非一般車用）の諸元を表 ５.１.３－１に、外観を図 ５.１.３－２に

示す。 

 

表 ５.１.３－１ 車載無線システム（非一般車用）の諸元 

項 目 仕 様 

中心周波数 760MHz 

占有周波数帯幅 9MHz 以下 

空中線電力 10mW/MHz 以下 

空中線電力の偏差 ±50%以内 

変調精度 -24dB 以下 

変調方式 BPSK/OFDM QPSK/OFDM 16QAM/OFDM 

符号化率 1/2 3/4 1/2 3/4 1/2 3/4 

通信速度 3Mbps 4.5Mbps 6Mbps 9Mbps 12Mbps 18Mbps 

受信感度 -85dBm

以下 

-84dBm

以下 

-82dBm

以下 

-80dBm

以下 

-77dBm

以下 

-73dBm

以下 

受信最大入力電力 -20dBm 以上 

アクセス方式 路車間：時分割同報通信、車車間：CSMA/CA 

電源電圧 12V 

消費電力 24W 以下 

外形寸法 136mmx100.8mmx30mm 

外部インターフェース USB 

 

 

 

図 ５.１.３－２ 車載無線システム（非一般車用）外観 
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車載無線システム（非一般車用）で使用する無線機用 760MHz アンテナの各諸元を表 ５.

１.３－２、および外観を図 ５.１.３－３に示す。 

 

表 ５.１.３－２ 車載無線システム（非一般車用）で使用する無線機用 

760MHzアンテナの各諸元 

項 目 仕 様 

型式 接地式ホイップアンテナ 

使用周波数 755～765MHz 

入力インピーダンス 公称 50Ω 

VSWR 使用周波数帯域内で 2.0 以下 

絶対利得 公称 2.15dB 

指向性 垂直偏波 水平面内公称無指向性 

基部側接栓 N-J 型 

質量 約 0.3kg 

設置方法 ルーフトップ穴開け取り付け 

 

 

 

図 ５.１.３－３ 車載無線システム（非一般車用）で使用する無線機用 760MHz アンテナの外観 
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５.２. 研究課題 a）車車路車協調システムの通信に関する研究開発 

 

５.２.１. 研究目的 

SIP 自動走行システムプログラムの目標に、交通事故死者低減、交通渋滞の緩和等の国家

目標の達成が掲げられており、そのために自動走行システムの自動化レベルを現行のレベル

1（安全運転支援システム）からレベル 2、3（準自動走行システム）へ引上げるための研究

開発が期待されている（出典：SIP 自動走行システム研究開発計画）。自動走行システムは、

車に搭載したセンサ等を利用して周辺環境を認知し、それを基に判断・操作を行う自律型シ

ステムを中心に研究開発が進められている。また、安全・安心な自動走行の実現には、無線

通信を利用する協調型システムを併用することも考えられており、ITS 通信による先読み情

報の活用により、進路上の交通環境を適切に把握し、制御や支援を実現することが検討され

ている（出典：SIP 自動走行システム研究開発計画）。一方で、車車間通信・路車間通信を

利用した車車路車協調システムによる安全運転支援サービスが、我が国で 2015 年に開始さ

れ た （ 詳 細 に つ い て は ITS Connect 推 進 協 議 会 Web ペ ー ジ を 参 照 ：

https://www.itsconnect-pc.org/about_its_connect/service.html）。特に衝突事故の発生頻度

の高い交差点での事故防止への効果が期待されている。この車車間通信・路車間通信には、

700MHz 帯 ITS 通信（ARIB STD-T109、2016 年 3 月時点では 2013 年に策定された 1.2

版が最新）が適用されており、衝突事故防止サービス以外にも協調型オートクルーズコント

ロール（C-ACC）等のサービスも実現されている（詳細については、トヨタ自動車 Web ペ

ージを参照：http://toyota.jp/technology/safety/itsconnect/）。 

本研究は、協調型の自動走行システムに必要となる車車間通信・路車間通信の通信仕様を

明確化することを目的とする。安全運転支援に利用されてきた車車間通信・路車間通信を協

調型自動走行に活用した場合の適用性に関する検討はこれまで行われていない。安全運転支

援用に実用化されている 700MHz 帯 ITS 通信をベースに検討を進め、協調型の自動走行シ

ステムの通信要件に対しどこまで適用可能かを見極めることが本年度の目標である。 

 

５.２.２. 研究内容 

本研究は、700MHz 帯 ITS 通信を協調型自動走行システムに適用した場合における通信

特性を取得することで、その通信要件を満足可能か、またその通信性能及び通信機能による

適用範囲がどこまでかを明らかにする。検討対象とする協調型自動走行システムのユースケ

ースについては、日本自動車工業会（以下、自工会）および SIP ダイナミックマップ SWG

で検討されている内容を基にした。まず、このユースケースの中から検討対象とするものを

選定し、700MHz 帯 ITS 通信の仕様に起因する制約事項等を抽出した。次に選定したユー

スケース毎に想定される走行シーンを設定し、その走行シーンにおける通信特性について、

実験及びシミュレーションによりデータを取得し、分析・考察を行った。実験においては、

一般車両の交通への影響が懸念される条件ではテストコースを使用して実施した。シミュレ
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ーションにおいては、実験よりさらに車載機台数の多い条件や、現行の通信規格外の通信方

式を適用した場合の特性について取得した。それらの結果を、各ユースケースの要件や評価

指標に対しまとめ、適用範囲を示し、課題を明確化する。 

 

 

５.２.３. 自動走行ユースケースにおける 700MHz 帯 ITS 通信適用時の制約・課題 

５.２.３.１. 検討対象ユースケースの選定 

協調型自動走行のユースケースとして、自工会が検討中のユースケースと SIP ダイナミ

ックマップ SWG が検討中のユースケースの中から検討対象を選定する。自工会ユースケー

スを整理したものを表 ５.２.３.１－１に、SIP ダイナミックマップ SWG ユースケースを

整理したものを表 ５.２.３.１－２に示す。自工会の検討中のユースケースには、通信到達

率など通信に関わる要求値が記載されており、本研究ではこれを通信要件として取扱う。な

お、ユースケースは検討中の段階であり、記載されている数値は暫定値であることに留意が

必要である。 

 

表 ５.２.３.１－１ 自工会が検討中のユースケース 
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表 ５.２.３.１－２ SIP ダイナミックマップ SWG が検討中のユースケース 

 

 

これらの中から検討対象として、自工会ユースケースからは UC1 の合流・車線変更時の

支援を、SIP ダイナミックマップ SWG ユースケースからは No.3-5 の走行制御【一般道】

の交差点右折を選定した。選定理由としては、前者は自工会ユースケース文書の中で優先的

に検討することが期待されると記載があることから、後者は一般道の特徴となる交差点にお

いて、右折待ち車両にとってセンサの死角となる対向直進車等の認知に通信が有効活用出来

るのではないかという考えからである。また、これらのユースケースに対して、通信手段と

して車車間通信と路車間通信の 2 つが考えられるが、どちらも車車間通信を使うものを検

討対象とする。この理由としては、前者については車車間通信が前提とされている（自工会

資料では路車間通信については従来の通信方式で実現が見込めると記載あり）ことから、後

者については路側インフラが整備されていない交差点についても対象とすることから車車

間通信のケースを取扱うこととした。これら 2 つのユースケースについて、これ以降、「自

専道における協調型合流支援」、「交差点における周辺車両認知」と呼ぶことにする。 
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５.２.３.２. 対象ユースケースの概要と課題となるポイント 

検討対象とする 2 つのユースケースについて、その概要と通信仕様の観点で課題となる

ポイントについて述べる。 

自専道における協調型合流支援は、合流車両が本線へ車線変更する際に合流スペースを確

保するため、あらかじめ本線車両と車車間通信を用いて合意形成を行うものである。協調型

合流支援のイメージを図 ５.２.３.２－１に示す。自工会ユースケースには、協調型合流支

援のフローとして合意形成期、車間確保期、合流実施期の 3 つのフェーズが定義されてい

る。合意形成期においては、合流車両は、車車間通信を用いて受入要求を送信し、本線走行

車両のうち、その合流車両の車線変更時に干渉する可能性のある車両が車車間通信を用いて

応答を返すことで合意形成を図る。車間確保期においては、合意形成成立後、受入車両は速

度調整を実施し、合流車両が車線変更する前までに合流スペースを確保する。合流車両は、

合流車線にて必要な加速を実施し、車線変更の準備を行う。合流実施期においては、合流車

両は確保された合流スペースを利用して、自律センサで周囲の状況を確認しながら本線へ車

線変更を実施する。受入車両は、合流車両が車線変更を完了するまで速度調整を継続する。

協調型合流支援は、このフローを実行することで、合流車両が本線へスムーズに車線変更出

来るようにするものである。 

 

 

図 ５.２.３.２－１ 協調型合流支援のイメージ 

 

交差点における周辺車両認知は、車車間通信を用いて自車両の位置、速度等の情報を送信

し合うことで、周辺車両の位置を認知するものである。この認知は、ダイナミックマップに

反映され、自動走行車両が周囲車両の動きを推定し、走行プランの決定に用いることが想定

されている。ダイナミックマップの構造イメージを図 ５.２.３.２－２に示す（出典：

SIP-adus Workshop 2015 “Dynamic Map Development in SIP-adus” Ryota Shirato）。交

差点における周辺車両認知のユースケースでは、車車間通信にて得た情報を使い、Dynamic

レイヤ上に周辺車両の位置をマッピングし、それを随時更新して用いることが想定される。

車両位置のマッピングは Static レイヤの地図データの座標とリンクしている必要がある。

交差点における周辺車両認知のイメージを図 ５.２.３.２－３に示す。このイメージでは、

交差点中心付近の右折待ち車両（図中の青色の車両）を中心に示した。周辺車両から車車間
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通信にて受信した情報を用い、地図上に周辺車両の位置情報を重畳する。位置情報以外にも

速度や進行方向等の情報も活用することで、各車両の動きの推定がある程度可能になると考

えられる。 

 

図 ５.２.３.２－２ ダイナミックマップの構造イメージ 

 

 

図 ５.２.３.２－３ 交差点における周辺車両認知のイメージ 
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それぞれのユースケースについて課題となることが想定されるポイントについてまとめ

たものを表 ５.２.３.２－１に示す。自専道における協調型合流支援では、合流車両が合流

レーンを加速して本線に車線変更するまでの限られた期間に合流支援を機能させるために、

400ms という短い期間で確実に合意形成を完了する必要があり、それを実現するには安全

運転支援で要求されるよりも高い通信品質が求められることが想定される。交差点における

周辺車両認知では、多くの車両が流入する交差点で、周辺の車両、特に自車と交錯する可能

性がある車両の位置を正しく、抜けもれなく認知しマッピングするためには、通信トラフィ

ックが集中する条件においても周辺車両の位置や動きの把握に影響するような遅延や連続

的な通信エラーの生じない通信特性が求められる。 

 

表 ５.２.３.２－１ 各ユースケースの課題となるポイント 
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５.２.３.３. 700MHz 帯 ITS 通信適用時の制約 

検討対象の 2 つのユースケースについて、通信の役割と要件をまとめたものを表 ５.２.

３.３－１に示す。一番右の列には、既に 700MHz 帯 ITS 通信を利用して実用化されている

ドライバー向け安全運転支援（情報提供レベル）の通信の役割と要件を示した（“通信利用

型運転支援システムのガイドライン” 国土交通省自動車局 を参考に作成）。700MHz帯 ITS

通信適用時に、電波法に関わる規則や通信標準規格によって制約を受ける項目について確認

する。 

表 ５.２.３.３－１ 各ユースケースにおける通信の役割と要件 

 

 

１） 自専道における協調型合流支援における 700MHz 帯 ITS 通信適用時の制約 

自専道における協調型合流支援については、その通信の役割が合流時に合流スペースを確

保するための合意形成を目的としたメッセージ交換であり、安全運転支援（情報提供レベル）

における通信の役割とは異なる。合流車両と本線車両（受入車両）とが決まれば、特定の相

手との通信を行うことが想定されている。また、アプリ要件として 400ms 以内に合意形成

することが想定されており、その短い期間で確実に情報を伝えるために、通信要件として、

通信品質（到達率）が 99%に、送信間隔が最小 20ms に設定されている。また協調型合流

支援用に使用する通信データについて、メッセージサイズが 70byte、通信オーバーヘッド

サイズが 250byte に設定されている。以下、制約になると考えられる各項目について述べ

る。 



34 

 

① 最小送信間隔 

700MHz 帯 ITS 通信では、通信標準規格である ARIB STD-T109 の中で最小送信間隔が

100ms に規定されており、自工会ユースケースに記載のあるような送信間隔 20ms や 50ms

には対応出来ない。特に合意形成期に想定されている 20ms 周期で 5 連送することで通信

品質を向上させる手段については、700MHz 帯 ITS 通信では用いることが出来ない。アプ

リ要件である 400ms 以内の合意形成を達成するには、最小送信間隔の規定が制約になり得

る。 

 

② メッセージサイズ 

無線設備規則の中で 700MHz 帯 ITS の陸上移動局の無線設備の技術的条件として「任意

の 100ms における送信時間の総和が 0.66ms 以下かつ送信バースト長が 0.33ms 以下」と

の規定がある。これは、車車間通信で用いられる変調方式（1 次変調方式 QPSK、符号化率

1/2）では、通信オーバーヘッドを除くとメッセージサイズの上限が 100byte に制限される

ことを意味する。自専道における協調型合流支援のユースケースの中で設定されているメッ

セージサイズは 70byte であり、100byte の中で送信することは可能だが、協調型合流支援

に関わる車両以外の周囲車両が 700MHz 帯 ITS 通信を利用して安全運転支援サービスを実

行していることを考慮すると、両方のサービスを継続させるためには、両方のメッセージを

同時に送信する必要がある。ただし、安全運転支援用の基本メッセージと協調型合流支援用

メッセージの 2 つのメッセージを同時に送信することは、メッセージサイズの上限を超え

ることになるため出来ず、メッセージサイズ上限の規定が制約になり得る。 

 

③ 通信オーバーヘッドサイズ 

また、ARIB STD-T109 及び ITS Forum RC-010 によって陸上移動局の通信オーバーヘ

ッドが規定されており、そのサイズは 87byte である。このサイズはメッセージサイズと合

わせて、前述の無線設備の技術的条件を満たす値となっており、これ以上大きくすることは

難しい。そのため、自専道における協調型合流支援のユースケースに記載の通信オーバーヘ

ッドサイズ 250byte を適用することは出来ず、通信オーバーヘッドサイズについても制約

を受ける対象となる。 

 

表 ５.２.３.３－２ 自専道における協調型合流支援の 700MHz 帯 ITS 通信適用時の制約 
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２） 交差点における周辺車両認知における 700MHz 帯 ITS 通信適用時の制約 

交差点における周辺車両認知については、その通信要件は多くの項目で未決定である。通

信の役割としては周辺車両の位置や速度等の情報を取得することであり、その結果をダイナ

ミックマップとして地図上にマッピングして使用することが想定される。この通信の役割は、

周辺車両の位置・速度等の情報取得という部分で安全運転支援（情報提供レベル）のものと

共通している。700MHz 帯 ITS 通信適用時に、電波法に関わる規則や通信標準規格による

制約を受ける項目は、ユースケース記載の情報からは該当なしと考えられる。 

 

５.２.３.４. 700MHz 帯 ITS 通信の適用性検討の前提条件 

前節では、対象ユースケースにおける 700MHz 帯 ITS 通信適用時の制約として、電波法

に関わる規則や通信標準規格によって制約を受ける項目について確認した。ただし、通信エ

リアや許容遅延というような通信性能に関わる項目についても、700MHz 帯 ITS 通信で実

現可能な性能以上が要求された場合には、性能面での制約となり得る。制約や課題について

検討を進めるためには、通信性能に関わる項目含めた検討の前提条件を設定する必要がある。

本節ではこれら前提条件について検討する。 

 

１） 自専道における協調型合流支援における 700MHz 帯 ITS 通信適用時の前提条件 

自専道における協調型合流支援の通信要件については、表 ５.２.３.３－１に示したが、

通信エリアや許容遅延の項目が未決定であり、制約や課題を検討するための前提条件として

暫定値を設定する必要がある。そこで、ユースケースの記載内容を基に具体的な走行シーン

や通信シーケンスについて検討することで、通信エリアや通信遅延の暫定値を設定する。 

 

① 通信エリアの検討 

合流走行シーンにおけるタイミングと変数の割当てを図 ５.２.３.４－１に示す。自工会

ユースケースには、協調型合流支援のフローとして合意形成期、車間確保期、合流実施期の

3 つのフェーズが定義されており、それぞれに目安となる期間として 400ms、5s、3s が割

当てられている。ここで、合意形成開始のタイミングを t0、車間確保開始のタイミングを

t1、合流実施のタイミングを t2、合流完了のタイミングを t3とする。シナリオとしては、合

流車両が合流レーンに入った t0 で合意形成の通信シーケンスが始まり、合流時に近接する

可能性のある本線車両と車車間通信により合意形成がなされる。その後、合流車両は合流レ

ーンを加速し、本線へ車線変更する。本線車両は、合意形成後に速度調整を行うことで t3

における合流車両との車間距離 D3が確保されるよう速度調整を行う。 

合流車両と本線車両との間で通信する必要がある最大距離は、t0 の時点での距離 L0 と考

えられる。これは、合意形成後の車間確保期、合流実施期にも通信は行われるが、合流車両

が加速して本線車両の速度に近付くため、合流車両と本線車両との距離は合意形成期と比較

して短くしかならないためである。この距離 L0は合流車両の速度・加速度及び本線車両の
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速度・加速度に依存する。想定される典型ケース含む数ケースについて計算した結果を表 ５.

２.３.４－１に示す。計算の条件として、合流車両の初期速度を 40km/h、各車両の加速度

の範囲を±0.2Gとする。合流車両は本線走行速度まで加速しつつ 8.4s後に合流を完了する。

合流後の本線車両との所要車間距離 D3については、合流完了時 t3の本線車両の速度におけ

る 2 秒車間（100km/h の場合は 56m）に設定し、合流車両の車長は 5m とした。典型ケー

スとして、合流車両は8.4s間に40km/hから100km/hまで加速（0.2G）、本線車両は100km/h

を維持するケースを設定した。このケースで D3が 56m となるのは、L0が 132m の場合で

あり、これ以上は通信による合意支援がなくとも本線車両の前に合流が可能となる。また、

別のケースとして本線車両が典型ケースより遅い場合は、L0 の値は小さくなる。本線車両

の速度を制限速度+20km/h の 120km/h に設定した場合、L0の値は 190m となる。仮に、

合流車両の車間確保期間を 5s から 9s と伸ばし、加速度を 0.2G から 0.135G に落とし合流

時に 100km/h となるものとし、本線車両が 120km/h 等速としたケースを図 ５.２.３.４－

２に示す。このケースにおける L0は 246m となるが、合流車両が合流開始から完了までに

進む距離が 240m となるため、合流レーン長として設定されている 255m（加速区間 200m、

テーパ長 55m）に対してマージンがほとんど無い状態となる。これらの検討から、典型ケ

ースにおける最大通信距離は約 130m、本線車両が 120km/h を考慮すると約 190m、合流

車両の加速度を落とし加速期間を伸ばしたケース（車間確保期間を伸ばしたケース）まで考

慮すると約 250m となり、この通信エリアにおける通信品質を評価対象とする。 

 

図 ５.２.３.４－１ 合流走行シーンにおけるタイミングと変数割当て 

 

表 ５.２.３.４－１ 合流走行シーンにおける走行ケース毎の最大通信距離 
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図 ５.２.３.４－２ 車間確保期間を伸ばした場合の走行ケース 

 

② 許容遅延の検討 

自専道における協調型合流支援のユースケースに基づく通信シーケンスを図 ５.２.３.４

－３に示す。通信シーケンスは、合意形成期、車間確保期、合流実施期のそれぞれのフェー

ズで異なっている。合意形成期においては、合流車両は車線変更要求を最初の 100ms で繰

返し 5 回送信し、次の 100ms は応答を待つ。要求を受信した本線車両は、自車がその要求

に該当するか否かを判断し、該当する場合は、受入可否の応答を 100ms 以内に返す。これ

を 2 回繰返し、400ms で合流支援の合意が形成されたか判断する。車間確保期においては、

合流車両は自車の制御情報を 50ms 周期で送信し、受入車両は合流スペースを空けるよう速

度制御を行いながら応答を返す。合流実施期においては、合流車両は自車の制御情報を

50ms 周期で送信し、受入車両は合流スペースに別の車両が割り込んできた場合にのみ応答

を返す。 

この通信シーケンスから 1 回の通信遅延について考える。通信シーケンスでは、メッセ

ージを送り出してから受け取るまでの純粋な通信遅延の他に、送信メッセージの生成にかか

る時間や、受けたメッセージの内容から判断する処理時間が必要になる。特に合意形成期に

おいては、通信相手が特定されていない状況にあるため、本線車両は自車が受入れに該当す

る車両かどうかの判断にある程度の処理時間が必要になると考えられる。そのため、通信の

みに掛かる遅延時間は、少なく抑える必要がある。図 ５.２.３.４－４に合意形成期間にお

ける 1 回の通信遅延の配分イメージを示す。合意形成期間 400ms 以内に合流車両と本線車

両とのやり取りが 2 回想定されているため、1 回のやり取りは 200ms 以内に完了させる必

要がある。ここで、本線車両が合流車両からの通信を受信してから、該当車両の判断及び応

答メッセージ生成に 100ms 必要だと仮定する。合流車両が送信した 5 連送の最後のパケッ

トのみ本線車両に到達した場合を考えると、合流車両の送信に必要な時間が 80ms、本線車

両の処理時間が 100ms であるため、残り 20ms で 2 回分の通信、つまり 1 回の通信遅延を

10ms 以下に抑える必要がある。この数値は、機器の処理能力にも依存し、また連送を使用

するかどうかによっても変化するが、200ms 以内に要求と応答の 2 回の通信を成立させる

ことを考えると、少なくとも 100ms 以下に抑える必要があると考えられる。 
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図 ５.２.３.４－３ 協調型合流支援のユースケースに基づく通信シーケンス 

 

 

図 ５.２.３.４－４ 合意形成期間における 1回の通信遅延の配分イメージ 

 

 

２） 交差点における周辺車両認知における 700MHz 帯 ITS 通信適用時の前提条件 

交差点における周辺車両認知の通信要件については、表 ５.２.３.３－１に示したように、

ほとんどの項目がユースケースの要件としては規定されていない。通信以外の要件について

も、特に具体的な数値が示されていない。そこで、通信要件については 700MHz 帯 ITS 通

信で満足出来る数値と同じ数値を暫定値とする。その上で、周辺車両認知として車両位置を

マッピングすることに対する通信特性の影響について検討する。 

 

① 車車間通信取得情報を用いた車両位置マッピングの検討 

車車間通信を用いた車両位置マップのイメージを図  ５ .２ .３ .４－５に示す。また

700MHz 帯 ITS 通信の車車間通信基本メッセージの構成を表 ５.２.３.４－２に示す。図中

では、自車両を青い車両とし表示し、その周辺車両から車車間通信で受信したメッセージを

基に、自車両の持つ地図データ上に位置をマッピングする。受信したメッセージには位置情

報以外にも速度や加速度、進行方向等の情報が含まれているため、車両毎にそれらの情報を
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紐付け記憶し、通信によってメッセージを受信する度に情報のアップデートを行う（図中で

は少し前の時間の位置を点線で軌跡として表示）。このマッピングした結果を用いて、自動

走行車両は周囲車両の動きを予測し、自車両の走行パスプランの決定等に用いることが想定

される。 

 

 

図 ５.２.３.４－５ 車車間通信取得情報を用いた車両位置マップイメージ 

 

表 ５.２.３.４－２ 700MHz 帯 ITS 通信の車車間通信基本メッセージの構成 
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次に、上記の車両位置マップの位置誤差要因について述べる。誤差の発生箇所を送信側ア

プリ、通信、受信側アプリの 3 つに分け、各発生箇所における誤差要因を表 ５.２.３.４－

３に示す。これらで発生する誤差要因の中には、情報の精度や処理による遅延が含まれてお

り、誤差の大きさに対して支配的となると考えられるものもあるが、今回は通信特性による

影響を明らかにすることを目的とするため、通信部分で発生する誤差要因を対象とする。さ

らに、処理遅延については実装（プロセッサの演算処理能力とコスト）に依存し、競争領域

に該当するため、それらを除いた通信プロトコルによる送信遅延、通信エラーによる情報損

失による影響を検討対象とする。 

 

表 ５.２.３.４－３ 車両位置マップの主な位置誤差要因 

 

 

② 通信特性による車両位置マップの位置誤差への影響 

通信特性による 2 つの誤差要因である、通信プロトコルによる送信遅延と通信エラーに

よる情報損失が、車両位置マップの位置誤差へ与える影響について述べる。 

通信プロトコルによる送信遅延は、それを受信する側にとって、車両位置マップにマッピ

ングする車両情報のリアルタイム性に影響するものである。この発生要因としては、主に通

信プロトコルのレイヤ 2（データリンク層）におけるメディアアクセス制御（MAC）によ

る遅延と考えられる。700MHz 帯 ITS 通信では、MAC に CSMA（Carrier Sense Multiple 

Access）方式が採用されており、ランダムアクセスにおいてパケットの衝突が起こりにく

いよう送信タイミングが制御されるよう動作する。この CSMA による遅延は、通信トラフ

ィックが低い（疎な）条件では比較的小さい（1ms 以下）が、通信トラフィックが高い（集

中した）条件では大きくなる。 

通信エラーによる情報損失は、送信メッセージが受信側で得ることが出来ず、車両位置マ

ップの車両情報が更新されない影響となる。その発生要因としては、電波伝搬による受信電

力不足やフェージングの影響及び他のパケットとの衝突によるものが考えられる。700MHz

帯 ITS 通信では車車間通信の変調方式として、比較的低い受信電力であっても通信が成立
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するように 1 次変調方式 QPSK、符号化率 1/2 を使用することが多い。これにより、送受

信アンテナ間が直接見通せる状況では 300m 程度、建物等で直接見通せない状況において

も 90m 程度の距離まで通信が届くことが期待出来るが、周囲の建物や周囲の車両の影響に

より通信特性は変動するため、どのような環境においても通信エラーをゼロにすることは難

しい。また、先に述べた CSMA 方式によりパケットの衝突が起こりにくいような送信タイ

ミングの制御がなされているものの、同時送信によるパケットの衝突が生じるケースは起こ

りうるため、それによる通信エラーも考慮する必要がある。パケットの衝突は確率的に発生

し、通信トラフィックが高い（集中した）条件ではその確率は高くなる。 

通信プロトコルによる送信遅延と通信エラーによる情報損失の車両位置マップへの影響

について、簡易な条件を設定し机上計算にて検討する。設定条件として、直線的に走行して

いる 1 台の車両から車車間通信によって受信した情報を車両位置マップにマッピングする

ことを考える。車車間通信の送信周期は 700MHz 帯 ITS 通信を使用したアプリケーション

でよく用いられる 100ms とする。通信遅延、通信エラーによる車両位置マップへの影響イ

メージを図 ５.２.３.４－６に示す。(a)の走行モデルに対し、(b)が通信遅延、通信エラーが

無い場合の車両位置マップ、(c)は通信遅延、通信エラーが有る場合の車両位置マップのイ

メージである。通信遅延は、情報受信時点における真の車両位置と比較して遅延分前の情報

となる。通信エラーは、それが生じた時点の情報が欠落する。数値例として、この車両が

72km/h（20m/s）で等速直線走行しているものとすると、100ms 毎に 2m 移動した位置が

表示されるが、仮に遅延が 20ms ある場合は、受信時には既に 0.4m 車両は進んでいること

になり、また仮に 2 つのパケットが連続して通信エラーとなった場合は、300ms に進む距

離である 6m の間の位置が特定出来ないことになる。これらについては、受信メッセージに

含まれる送信時刻と位置情報や速度情報から、受信時点での車両位置を逐次推測することで

対応出来ると考えられるが、送信周期を大きく超えるような遅延や、通信エラーが長く連続

して発生した場合には、推測誤差が大きくなることが予想される。特に連続した通信エラー

によって、数 100ms から秒のオーダーで情報が得られないと、その間に車両が急加速や急

減速、あるいは急な車線変更や急旋回をした場合に予測誤差が大きくなることが懸念される。 
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図 ５.２.３.４－６ 通信遅延、通信エラーによる車両位置マップへの影響イメージ 

 

５.２.３.５. 700MHz 帯 ITS 通信適用時の制約・課題と対応 

前節までの制約、前提条件の検討を踏まえ、各ユースケースに 700MHz 帯 ITS 通信を適

用した場合における、制約・課題についてまとめ、本研究での対応について示す。 

 

１） 自専道における協調型合流支援における 700MHz 帯 ITS 通信適用時の制約・課題と

対応 

自専道における協調型合流支援における 700MHz 帯 ITS 通信適用時の制約・課題と本研

究での対応について示したものを表 ５.２.３.５－１に示す。以下、制約項目毎に本研究で

の対応について述べる。 

制約項目の 1 つである送信間隔については、本研究の対応として、送信周期 100ms で通

信する場合の通信特性及び合意形成確率と、自工会ユースケースに記載のある 100ms 以下

の送信周期で通信する場合の通信特性及び合意形成確率を求め、それらを比較することで

700MHz 帯 ITS 通信の適用範囲について明らかにする。これは送信周期 100ms 以下を扱う

ため、シミュレーションを用いて実施する。100ms の送信周期で送り合うタイミング等の

詳細については、５.２.４.３で述べる。 

メッセージサイズについては、合流支援用メッセージと安全運転支援用メッセージとの共

通データをマージすることで 100byte の中に収める方法について検討を実施する。この詳

細については５.２.４.３で述べる。 

情報通信遅延、通信品質については、合流走行シーンを設定し、合流車両と受入車両との

間の通信特性を求めることで、暫定値含む要件を 700MHz 帯 ITS 通信で満足出来るか検証

する。これについては、実験、シミュレーションの両方で実施する。実験では、実際の電波
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伝搬特性における特性確認を、シミュレーションでは車載機の普及が進んだ状況を模擬し通

信トラフィックが比較的高い条件での特性確認を行う。 

通信オーバーヘッドについては、これへの対応策を本研究では取り扱わないこととし、以

降の検討では 700MHz 帯 ITS 通信と同じサイズ 87byte とみなして扱う。自工会ユースケ

ースに記載の通信オーバーヘッドサイズ 250byte は、公開鍵暗号方式における電子証明書

等を含むセキュリティヘッダサイズを考慮されたものと推測される。このため、セキュリテ

ィ強度やセキュリティ処理遅延含めた検討・議論が別途必要になると考えられる。本研究で

は、700MHz帯 ITS通信のセキュリティ含む通信プロトコルを適用することを前提とする。 

 

表 ５.２.３.５－１ 自専道協調型合流支援へ 700MHz 帯 ITS 通信適用時の制約・課題 

 

 

２） 交差点における周辺車両認知における 700MHz 帯 ITS 通信適用時の制約・課題と対

応 

交差点における周辺車両認知における 700MHz 帯 ITS 通信適用時の制約・課題と本研究

での対応について示したものを表 ５.２.３.５－２に示す。先にも述べたように交差点にお

ける周辺車両認知の通信要件については、ほとんどの項目が未決定であり、700MHz 帯 ITS

通信の仕様を暫定値とした。５.２.３.４で述べたように、車両位置マップに対しては、通信

遅延及び通信品質（連続した通信エラー）が影響を与えることから、本研究では、交差点シ

ーンを設定し、対象とする車両間の通信特性を取得することで、その車両位置マップの位置

誤差への影響を明確化する。これについては、実験、シミュレーションの両方にて実施する。
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実験では、実際の電波伝搬特性における特性確認を、シミュレーションでは車載機の普及が

進んだ状況を模擬し通信トラフィックが高い条件での特性確認を行う。 

 

表 ５.２.３.５－２ 交差点周辺車両認知へ 700MHz 帯 ITS 通信適用時の制約・課題 

 

 

 

 

５.２.４. 自専道での協調型合流支援における通信特性の評価 

本項では、５.２.３項で選定したユースケース「自専道での協調型合流支援」において、

700MHz 帯 ITS 通信が、通信要件を満足可能か、またその通信性能及び通信機能による適

用範囲がどこまでかを明らかにする。５.２.３項で示したように、選定したユースケースに

700MHz 帯 ITS 通信を適用するには制約・課題があるため、実機で対応できる範囲は実機

を用いた実験で評価し、対応できない範囲はシミュレーションで評価を行う。具体的には、

テストコース実験により、周辺環境による伝搬特性の変化が少ない基礎的な通信特性の評価、

典型パターンとして、時速 100km/h、車間距離 3 秒間相当、の車両密度（11 台/km）にお

ける通信台数での通信特性の評価を行う（５.２.４.１）。また、公道実験により、周辺環境

の伝搬特性による影響の評価を行う（５.２.４.２）。シミュレーションでは、更に通信負荷

を高めた状態での評価および 700MHz 帯 ITS 通信では対応できない条件での評価を行う

（５.２.４.３）。 
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５.２.４.１. テストコース実験による通信特性の評価 

自専道での協調型合流支援を想定した車車間通信の通信特性をテストコース実験により

取得し、自動走行へ適用可能か評価する。具体的には、合意形成期におけるパケット到達率

と遅延時間を評価し、通信要件を満足できるか評価する。 

 

１） 使用した機器 

本実験で使用した機器を下記に示す。 

・ 車車路車協調システム計測装置 

・ 評価用通信発生装置 

 

図 ５.２.４.１－１に車車路車協調システム計測装置の構成を、図 ５.２.４.１－２に評価

用通信発生装置の構成を示す。車車路車協調システム計測装置の詳細については、５.１.１

項に示したので、ここでは割愛する。評価用通信発生装置は H26 年度に開発した機器であ

る。図 ５.２.４.１－３に示すように、無線機 5 台が 1 セットになった構成であり、通信負

荷を高めるために使用する。 

 

 

図 ５.２.４.１－１ 車車路車協調システム計測装置の構成 

 

 

図 ５.２.４.１－２ 評価用通信発生装置の構成 
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図 ５.２.４.１－３ 評価用通信発生装置の外観 

 

２） 実験環境と評価概要 

本実験では、自専道での合流シーンを想定した車両配置において、合流車両と受入車両の

間で車車間通信を行い、受信した車車間通信データからパケット到達率と遅延時間を評価す

る。また、合意形成成功率を定義し、得られたパケット到達率、遅延時間から、合流開始時

における合意形成成功率を試算し、パケット到達率と合意形成成功率の関係を考察する。実

験は、一般財団法人 日本自動車研究所の模擬市街路西コース（茨城県つくば市苅間 2530）

にて行う。4 車線の直線部を利用し、本線上の受入車両と、合流路からの合流車両の位置関

係を模擬して実験を行う。 
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① パケット到達率 

パケット到達率は、任意の評価期間における受信パケット数と、未到達と判断されるパケ

ット数から、下記の式(5.1)により算出する。 

 

𝑁𝑥/(𝑁𝑥 + 𝑁𝑙𝑜𝑠𝑡) （5.1） 

𝑁𝑥：受信パケット数 

𝑁𝑙𝑜𝑠𝑡：未到達のパケット数 

 

車車間通信データには、データ送信順を示す番号情報（インクリメントカウンタ）が含ま

れており、送信の度にインクリメントされている。全てのパケットをロス無く受信できてい

れば、受信データのインクリメントカウンタは 1 ずつ増加するが、何らかの事情でパケッ

トが受信できなかった場合、インクリメントカウンタに抜けが生じる。インクリメントカウ

ンタに抜けが生じた場合、抜けが生じたインクリメントカウンタのパケットは未到達である

と判断する。 

 

② 遅延時間 

遅延時間は、送信側でメッセージを生成した時刻（送信時刻）と、受信側でメッセージを

受信した時刻（受信時刻）との差により算出する。今回の実験に用いた機器は、セキュリテ

ィ処理は含まれていないため、セキュリティ処理に起因する遅延は発生しない。 

 

③ 合意形成成功率 

合意形成成功率は合流車両が合意形成期 0.4 秒間に少なくとも 1 回、受入車両からの応答

パケットの受信に成功する確率と定義する。 

５.２.３.２で示したように、選定したユースケースでは、合意形成期において、合流車両

は車線変更要求を最初の 100msec で要求し、その後 100msec の間に応答を待つことを想定

している。要求を受信した受入車両は、自車がその要求に該当するか否かを判断し、該当す

る場合は、受入可否の応答を 100msec 以内に返す。これを 2 回繰返し、0.4 秒間で合流支

援の合意が形成されたか判断する。 

ユースケースでは、要求と応答それぞれの到達率を 99%としているため、要求/応答が成

功する確率 98.01%(0.992)、要求/応答が失敗する確率 1.99%(1 − 0.992)、2 回連続で要求/

応答が失敗する確率 0.0396%((1 − 0.992)2)、から、合意形成成功率は 99.960%となる。 

なお、700MHz 帯 ITS 通信を用いる場合は、図 ５.２.４.１－４に示すように、受入車両

の応答時間と、通信による遅延時間によって、合意形成実行回数が変わる。選定したユース

ケースでは、受入車両の応答時間は 100msec としているため、要求と応答の通信による遅

延が 100msec 以下であれば、合意形成実行回数は 3 回となる。 
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図 ５.２.４.１－４ 合意形成実行回数 

 

３） 評価項目 

自専道での合流シーンにおける、合流車両と受入車両の間のパケット到達率と遅延時間を

評価する。また、今後システムが普及し多くの車両が車載機を搭載した際の影響を把握する

ため、通信車両台数を増やした状況でも測定を行う。さらに、合流車両と受入車両の間に大

型車両が存在し、見通しが取れなくなる場合の影響を把握するため、遮蔽車両が存在する状

況でも測定を行う。 

 

４） 評価方法 

図 ５.２.４.１－５に本実験の車両配置、図 ５.２.４.１－６に評価車両の外観、図 ５.２.

４.１－７に遮蔽車両の外観、図 ５.２.４.１－８と図 ５.２.４.１－９に実験風景を示す。評

価車両は、合流車線を想定した位置と、本線を想定した位置にそれぞれ配置する。通信車両

台数を増やすため、5 台の無線機を 1 セットとした評価用通信発生装置を高負荷車両へ搭載

する。高負荷車両は、本線を想定した位置に 40m 間隔で 15 台配置する。遮蔽車両を配置

する場合は、受入車両の前方 28m の位置に配置する。車間距離 28m は、時速 100km/h で

の 1 秒車間に相当する。なお、全ての車両はキャリアセンスできる状態にあり、隠れ端末

は発生していない環境である。 

実際の合流シーンでは、合意形成開始時に、受入車両の左斜め前方を合流車両が走行して

おり、合流完了までの間に徐々に車間距離（通信距離）が短くなっていく。実験では、５.

２.３.節で示したように、典型パターンにおいて合意形成開始時に必要となる通信距離

250m 以内の通信特性を取得するため、合流側の評価車両を A 地点から B 地点まで走行さ

0 100 200 300 400[msec]

合流車両

受入車両

要求ﾊﾟｹｯﾄ

応答ﾊﾟｹｯﾄ

① ② ③ ④

① ② ③

合意形成実行回数：3回

0 100 200 300 400[msec]

合流車両

受入車両

要求ﾊﾟｹｯﾄ

応答ﾊﾟｹｯﾄ

① ② ③ ④

① ②

合意形成実行回数：2回

（受入車両の応答時間 + 通信による遅延時間）が100～200msecの場合

（受入車両の応答時間 + 通信による遅延時間）が200～300msecの場合
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せ、通信距離 3.5m～250m における通信特性を取得する。なお、通信距離 3.5m とは合流

車両と受入車両が隣り合っている状態である。 

合流側の評価車両は時速 3.6km/h（秒速 1m/s）で 1 条件に付き 4 回走行する。車車間通

信メッセージの送信周期は 100msec であり、時速 3.6km/h で測定することで 100mm 毎に

データを取得することができる。車車間通信メッセージに含まれる位置情報の分解能は約

100mm である。700MHz 帯 ITS 通信の周波数偏差±20ppm（±1.52kHz）に対し、ドッ

プラー効果による周波数偏差は、時速 120km/h でも 0.0844kHz であり、周波数に対する走

行速度の影響は無いと考える。 

なお、パケット到達率は、５ .２ .３ .４で示した典型パターンにおける所要通信距離

130m/190m/250m において、停止した状態で 5 分間測定を行い評価する。 

得られた車車間通信データから、パケット到達率と遅延時間および合意形成成功率を算出

する。 

 

 

図 ５.２.４.１－５ 車両配置 

 

28m

40m 40m

A地点

250m

B地点

： 合流車両
： 受入車両
： 高負荷車両
： 遮蔽車両
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図 ５.２.４.１－６ 評価車両（トヨタ、サクシード） 

 

 

図 ５.２.４.１－７ 遮蔽車両（全長：6.49m、全幅：2.21m、全高：3.23m） 
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図 ５.２.４.１－８ 実験風景１ 

 

 

図 ５.２.４.１－９ 実験風景２ 

 

受入車両

遮蔽車両
合流車両 高負荷車両

合流車線 本線

合流車両

受入車両
高負荷車両
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５） 評価条件 

評価条件は、通信台数が 2 台および 77 台の 2 パターン、遮蔽車両が存在する場合および

しない場合の 2 パターンの、計 4 パターンで実施する。通信台数 2 台とは、合流車両と受

入車両の 2 台のみが車車間通信している状況を表す。通信台数 77 台とは、時速 100km/h、

3 秒車間で本線上 6 車線を車両が走行し車車間通信をしている状況に相当する※。 

※ 時速 100km/h、車長 5m、3 秒車間で、キャリアセンス範囲に相当する約 1000m の区

間 6 車線に車両が存在すると仮定すると、車両台数は約 70 台となる。合流車線も考慮

すると約 76 台となり、評価用通信発生装置は 5 台 1 セットのため、実験では評価車両

の 2 台を加えた計 77 台とする。 

 

６） 評価結果 

図 ５.２.４.１－１０、図 ５.２.４.１－１１、図 ５.２.４.１－１２、図 ５.２.４.１－１

３に、合流車両で測定した、合流車両と受入車両間の通信距離に対する受信電力とパケット

到達率の特性を示す。パケット到達率は、測定時間 5 分間におけるパケット到達率を示し

ており、算出の際の分母（受信パケット数＋未到達のパケット数）は、約 3000 である。な

お、遮蔽車両の影響等で、受信電力の落ち込みが見られる位置でも測定を行った。 

通信台数が 2 台の場合は、遮蔽車両の有無に関わらず、通信距離 130m/190m/250m にお

いてパケット到達率は 100%であった。一方、通信台数が 77 台の場合は、通信距離

130m/190m/250m においてパケット到達率は約 98%であった。その他の通信距離において

も、パケット到達率は 98%前後となっている。通信台数の増加により、パケット到達率が

低下していることから、パケットが衝突する確率が高まっているものと考えられる。また、

図 ５.２.４.１－１３に示すように、遮蔽車両が有る場合は、通信距離 50m 以上の範囲にお

いて遮蔽車両の影響と思われる受信電力の低下が見られ、受信電力の低下と共にパケット到

達率が低下していることがわかる。５.２.３.３に示したように、選定したユースケースでは

パケット到達率 99%以上が必要とされており、通信台数 77 台の条件では、実験結果はそれ

を下回る値となった。 

ここで、実験結果から合意形成成功率を評価する。５.２.４.１でも示したように、自工会

ユースケースでは、要求/応答での到達率を 99%としているため、合意形成成功率は 99.960%

となる。 

次に、700MHz帯 ITS通信を用いる場合を想定する。図 ５.２.４.１－４に示したように、

合意形成開始から合意形成完了まで 0.4 秒間の時間がある場合、合流車両と受入車両の間で

合意形成する機会は、受入車両の応答時間と通信による遅延時間にもよるが、2～3 回ある

と考えられる。測定結果を踏まえ、パケット到達率を 97%とすると、合意形成実行回数が 3

回の場合は合意形成成功率 99.979%、合意形成実行回数が 2 回の場合は合意形成成功率

99.651%となる。この様に、パケット到達率 97%でも、合意形成の機会が 3 回あれば、す
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なわち受入車両の応答時間と通信による遅延の合計が 200msec 以下であれば、合意形成成

功率は 99.979%となり、自工会ユースケースの 99.960%を上回る。 

 

 

図 ５.２.４.１－１０ パケット到達率と受信電力（通信台数 2台、遮蔽車両無し） 

 

 

図 ５.２.４.１－１１ パケット到達率と受信電力（通信台数 2台、遮蔽車両有り） 
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図 ５.２.４.１－１２ パケット到達率と受信電力（通信台数 77 台、遮蔽車両無し） 

 

 

図 ５.２.４.１－１３ パケット到達率と受信電力（通信台数 77 台、遮蔽車両有り） 

 

図 ５.２.４.１－１４、図 ５.２.４.１－１５、図 ５.２.４.１－１６、図 ５.２.４.１－１

７に、測定区間における遅延時間のヒストグラムを示す。通信台数が 2 台の場合は、遅延

時間は 4msec 未満、通信台数が 77 台の場合は、遅延時間は 5msec 未満であった。通信台
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数の増加に伴い、CSMA/CA の動作により遅延時間が大きくなっていると考えられるが、通

信台数による大きな違いは無い結果であった。また、遮蔽車両による違いは見られなかった。 

 

 

図 ５.２.４.１－１４ 遅延時間（通信台数 2台、遮蔽車両無し） 

 

 

図 ５.２.４.１－１５ 遅延時間（通信台数 2台、遮蔽車両有り） 
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図 ５.２.４.１－１６ 遅延時間（通信台数 77 台、遮蔽車両無し） 

 

 

図 ５.２.４.１－１７ 遅延時間（通信台数 77 台、遮蔽車両有り） 
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５.２.４.２. 公道実験による通信特性の評価 

本項では、自専道での協調型合流支援を想定した車車間通信の通信特性を公道実験により

取得する。合流車両と移動車両が走行している状況で測定を行い、テストコース実験の結果

と比較することで、周囲の伝搬環境による影響を確認する。 

 

１） 使用した機器 

本実験で使用した機器を下記に示す。 

・ 車載無線システム（一般車両用） 

・ 車車路車協調システム評価装置 

図 ５.２.４.２－１に使用した機器の構成を示す。どちらも H26 年度に開発した機器であ

る。 

 

 

図 ５.２.４.２－１ 使用した機器の構成 

 

 

  

同軸

GPSｱﾝﾃﾅ
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ｾﾝｻ

電測部

Webｶﾒﾗ

USB

USB

車車路車協調システム評価装置
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２） 実験環境と評価概要 

本実験では、実環境での自専道合流シーンにおいて、合流車両と受入車両の間で車車間通

信を行い、車車間通信データからパケット到達率を算出する。実験は、自動車専用道路であ

る横浜横須賀道路にて行う。なお、実際の交通流の中で、想定する合流シーンの位置関係を

再現することは困難なため、実際の測定は合流ではなく、分流をしながら測定を行う。実際

の合流に当てはめると右側通行の位置関係になるが、周囲の伝搬環境による影響を確認する

上では問題無いものと考える。 

 

① パケット到達率 

パケット到達率は、任意の評価期間おける受信パケット数と、未到達と判断されるパケッ

ト数から、式(5.1)により算出する。 

車車間通信データには、データ送信順を示す番号情報（インクリメントカウンタ）が含ま

れており、送信の度にインクリメントされている。全てのパケットをロス無く受信できてい

れば、受信データのインクリメントカウンタは 1 ずつ増加するが、何らかの事情でパケッ

トが受信できなかった場合、インクリメントカウンタに抜けが生じる。インクリメントカウ

ンタに抜けが生じた場合、抜けが生じたインクリメントカウンタのパケットは未到達である

と判断する。 

 

３） 評価項目 

実環境での自専道合流シーンにおける、合流車両と受入車両の間のパケット到達率を評価

する。 

 

４） 評価方法 

図 ５.２.４.２－２に測定場所、図 ５.２.４.２－３に評価車両の外観、図 ５.２.４.２－４

に実験風景を示す。測定は、横浜横須賀道路下り線の佐原インターチェンジで行う。本線の

制限速度は 80km/h であり、分流路は、分流地点から約 130m で制限速度 40km/h となる。

また、本線側は分流地点から約 150ｍ地点以降、分流路との間に遮音壁が設置されている。 

評価車両は自専道の走行車線を 2 秒車間で追従走行する。インターチェンジにて、先行

車両はそのまま本線を走行し、後続車両は分流路へ分流する。後続車両は、分流路の 40km/h

制限区間に到達するまでに、分流開始から出来る限り等加速度で減速する。取得した車車間

通信データから、2 台の評価車両の間のパケット到達率を評価する。 
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図 ５.２.４.２－２ 測定場所 

 

  

図 ５.２.４.２－３ 評価車両（先行車：プリウス、後続車：クラウンマジェスタ） 

 

分流地点
佐原インター

100m
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図 ５.２.４.２－４ 実験風景 

 

５） 評価条件 

通信台数は先行車両と後続車両の 2 台である。 

 

６） 評価結果 

図 ５.２.４.２－５に先行車両と後続車両の間の通信距離に対するパケット到達率の特性

を示す。パケット到達率は、走行 10m 区間におけるパケット到達率を示している。通信距

離は、2 台の車両の緯度経度から算出しているため、高度は考慮されていない。測定は 4 回

行い、うち 1 回だけパケットロスが 1 つ発生したが、パケット到達率としては高い結果と

なっている。 

図 ５.２.４.２－６に、分流開始後の評価車両の位置関係をプロットしたものを示す。位

置は受信した車車間通信データの位置情報を参照している。分流開始から約 10 秒前後で、

遮音壁によって車両間の見通しが遮られるものの、前述した 1 回のパケットロスが発生し

たタイミング以外は、正しく車車間通信が行えている。以上のように、実環境でも通信台数

2 台において、テストコース実験で得られた結果と同様に、99%以上のパケット到達率とな

っている。 

 

先行車両先行車両
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図 ５.２.４.２－５ パケット到達率 

 

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

100

0 50 100 150 200 250

パ
ケ
ッ
ト
到
達
率

[%
]

通信距離[m]



62 

 

 

 

 

 

図 ５.２.４.２－６ 評価車両の位置関係 
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５.２.４.３. シミュレーションによる通信特性の評価 

５.２.４.１では、700MHz 帯 ITS 通信を適用した場合の合流車両と受入車両間の基礎的

な通信特性、及び、典型ケースとして定義した本線走行速度 100km/h、3s 車間における本

線走行車両の通信トラヒックの影響を評価した。本節では、前節の評価条件を拡張し、さら

に通信負荷を高めた条件を設定する。また、現行の 700MHz 帯 ITS 通信規格では対応でき

ない送信間隔 100ms 以下の通信も評価対象とする。そして、シミュレーションにより通信

特性を求め、通信要件と比較することで、700MHz 帯 ITS 通信の適用可能な条件を明らか

にする。 

協調型合流支援に 700MHz 帯 ITS 通信を適用することを想定する場合、協調型合流支援

の通信と通常の安全運転支援の通信が同一の周波数帯において混在する。この場合、合流区

間の周辺に存在する車両が送信する通常の安全運転支援のためのパケットとの衝突が、協調

型合流支援の通信品質に大きく影響する可能性がある。この安全運転支援のためのパケット

との衝突の発生頻度は、本線走行速度や車両間隔等の本線上の車両台数に依存する。そこで、

通信負荷を高めた条件を設定する際、本線上の車両台数を決めるパラメータを変化させて通

信特性を明らかにする。さらに、高架構造の自専道を想定し、通常の運転支援の通信を行っ

ている高架下一般道上の車両が送信するパケットとの衝突の影響も明らかにする。 

また、５.２.３.３で述べたように、ユースケースに基づく通信シーケンスは送信間隔

100ms 以下の通信が記載されており、現行の 700MHz 帯 ITS 通信規格の仕様上の制約によ

り実現することが困難である。この問題に対する対応案を検討するために、2 つの通信シー

ケンスを定義し、通信特性を評価する。1 つは、700MHz 帯 ITS 通信規格の仕様を拡張す

ることを想定して、送信間隔100ms以下の通信を実現するものである。もう1つは、700MHz

帯 ITS 通信規格の仕様の範囲内で実現することを想定して、最小送信間隔 100ms で要求メ

ッセージと応答メッセージの交換を行うものである。2 つの通信シーケンスの詳細について

は５.２.４.３.１で述べる。 

 

５.２.４.３.１. 評価対象 

１） 協調型合流支援の通信と安全運転支援の通信の動作及び走行シーン 

協調型合流支援の通信と安全運転支援の通信が混在する状況を評価するため、各車両は走

行状態及び通信状態に応じた通信の動作を定義した。この際、協調型合流支援に関わる車両

以外の周囲車両は安全運転支援の通信を継続していることを考慮し、協調型合流支援の通信

を実行中も安全運転支援のメッセージの送信は継続することとする。これを実現するのに必

要な両通信のメッセージの統合方法については後述する。 

合流車両と本線上受入車両の走行パターンを図 ５.２.４.３.１－１に示す。本走行パター

ンは５.２.３.３で述べた自工会ユースケースに基づいている。合流車両は VA0=40km/h で合

流レーンに進入すると加速を開始し、合意形成期（t0~t1）・車間確保期（t1~t2）・合流実施

期（t2~t3）の合計時間 8.4s 後に本線走行速度に達すると同時に合流を完了する。その際、
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加速開始と同時に協調型合流支援の通信を開始し、通信シーケンスに従って合意形成期の要

求メッセージを送信する。このとき、要求メッセージには特定の受入車両が宛先として設定

されているものとする。ここで、合流が完了し合流実施期が終了すると、協調型合流支援の

通信を終了し、通常の安全運転支援の通信のみを実施する。 

本線上の車両は本線走行速度 VB0で定速走行する。その際、通常時は安全運転支援の通信

が行われていることとする。そして合流車両から要求メッセージを受信すると、協調型合流

支援の通信を開始し、受入車両の通信シーケンスに従って合意形成期の応答メッセージを送

信する。このとき、受入車両は受信した要求メッセージが自分宛かどうかを判断できるもの

とし、自分宛の要求メッセージに対してのみ応答する。そして、合流車両から合流完了のメ

ッセージを受信すると、通常の安全運転支援の通信のみを実施する。 

 

 

※時刻 t0~t3 までの間は協調型合流支援の通信を行い、それ以外は安全運転支援の

通信のみを行う。 

図 ５.２.４.３.１－１ 合流車両と受入車両の走行パターン 

 

要求メッセージを受信しない通常車両は安全運転支援の通信を継続する。通常車両が存在

する範囲として、①自専道のみ、②自専道及び一般道、の 2 条件を検討する。 

 

 

① 自専道のみ 

自専道のみを考慮する場合、合流車両、受入車両に加えて、第 1 車線以外の本線車線上

に通常車両が走行しているものとする。通常車両は合流車両から要求メッセージを受信しな

いため、安全運転支援の通信を常時行っているものとする。 

 

 

図 ５.２.４.３.１－２ 自専道のみの場合の走行シーン 
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② 自専道及び一般道 

自専道及び一般道を考慮する場合、高架構造の自専道を想定し、前述の自専道のみの場合

に加えて、高架下一般道上に通常車両が走行しているものとする。これらの一般道上通常車

両も合流車両から要求メッセージを受信しないため、安全運転支援の通信を常時行っている

ものとする。 

 

図 ５.２.４.３.１－３ 一般道を考慮する場合の走行シーン 

 

 

２） 協調型合流支援の通信シーケンス 

５.２.３.３で述べたように、ユースケースに基づく通信シーケンスは現行の 700MHz 帯

ITS 通信規格の仕様上の制約により実現することが困難である。この問題に対する対応案を

検討するために、2 つの通信シーケンスを定義し評価対象とする。 

 

① 通信シーケンス A案 

通信シーケンス A 案はユースケースに基づく通信シーケンスをそのまま実現したもので

ある。通信シーケンスの概要を図 ５.２.４.３.１－４に示す。通信シーケンスの詳細な説明

は５.２.３.４に述べたためここでは割愛する。 
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図 ５.２.４.３.１－４ 通信シーケンス A案（ユースケースに基づく通信シーケンス） 

 

② 通信シーケンス B案 

通信シーケンス B案は 700MHz帯 ITS通信規格の仕様の範囲内で実現することを想定し

て、最小送信間隔 100ms で要求メッセージと応答メッセージの交換を行うものである。通

信シーケンスを図 ５.２.４.３.１－５に示す。 

合意形成期においては、合流車両は車線変更要求メッセージを 100ms 間隔で周期送信す

る。要求を受信した本線車両は、自車がその要求に該当するか否かを判断し、該当する場合

は、応答メッセージを返す。これを複数回繰返し、400ms で合流支援の合意が形成された

か判断する。仮に、応答時の処理時間を 100ms とすると、合意形成期の 400ms 間に最大 3

回繰り返すことができる。車間確保期においては、合流車両は自車の制御情報を要求メッセ

ージとして 100ms 周期で送信する。受入車両は合流スペースを空けるよう速度制御を行い

ながら応答メッセージを 100ms 周期で送信する。合流実施期においては、合流車両は自車

の制御情報を要求メッセージとして 100ms 周期で送信し、受入車両は応答メッセージを

100ms 周期で送信する。 

 

 

図 ５.２.４.３.１－５ 通信シーケンスB案（最小送信間隔100msを考慮した通信シーケンス） 

 

３） 通信メッセージ 

協調型合流支援と通常の運転支援におけるメッセージサイズとオーバーヘッドサイズを

表 ５.２.４.３.１－１に示す。 

 

合流車両

本線車両

（受入車両）

合意形成期:400ms

・・・

車間確保期:5s

・・・

合流実施期:3s

20ms間隔で
5連送

次の100ms
以内に応答

20ms間隔で
5連送

次の100ms
以内に応答

50msで交換 50msで交換

他の割込み車両を
検知した場合に応答

合流車両

本線車両

（受入車両）

合意形成期:400ms

・・・

車間確保期:5s

・・・

合流実施期:3s

100msで交換 100msで交換100msで交換

100msで交換100msで交換 100msで交換

処理時間
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表 ５.２.４.３.１－１ メッセージサイズとオーバーヘッドサイズ 

通信種別 メッセージ種別 サイズ オーバーヘッド 

協調型合流支援 要求メッセージ 

応答メッセージ 

100byte 27byte 

安全運転支援 ― 100byte 27byte 

 

各メッセージについて以下に説明する。 

① 協調型合流支援時の要求メッセージと応答メッセージ 

５.２.３.３で述べたように、ユースケースで定義された協調型合流支援のメッセージと安

全運転支援のサービスを同時に送信することは現行の 700MHz 帯 ITS 通信規格の仕様上の

制約により実現することが困難である。そこで、ユースケースで定義されたメッセージと

700MHz帯 ITS通信で現在利用されている 700MHz 帯高度道路交通システム実験用車車間

通信メッセージガイドライン ITS FORUM RC-013 1.0 版（以降、RC-013）のメッセージ

構成とを比較し、共通化可能と考えられる部分を除いたフィールドを自由領域に格納するこ

ととした。共通化可能と考えられる部分を除いたフィールド長は約 50byte 程度であり、

RC-013 の自由領域の最大サイズ以下となる。これにより、現行の 700MHz 帯 ITS 通信規

格の仕様上の制約の下でも協調型合流支援時の要求・応答メッセージを送信することが可能

になるとともに、協調型合流支援の通信が動作中も、安全運転支援に必要なメッセージを送

信することが可能となる。なお、シミュレーション評価では要求メッセージと応答メッセー

ジのサイズは 100byte とした。 

 

 

図 ５.２.４.３.１－６ 通信メッセージ 

自工会UC要求メッセージ サイズ

メッセージID 8bit

車線変更要求 4bit

車両ID 32bit

車線方向
（元ﾚｰﾝ/変更先ﾚｰﾝ）

8bit

自車位置 88bit

車速 16bit

車長or車両種別 14bit

周辺車両情報 36bit+36bit×N

要求相手車両指定 4bit

検知時刻 32bit

個別周辺車両情報 36bit×N(最大8)

自車からの距離 16bit

角度 16bit

存在推定レーン 4bit

要求車間距離 16bit

車線変更状態 8bit

計 230+36×N
=約70byte
(34~65byte)

RC-013メッセージ サイズ

共通領域 36byte

車両ID 32bit

位置情報 88bit

車速 16bit

車長 14bit

・・・ ・・・

自由領域

自由領域アプリヘッダ 4byte

自由領域アプリデータ 最大
60byte

共通と仮定
150bit

自由領域に格納
約50byte



68 

 

② 安全運転支援のメッセージ 

RC-013 で規定されるメッセージを用いるものとした。メッセージサイズは 100byte とし

た。 

 

③ オーバーヘッド 

協調型合流支援及び通常の運転支援のメッセージと 700MHz 帯 ITS 通信規格のプロトコ

ルヘッダに加えてオーバーヘッドを考慮する。オーバーヘッドのサイズは 700MHz 帯 ITS

通信のセキュリティ処理を想定して設定した。 

 

５.２.４.３.２. 評価項目 

協調型合流支援の通信に対する評価項目を表 ５.２.４.３.２－１に示す。 

表 ５.２.４.３.２－１ 評価項目 

通信種別 評価項目 所要値 

協調型合流支援 パケット到達率 

合意形成成功率 

通信遅延時間 

99% 

99.96% 

10ms 

 

各評価項目の定義を以下に説明する。 

１） パケット到達率 

協調型合流支援の通信は、合意形成期、車間確保期、合流実施期の各期間における平均パ

ケット到達率で評価する。各期間における平均パケット到達率は以下の式により導出する。 

𝑃𝐴𝑅𝑟𝑒𝑞(𝑃𝑥) = 𝑄𝑅𝑥
(𝑃𝑥) 𝑄𝑇𝑥

(𝑃𝑥)⁄  

𝑃𝐴𝑅𝑟𝑒𝑠(𝑃𝑥) = 𝑆𝑅𝑥(𝑃𝑥) 𝑆𝑇𝑥(𝑃𝑥)⁄  

𝑃𝐴𝑅𝑟𝑒𝑞(𝑃𝑥)、𝑃𝐴𝑅𝑟𝑒𝑠(𝑃𝑥)：期間𝑃𝑥における平均要求/応答パケット到達率 

𝑄𝑅𝑥
(𝑃𝑥)、𝑆𝑅𝑥(𝑃𝑥)：期間 Pxにおける要求/応答パケット受信成功数 

𝑄𝑇𝑥
(𝑃𝑥)、𝑆𝑇𝑥(𝑃𝑥)：期間 Pxにおける要求/応答パケット送信数 

𝑃𝑥：各期間を表す。𝑃1：合意形成期、𝑃2：車間確保期、𝑃3：合流実施期 

例として、通信シーケンス B 案の合意形成期𝑃1における要求パケットの平均パケット到

達率𝑃𝐴𝑅𝑟𝑒𝑞(𝑃1)を求める場合、合意形成期 400ms 間に合流車両から要求パケットは 4 回送

信されるため、𝑄𝑇𝑥
(𝑃1) = 4となる。それに対して受入車両が 2 回受信に成功した場合、

𝑄𝑅𝑥
(𝑃1) = 2となる。 

また、通信シーケンス A 案の合意形成期における 5 回の連送は 1 回のパケット送信と見

なす。また、5 つの連送パケットのうち、少なくとも 1 つを受入車両が受信に成功した場合、

受信成功と見なす。 

平均パケット到達率の所要値は、表 ５.２.３.３－１に基づき 99%を用いる。 
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２） 合意形成成功率 

協調型合流支援の通信については合意形成成功率での評価を行う。合意形成成功率は合流

車両が合意形成期 400ms の間に少なくとも 1 回受入車両からの応答パケットの受信に成功

する確率であり、合意形成期の要求パケット到達率𝑃𝐴𝑅𝑟𝑒𝑞(𝑃1)と応答パケット到達率、

𝑃𝐴𝑅𝑟𝑒𝑠(𝑃1)を用いて以下の式により導出する。 

𝑃 = 1 − (1 − 𝑃𝐴𝑅𝑟𝑒𝑞(𝑃1) ∙ 𝑃𝐴𝑅𝑟𝑒𝑠(𝑃1))
𝑅

 

ここで、𝑅は合意形成期における合意形成実行回数（要求パケットと応答パケットの交換

機会の数）である。合意形成の実行回数は通信遅延時間と応答時の処理時間に依存する。そ

れらの合計が 100ms 以上 200ms 未満である場合、𝑅 = 3となる。 

合意形成成功率の所要値は、５.２.４.１の検討に基づき 99.960%とする。 

 

３） 通信遅延時間 

通信遅延時間は、送信側でメッセージを生成した送信時刻と受信側でメッセージを受信し

た受信時刻との差により算出する。遅延時間の要因として以下を考慮する。 

I. MAC 副層におけるアクセス制御による遅延 

車車間通信においては遅延時間算出対象のパケットの生成時刻から送信時刻までの

経過時間とする。車車間通信においてはキャリアセンス結果に基づく送信待機時間

が含まれる。 

路車間通信においては 100ms 毎に 1 度に送信する一連のパケットのうち先頭パケッ

トの生成時刻から遅延時間算出対象のパケットの送信時刻までの経過時間とする。 

II. 伝搬遅延 

送信側でパケットの先頭が送信開始された時刻から受信側でパケットの先頭が受信

開始される時刻までの経過時間とする。 

III. パケット送信時間 

受信側でパケットの先頭が受信開始された時刻から受信を終える時刻までの経過時

間とする。 

IV. セキュリティ処理時間 

受信側でパケットの受信を終えた時刻からセキュリティ処理を終える時刻までの経

過時間とする。着目するパケットの直前に受信されたパケットのセキュリティ処理

が行われている間バッファ内に保持されている時間が含まれる。なお、送信側のセ

キュリティ処理時間については考慮しない。 

通信遅延時間の所要値は、協調型合流支援の通信については、５.２.３.４の検討結果に基

づき 10ms とする。 
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５.２.４.３.３. 評価方法 

本節では交通流シミュレータと無線ネットワークシミュレータを使用して評価を行った。

それぞれの役割を以下に示す。 

 

１） 交通流シミュレータ 

道路構造、信号等の交通規則、及び他車両の状態に応じた車両の動きをシミュレーション

する機能を有する。道路構造条件、交通流条件、信号条件、車両密度条件を設定可能で、シ

ミュレーション実行により初期配置した車両が移動開始して条件に従った車両移動が行わ

れる。 

交通流シミュレータは安全運転支援の通信を行う通常車両を一般道上に配置する際に用

いた。協調型合流支援の通信を行う合流車両と受入車両については、合流完了までに要する

時間や合流車両と受入車両の位置関係の変化がシミュレーション試行毎に大きく異なり、車

両台数の増加による通信特性の変化に着目した評価を行うのに適切でないことが分かった

ため、交通流シミュレータは用いず等しい車両間隔で一定の走行パターンに従うように配置

した。 

 

２） 無線ネットワークシミュレータ 

路側機と車載機の無線通信をシミュレーションする機能を有する。無線部として ARIB 

STD-T109 で規定されたプロトコルを実装し、さらに協調型合流支援の通信を実現するため

の拡張機能を実装した。伝搬モデルには、自専道、一般道、及び自専道・一般道相互の路車

間伝搬モデル、車車間伝搬モデルを実装した。 

車両座標データはシミュレーション開始時に定義する必要がある。一般道上の通常車両に

ついては、交通流シミュレータから車両移動データを取り込むこととした。 

 

３） 交通流シミュレータと無線ネットワークシミュレータの連携 

一般道上の通常車両を配置する際、交通流シミュレータのシミュレーション結果である車

両移動データを無線ネットワークシミュレータで取り込むために、車両移動データの内容を

次のように決定した。 

まず、実際の車両は位置が連続的に変化するが、車両の位置座標データサイズとシミュレ

ーションが要求する精度を考慮して交通流シミュレータ側で 100ms 間隔の車両位置情報デ

ータを出力する。次に、この情報を無線ネットワークシミュレータ側で初期起動時に取り込

み、無線ネットワークシミュレーション時の車両位置情報として使用する。この場合、無線

ネットワークシミュレーションでは物理層を模擬しているため、100ms 以下の時間粒度で

車両の位置情報が必要となるが、この場合は等速直線運動を仮定して、前後の車両位置情報

データから補完する。 
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また、無線ネットワークシミュレータ側で異なる評価条件間で通信特性を比較評価する場

合を考慮して、車両位置座標は事前に複数試行用のデータを作成する。この際、まず無線通

信ネットワークシミュレーション 1 試行分の長さよりも長い時間に渡って交通流シミュレ

ーションを行い、車両の移動の連続性が保たれた車両位置座標を生成する。次に、このデー

タから無線通信シミュレーション 1 試行分のデータを試行回数分切り出して使用する。 

 

５.２.４.３.４. 評価条件 

１） 送信条件 

自専道上の車載機、及び一般道上の車載機と路側機の送信条件を表 ５.２.４.３.４－１に

示す。 

表 ５.２.４.３.４－１ 送信条件 

通信機種別 プロトコル 

ヘッダ*1 

ペイロード 

自専道 一般道 

車載機 61byte+セキ

ュリティヘ

ッダ*2 

要求メッセージ：100byte 

応答メッセージ：100byte 

安全運転支援メッセージ 

：100byte 

安全運転支援メッセージ：

100byte 

路側機 65byte+セキ

ュリティヘ

ッダ 
― 

重要交差点： 

1000byte×4 パケット、 

一般交差点： 

1000byte×1 パケット 

※1：ARIB STD-T109 及び ITS FORUM RC-010 に準拠 

※2：セキュリティヘッダのサイズは後述 

 

自専道上の車載機については、５.２.４.３.１での検討に基づき設定した。 

一般道上の路側機ついては、送信データ量が相対的に多い重要交差点と相対的に少ない一

般交差点を想定し、重要交差点はペイロード長 1000byte×4 パケット、一般交差点はペイ

ロード長 1000byte×1 パケットとする。路車間通信期間はこれらのデータ量に応じて設定

した。その際、ARIB STD-T109 及び ITS FORUM RC-010 に規定されるプロトコルヘッダ

を考慮する。また、各パケットの分割は考慮しない。 

 

２） 車載機のセキュリティ処理モデル 

通信遅延時間の評価においてセキュリティ処理時間を考慮するために仮定したセキュリ

ティ処理モデルについて説明する。 

 車載機が受信したパケットは ARIB STD-T109 の各層を経てセキュリティ処理部に

受け渡されると、受信された順にセキュリティ処理用のキューに入力される。 
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 パケットは入力された順に 1 つずつ取り出され、送信元の種別（車載機か路側機）、

送信元が路側機の場合は一度に送信するデータの先頭パケットかどうかに応じて、

予め設定した処理遅延が経過した後にセキュリティ処理が終了する。 

 セキュリティ処理が終了したパケットはアプリケーションに受け渡される。但し、

送信元が路側機の場合、先頭パケットが無線区間における受信失敗またはセキュリ

ティ処理によるパケット破棄によってセキュリティ処理が行われていない場合、2 番

目以降のパケットは破棄されアプリケーションには受け渡されない。 

 セキュリティ処理の処理遅延は、送信元が車載機の場合 30us、路側機の場合、先頭

パケット：4700us、2 番目パケット以降：200us とした。 

 セキュリティヘッダサイズ（メッセージにおけるオーバーヘッド）は送信元が車載

機の場合 27byte、路側機の場合、先頭パケット：385byte（重要交差点）、301byte

（一般交差点）、2 番目パケット以降：56byte とした。 
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３） 通信条件 

通信方式におけるパラメータの設定を表 ５.２.４.３.４－２に示す。 

 

表 ５.２.４.３.４－２ 通信条件 

項目 車載機 路側機 

周波数 760MHz 

送信電力 19.2dBm（10dBm/MHz） 

変調方式 QPSK 16QAM 

アンテナ高 1.2m 6m 

アンテナ指向性 無指向性 

アンテナ利得 0dBi 

給電線損失 3dB（受信側のみ考慮） 0dB 

受信感度 -77dBm（16QAM：路車受信） 

-82dBm（QPSK：車車受信） 

（受信は評価しない） 

所要 DUR 14dB（16QAM：路車受信） 

9dB（QPSK：車車受信） 

（受信は評価しない） 

キャリアセンスレベル -85dBm （キャリアセンスなし） 

CW サイズ 63 

路車間通信期間の 

転送回数 
― 1 

路車間通信期間の 

通知 

（プロトコル仕様に従って動作） 各路側機はフィールド内に存

在する全路側機分の路車間通

信期間を通知 
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４） 伝搬モデル 

自専道、一般道、及び自専道・一般道相互の路車間伝搬モデル、車車間伝搬モデルを表 ５.

２.４.３.４－３に示す。 

 

表 ５.２.４.３.４－３ 伝搬モデル 

項目 自専道 一般道 自専道・一般道間 

 車車間 車車間 路車間 車車間・路車間 

伝搬損 大地反射 2 波 伊藤・多賀モデル 

（文献[1],[2]） 

文献[3] Walfisch 池上モデ

ル（表 ５.２.４.３.

４－４、文献[4]） 

フェージング 

損失の分布 
正規分布（損失のみを考慮） ― 

フェージング 

損失の標準偏差 
3.89dB 1.89dB ― 

車両遮蔽損失 ― 

LOS：2.1dB 

NLOS：2.3dB 

（送受信点間距離 

 > 平均車頭間隔 

の場合のみ 

0dB ― 

 

 

表 ５.２.４.３.４－４ Walfish 池上モデルのパラメータ 

パラメータ 値 

自専道上車両アンテナ高 16.2m*1 

一般道上車両アンテナ高 1.2m 

道路幅 10m*2 

入射角 90degree*3 

建物高 15m 

建物間隔 50m 

※1 自専道高架橋 15m に車両アンテナ高 1.2m を加えた値。 

※2 本シミュレーションにおける一般道の道路幅は後述するように道路種別に応じて

10m/38m/50m が存在するが、最も本数が 10m 幅を設定した。 

※3 厳密には送受信車両の走行位置により変化するが、簡単化のために入射角が不明の

場合に用いる値としてモデルで定義されている値を設定した。 
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自専道上の車車間通信については、既存の研究において伝搬特性が十分に明らかにされて

いない。そこで、自専道に周囲には電波を反射させる構造物が比較的少なく、自専道道路表

面からの反射波が支配的であり、かつ合流車両と受入車両との距離が比較的短いため多くの

場合他車両による遮蔽は生じないと仮定し、大地反射 2 波モデルを用いた。 

一般道上の車車間通信では伝搬モデルとして伊藤・多賀モデル（文献[1],[2]）を用いた。

但し、送受信点に関する可逆性や見通し内外の伝搬損失の連続性を保証するために見通し外

損失式の一部を変更した。また、回折回数は 2 回まで考慮した。さらに、送受信車両間に

複数の伝搬経路が存在する場合には受信電力を真値で合計した。 

自専道・一般道間の伝搬モデルについては、既存の研究において伝搬特性が十分に明らか

にされていないため、自専道高架上の車両のアンテナ高より周囲の建造物の高さが低い場合

を想定し、文献[4]の Walfisch 池上モデルを用いた。 

 

５） 道路条件 

① 自専道 

自専道の道路条件を表 ５.２.４.３.４－５に、道路配置を図 ５.２.４.３.４－１に示す。 

 

表 ５.２.４.３.４－５ 自専道の道路条件 

項目 全長 車線幅 中央帯幅 路側帯幅 車線数 

本線 1480m 
3.5m 4.5m 2.5m 

片側 3 車線 

加速車線 255m 片側 1 車線 

 

 

図 ５.２.４.３.４－１ 自専道の配置 

 

加速開始位置（加速車線端）は上下線で同じ位置関係となるように配置した。この加速開

始位置を中心に 1480m の範囲を本線を配置範囲とした。 

 

  

加速開始位置

本線幅 3.5m
加速車線幅 3.5m

中
央
帯
4
.5
m

1480m

加速車線長 255m
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② 一般道 

一般道の道路条件を表 ５.２.４.３.４－６に、道路配置を図 ５.２.４.３.４－２に示す。 

 

表 ５.２.４.３.４－６ 一般道の道路条件 

項目 幅 車線幅 分離帯幅 路肩・歩道幅 配置間隔 車線数 

細街路 10m 3.5m なし 1.5m 50m 片側 1 車線 

主要道路 38m 3.5m なし 12m 300m 片側 2 車線 

幹線道路 50m 3.5m 5m 12m - 片側 3 車線 

 

 

※交差点に存在する円は路側機の位置を表している。路側機の配置条件については後述する。 

図 ５.２.４.３.４－２ 一般道の配置 

 

一般道の道路配置範囲は 3000m×1800m の長方形とし内部に格子状に幹線道路・主要道

路・細街路を配置した。幹線道路は、両辺の中心同士を結ぶ直線上に各 1 本のみ配置した。

主要道路・細街路は幹線道路と並行に配置間隔の条件に従い配置した。 

さらに、自専道と一般道が混在する場合の評価を行う際には、自専道を道路配置範囲の短

辺方向に存在する幹線道路に隣接する主要道路の直上 15m に配置した。この際、自専道部

分中央の加速開始位置が、道路配置範囲の長辺方向にある幹線道路の中心線と重なるように

配置した。 

 

3000m

1
8
0
0
m

1
4
8
0
m

自専道

幹線道路 主要道路 細街路

300m 50m
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６） 交通流条件 

自専道及び一般道の道路条件を表 ５.２.４.３.４－７に示す。 

 

表 ５.２.４.３.４－７ 交通流条件 

（a）自専道 

評価条件 本線走行速度 車両間隔 

本線第 1 車線 本線第 2・3 車線 合流車両 

自専道のみの評

価 
60,80,100km/h 

2s 1s 2s 

2s 2s 2s 

2s 3s 2s 

自専道及び一般

道の評価 
100km/h 3s 3s 3s 

 

（b）一般道 

項目 自由走行速度 車両密度条件 交差点分岐率 

細街路 30km/h 30 台/km 0% 

主要道路 40km/h 43 台/km 右左折各 10% 

幹線道路 70km/h 43 台/km 右左折各 10% 

 

自専道上の合流車両及び本線第 1 車線の車両間隔は 2s を下限とした。これは、合流完了

時の合流車両と受入車両の間隔を最小 1s と想定したためである。 

一般道上の通常車両の各道路、各信号における走行動作を以下の条件で設定する。 

 幹線道路、主要道路、細街路の交通は分離させる。 

 右左折は幹線道路同士及び主要道路同士のみを考慮。細街路は直進のみとする。 

 道路端に達した車両は反対方向に走行を開始する。 

 停止線は、細街路同士の交差点及び幹線・主要道路と細街路の交差点のうち幹線・

主要道路上以外に設置する。幹線・主要道路と細街路の交差点の細街路上の停止線

は直交する道路の道路端からセットバック 5m。それ以外はセットバック 2mとする。 

信号の設置、動作について以下の条件で設定する。 

 信号は幹線道路・主要道路の間の交差点にのみ設定する。 

 青信号 57 秒→黄信号 3 秒→赤信号 60 秒を 1 周期とする。 

 細街路と幹線道路・主要道路の間は無信号交差点とする。 

 細街路上の車両は一旦停止後、幹線道路・主要道路側の交差点と無関係に直進とす

る。 
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７） 路側機配置、路側機の路車間通信期間の割り当て（一般道のみ） 

路側機について、送信データ量が相対的に多い重要交差点に配置するものと、相対的に少

ない一般交差点に配置するものの 2 種類の条件を設定した。 

重要交差点配置の路側機は 2 つの路車間通信期間を割り当て、一般交差点の路側機には 1

つの路車間通信期間を割り当てる。 

具体的な路車間通信期間の割り当てを図 ５.２.４.３.４－３に示す。路側機設置間隔は

300m とした。円が路側機配置場所を表し、円内に示した数字が路車間通信期間番号である。

路車間通信期間番号が 2 つ書かれた円が重要交差点に配置された路側機となり、重要交差

点の周辺 8 カ所の交差点が一般交差点に配置された路側機となる。 

 

 

図 ５.２.４.３.４－３ 路車間通信期間の割り当て（一般道） 

 

 

８） 評価車両 

自専道上の評価車両の配置を図 ５.２.４.３.４－４に示す。 

 

図 ５.２.４.３.４－４ 評価車両の配置（自専道、本線走行速度 100km/h の場合） 

 

 評価車両（合流車両）は、加速車線端に配置する。初期速度 40km/h で走行を開始

後、一定加速度で加速し、8.4s 後に本線走行速度に達するとともに合流を完了し走

行を終了する。本線走行速度が 100km/h の場合、走行区間は 163.33m となる。 

合意形成期 車間確保期 合流実施期

走行開始位置：0m

走行開始位置：-130.56m

評価車両
（合流車両）評価車両

（受入車両）

走行終了位置：163.33m

走行終了位置：102.78m

走行区間

走行区間
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 評価車両（受入車両）は、本線第 1 車線を本線走行速度で 8.4s 間定速走行し、合流

車両が合流を完了するとともに走行を終了する。本線走行速度が 100km/h、合流完

了時の合流車両との車両間隔が 1s の場合、走行区間は 233.34m となる。 

 

 

  

５.２.４.３.５. 評価結果 

主な評価条件を表 ５.２.４.３.５－１にまとめる。なお、自専道のみを配置した条件にお

けるシミュレーションの試行回数は 625 回とした。このとき、５.２.４.３.２で定義したパ

ケット到達率を求める際の送信パケット数は 2000 以上となる。また、自専道及び一般道を

配置した条件における試行回数は、1 試行の計算時間が長時間となることから 10 回とした。

その上で、車間確保期のみに着目し、複数の合流・受入車両に対して得られた結果を平均し

た。このとき、パケット到達率を求める際の送信パケット数は 3000 以上となる。 

 

表 ５.２.４.３.５－１ 主な評価条件 

道路配置 自専道※1 一般道 

本線走行速度 車両間隔 合流・受入車数*3 車両密度 

自専道のみ 

100km/h 

1s*2/2s/3s 
合流：3 台×2*4 

受入：3 台×2 
― 80km/h 

60km/h 

自専道及び一

般道（B 案の

み） 

100km/h 3s 
合流：3 台×2 

受入：3 台×2 

43 台/km/車線、 

車 載 機 普 及 率

50% 

※1 自専道上の車載機普及率は 100%を想定した。 

※2 合流スペースを確保するため合流車両及び合流位置手前の第 1 車線車両については

2s 間隔とした。 

※3 ある時刻において合流車両または受入車両として通信を行っている数。 

※4 上下線対称配置としたため、2 倍している。 
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１） 通信シーケンス A案 

① 自専道のみ、車両間隔 3s 

車両間隔を 3s 車間とした場合の平均パケット到達率を図 ５.２.４.３.５－１に、通信遅

延時間を図 ５.２.４.３.５－２に示す。なお、図 ５.２.４.３.５－１において、合意形成期

のパケット到達率は連送したパケットのうち 1 つでも受信に成功できればパケット到達と

判定した場合の値である。また、通信シーケンス A 案は合流実施期は応答パケットを送信

しないため、図に値を表示していない。 

図 ５.２.４.３.５－１より、要求パケットの平均パケット到達率は、全ての期間において

いずれの本線走行速度でも 99%以上となった。 

応答パケットの平均パケット到達率は、合意形成期では、本線走行速度 100km/h の場合

を除き、99%以上となった。車間確保期では、いずれの本線走行速度でも 99%以上となっ

た。本線走行速度が 100km/h の場合、車両数は最も少なくなるものの、合流車両と受入車

両の間の距離は最も長くなるため、受信電力が低下しパケット衝突が発生した際に受信に失

敗する頻度が増加し到達率が低下したと考えられる。 

図 ５.２.４.３.５－２より、通信遅延時間は、合意形成期開始から合流実施期終了までの

最大値が要求パケット・応答パケットともに 10ms 以下となった。 

 

 

図 ５.２.４.３.５－１ 各期間の平均パケット到達率（A 案、3s 車間） 
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図 ５.２.４.３.５－２ 通信遅延時間（A案、3s 車間） 
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② 自専道のみ、車両間隔 2s 

車両間隔を 2s 車間とした場合の平均パケット到達率を図 ５.２.４.３.５－３に、通信遅

延時間を図 ５.２.４.３.５－４に示す。 

図 ５.２.４.３.５－３より、要求パケットの平均パケット到達率は、全ての期間において

いずれの本線走行速度でも 99%以上となった。また、応答パケットは、合意形成期では、

本線走行速度 60km/h と 80km/h の場合 99%以上となったが、100km/h の場合は 99%未満

となった。車間確保期では、いずれの本線走行速度でも 99%以上となった。車両間隔が 2s

となり他車両の数が増加したため、パケット衝突の影響が顕著になったと考えられる。 

図 ５.２.４.３.５－４より、通信遅延時間は、合意形成期開始から合流実施期終了までの

最大値が要求パケット・応答パケットともに 10ms 以下となった。 

 

 

図 ５.２.４.３.５－３ 各期間の平均パケット到達率（A 案、2s 車間） 
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図 ５.２.４.３.５－４ 通信遅延時間（A案、2s 車間） 
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③ 自専道のみ、車両間隔 1s 

車両間隔を 1s 車間とした場合の平均パケット到達率を図 ５.２.４.３.５－５に、通信遅

延時間を図 ５.２.４.３.５－６に示す。 

図 ５.２.４.３.５－５より、要求パケットの平均パケット到達率は、合意形成期ではいず

れの本線走行速度でも 99%以上となった。一方、車間確保期ではいずれの本線走行速度で

も 99%未満、合流実施期では、本線走行速度 100km/h の場合を除き 99%未満となった。ま

た、応答パケットは、全ての期間でいずれの本線走行速度の場合でも 99%未満となった。

車両間隔が 1s となり他車両の数がさらに増加したため、車間確保期や合流実施期において

合流車両と受入車両が近接する状況となってもパケット衝突による受信失敗の頻度が増加

したためと考えられる。 

図 ５.２.４.３.５－６より、通信遅延時間は、一部最大値が 10ms 以上となった。他車両

の数の増加によりキャリアセンス結果に基き送信待機する頻度が増加し、通信遅延時間が増

加したためと考えられる。 

 

 

図 ５.２.４.３.５－５ 各期間の平均パケット到達率（A 案、1s 車間） 

a) 要求パケット b) 応答パケット 
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図 ５.２.４.３.５－６ 通信遅延時間（A案、1s 車間） 
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２） 通信シーケンス B案 

① 自専道のみ、車両間隔 3s 

車両間隔を 3s 車間とした場合の平均パケット到達率を図 ５.２.４.３.５－７に、通信遅

延時間を図 ５.２.４.３.５－８に示す。 

図  ５ .２ .４ .３ .５－７より、要求パケットの平均パケット到達率は、本線走行速度

100km/h の場合の合意形成期を除き 99%以上となった。本線走行速度 100km/h の場合、

合流車両と受入車両との間の距離は最も長くなるため、受信電力が低下しパケット衝突が発

生した際に受信に失敗する頻度が増加し到達率が低下したと考えられる。応答パケットの平

均パケット到達率も同様に、本線走行速度 60km/h と 100km/h の場合の合意形成期を除き、

99%以上となった。 

図 ５.２.４.３.５－８より、通信遅延時間は、合意形成期開始から合流実施期終了までの

最大値が要求パケット・応答パケットともに 10ms 以下となった。 

 

 

図 ５.２.４.３.５－７ 各期間の平均パケット到達率（B 案、3s 車間） 

a) 要求パケット b) 応答パケット 

90%

91%

92%

93%

94%

95%

96%

97%

98%

99%

100%

60km/h 80km/h 100km/h

パ
ケ
ッ
ト
到
達
率

合意形成期 車間確保期 合流実施期

90%

91%

92%

93%

94%

95%

96%

97%

98%

99%

100%

60km/h 80km/h 100km/h

パ
ケ
ッ
ト
到
達
率

合意形成期 車間確保期 合流実施期



87 

 

 

図 ５.２.４.３.５－８ 通信遅延時間（B案、3s 車間） 
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② 自専道のみ、車両間隔 2s 

車両間隔を 2s 車間とした場合の平均パケット到達率を図 ５.２.４.３.５－９に、通信遅

延時間を図 ５.２.４.３.５－１０に示す。 

図 ５.２.４.３.５－９より、要求パケットの平均パケット到達率は、合意形成期ではいず

れの本線走行速度の場合も 99%未満となった。また、応答パケットは、本線走行速度 80km/h

の場合 99%以上となったが、60km/h と 100km/h の場合は 99%未満となった。車間確保期

と合流実施期では、要求パケット・応答パケットともに 99%以上となった。車両間隔が 2s

となり他車両の数が増加したため、パケット衝突の影響が顕著になったと考えられる。 

図 ５.２.４.３.５－１０より、通信遅延時間は、合意形成期開始から合流実施期終了まで

の最大値が要求パケット・応答パケットともに 10ms 以下となった。 

 

 

図 ５.２.４.３.５－９ 各期間の平均パケット到達率（B 案、2s 車間） 
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図 ５.２.４.３.５－１０ 通信遅延時間（B 案、2s 車間） 
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③ 自専道のみ、車両間隔 1s 

車両間隔を 1s 車間とした場合の平均パケット到達率を図 ５.２.４.３.５－１１に、通信

遅延時間を図 ５.２.４.３.５－１２に示す。 

図 ５.２.４.３.５－１１より、要求パケットの平均パケット到達率は、合流実施期におけ

る本線走行速度 80km/h と 100km/h の場合を除き 99%未満となった。同様に、応答パケッ

トも、合流実施期における本線走行速度 80km/h と 100km/h の場合を除き、99%未満とな

った。車両間隔が 1s となり他車両の数がさらに増加したため、車間確保期や合流実施期に

おいて合流車両と受入車両が近接する状況となってもパケット衝突による受信失敗の頻度

が増加したためと考えられる。 

図 ５.２.４.３.５－１２より、通信遅延時間は、合意形成期開始から合流実施期終了まで

の最大値が要求パケット・応答パケットともに 10ms 以下となった。 

 

 

図 ５.２.４.３.５－１１ 各期間の平均パケット到達率（B案、1s 車間） 
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図 ５.２.４.３.５－１２ 通信遅延時間（B 案、1s 車間） 
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④ 自専道及び一般道 

通信シーケンス B 案について、高架構造の自専道を想定し、通常の運転支援の通信を行

っている高架下一般道上にも車両を配置した場合の評価結果を示す。車間確保期における平

均パケット到達率を図 ５.２.４.３.５－１３に、通信遅延時間を図 ５.２.４.３.５－１４に

示す。 

図 ５.２.４.３.５－１３より、自専道上及び一般道に車両を配置した場合のパケット到達

率は自専道のみに車両を配置した場合に比べて低下することが分かる。具体的には要求パケ

ットで約 3.1%、応答パケットで約 2.6%低下した。自専道上だけでなく一般道上の車両が送

信するパケットとのパケット衝突が発生し、受信失敗の頻度が増加したためと推測される。 

図 ５.２.４.３.５－１４より、自専道上及び一般道に車両を配置した場合の通信遅延時間

は自専道のみに車両を配置した場合に比べて増加することが分かる。具体的には、要求パケ

ットの最大値で約 0.6ms、応答パケットの最大値で約 2.1ms 増加した。自専道上だけでな

く一般道上の車両の送信をキャリアセンスして送信待機することで、通信遅延時間が増加し

たためと推測される。 

 

 

図 ５.２.４.３.５－１３ 車間確保期の平均パケット到達率（B 案、100km/h・3s 車間） 
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図 ５.２.４.３.５－１４ 車間確保期の通信遅延時間（B 案、100km/h・3s 車間） 

 

 

３） 評価結果のまとめ 

以上の評価結果のうち、合意形成期、車間確保期、合流実施期の各期間内での平均パケッ

ト到達率を表 ５.２.４.３.５－２にまとめる。また、合意形成期については要求パケット到

達率と応答パケット到達率から導出した合意形成成功率も記載した。 

表より、どちらの通信シーケンス案も、合意形成期のパケット到達率が 99%未満となる

場合が多くなっていることが分かる。合意形成期は合流車両と受入車両の通信距離が離れ受

信電力が低下するため、周囲の車両とのパケット衝突によるパケット受信失敗頻度が多くな

っているためと考えられる。但し、通信シーケンス A 案の要求パケットは連送を行ってい

るため、いずれの条件においてもパケット到達率が 99%以上となっている。 

同表より、通信シーケンス A 案は、各期間のパケット到達率が全て 99%以上となる条件

は本線走行速度 80km/h、車両間隔 2s または 3s の場合、および本線走行速度 60km/h、車

両間隔 2s または 3s の場合となった。一方、通信シーケンス B 案は、本線 80km/h、車両間

隔 3s の場合に、各期間のパケット到達率が 99%以上となった。 

また、合意形成期について、パケット到達率に変えて合意形成成功率に基づいて評価した

場合、通信シーケンス A 案および B 案とも、いずれの本線走行速度において車両間隔 2s

または 3s の場合に、合意形成成功率 99.96%以上、かつ車間確保期・合流実施期のパケッ

ト到達率 99%以上となった。 
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表 ５.２.４.３.５－２ 評価結果 

（a）通信シーケンス A 案 

 

（b）通信シーケンス B 案 

 

※1 色付きの枠内は所要値を満たしたことを示す。 

※2 パケット到達率の所要値は 99%とした。 

※3 5 つの連送パケットのうち、少なくとも 1 つを受入車両が受信に成功した場合、受信

成功と判定した場合のパケット到達率。 

※4 合形意成成功率の所要値は 99.96%とした。合意形成成功率算出時の合意形成実行回

数 R は、通信シーケンス A 案の場合はユースケースに従い 2 回とし、通信シーケン

ス B 案の場合は通信遅延時間と応答時の処理遅延の和が 100ms 以上 200ms 未満と

仮定し 3 回とした。 
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3s 100.00% 98.64% 99.9997% 99.40% 99.33% 99.75% ―

2s 100.00% 98.72% 99.9998% 99.15% 99.17% 99.61% ―

1s 100.00% 97.28% 99.9980% 98.44% 98.55% 99.18% ―

3s 100.00% 99.60% 100.0000% 99.44% 99.56% 99.69% ―

2s 100.00% 99.12% 99.9999% 99.30% 99.35% 99.52% ―

1s 100.00% 98.24% 99.9995% 98.50% 98.64% 98.97% ―

3s 100.00% 99.04% 99.9999% 99.42% 99.53% 99.53% ―

2s 100.00% 99.52% 100.0000% 99.15% 99.27% 99.34% ―

1s 100.00% 98.24% 99.9995% 98.11% 98.43% 98.39% ―
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５.２.４.３.６. シミュレーションのまとめ 

本節では、自専道での協調型合流支援のユースケースにおける通信特性について、合流区

間の周辺に存在する車両が送信する通常の運転支援のためのパケットとの衝突が、協調型合

流支援の通信品質に与える影響を評価した。その際、協調型合流支援の通信シーケンスとし

て、700MHz 帯 ITS 通信規格の仕様を拡張することを想定したユースケースに基づく通信

シーケンス（通信シーケンス A 案）と、700MHz 帯 ITS 通信規格の仕様の範囲内で実現す

ることを想定した最小送信間隔 100ms で要求メッセージと応答メッセージの交換を行う通

信シーケンス（通信シーケンス B 案）を定義し評価した。 

その結果、いずれの通信シーケンス案も、合意形成期のパケット到達率が 99%を下回る

条件が多くなっていることが分かった。合意形成期は合流車両と受入車両の通信距離が離れ

受信電力が低下するため、周囲の車両とのパケット衝突の影響が大きいと考えられる。 

導出したパケット到達率をユースケースの通信要件であるパケット到達率 99%以上と比

較すると、通信シーケンス A 案は、各期間のパケット到達率が全て 99%以上となる条件は

本線走行速度 80km/h、車両間隔 2s または 3s、および本線走行速度 60km/h、車両間隔 2s

または 3s の場合の場合となった。一方、通信シーケンス B 案は、本線 80km/h、車両間隔

3s の場合に、各期間のパケット到達率が 99%以上となった。 

また、合意形成期の評価項目として、パケット到達率に変えて合意形成成功率に基づいて

評価した場合、通信シーケンス A 案および B 案とも、いずれの本線走行速度において車両

間隔 2s または 3s の場合に、合意形成成功率 99.96%以上、かつ車間確保期・合流実施期の

パケット到達率 99%以上となった。 

さらに本節では、高架構造の自専道を想定し、通常の運転支援の通信を行っている高架下

一般道上の車両が送信するパケットとの衝突の影響を評価した。その結果、自専道上及び一

般道に車両を配置した場合のパケット到達率は自専道のみに車両を配置した場合に比べて

低下し、自専道上にのみ車両を存在する場合はパケット到達率が 99%以上となる場合でも、

一般道上にも車両が存在する場合ではパケット到達率が 99%未満となることが分かった。

評価条件で想定した一般道が格子状に配置されるような大都市の道路環境では、自専道上に

加えて一般道上に存在する車両が送信するパケットとの衝突の影響を考慮する必要がある

と言える。 
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５.２.５. 交差点での周辺車両認知における通信特性とその影響評価 

本項では、５.２.３項で選定したユースケース「交差点での周辺車両認知」において、

700MHz 帯 ITS 通信が、車両位置マップの位置誤差へ与える影響について明らかにする。

具体的には、遅延時間とパケット到達率および連続したパケットロスの発生状況を評価し、

位置誤差へ与える影響を明らかにする。車車間通信により周辺車両を認知するシーンとして、

交差点における右折待ちシーンを想定し、テストコース実験では通信負荷と遮蔽車両による

影響を評価する（５.２.５.１）。シミュレーションでは、更に通信負荷を高めた状態および

隠れ端末を考慮した環境での評価を行う（５.２.５.２）。 

 

５.２.５.１. テストコース実験による通信特性とその影響評価 

本項では、交差点での周辺車両認知を想定した車車間通信の通信特性をテストコース実験

により取得する。車車間通信データをダイナミックマップへ適用した際に重要と考えられる

遅延時間とパケット到達率および連続したパケットロスの発生状況、位置誤差へ与える影響

を評価する。 

 

１） 使用した機器 

本実験で使用した機器を下記に示す。 

・ 車車路車協調システム計測装置 

・ 評価用通信発生装置 

図 ５.２.５.１－１、図 ５.２.５.１－２に車車路車協調システム計測装置の構成を、図 ５.

２.５.１－３に評価用通信発生装置の構成を示す。車車路車協調システム計測装置の詳細に

ついては、５.１.１に示したので、ここでは割愛する。評価用通信発生装置は H26 年度に開

発した機器である。無線機 5 台が 1 セットになった構成であり、通信負荷を高めるために

使用する。 

 

 

図 ５.２.５.１－１ 車車路車協調システム計測装置の構成 
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図 ５.２.５.１－２ 車車路車協調システム計測装置の構成 

 

 

 

図 ５.２.５.１－３ 評価用通信発生装置の構成 

 

 

２） 実験環境と評価概要 

本実験では、交差点での右折待ちシーンを想定した車両配置において、右折待機車両と周

辺車両の間で車車間通信を行い、受信した車車間通信データからパケット到達率と遅延時間

を算出する。また連続したパケットロスを抽出する。得られた遅延時間、パケット到達率、

連続したパケットロスが、位置誤差へ与える影響を試算し、影響を評価する。 

実験は、一般財団法人 日本自動車研究所の模擬市街路西コース（茨城県つくば市苅間 

2530）にて行う。コース内の交差点周辺に車両を配置し、右折待ちの位置関係を模擬して

実験を行う。 

 

① 遅延時間 

遅延時間は、送信側でメッセージを生成した時刻（送信時刻）と、受信側でメッセージを

受信した時刻（受信時刻）との差により算出する。今回の実験に用いた機器は、セキュリテ

ィ処理は含まれていないため、セキュリティ処理に起因する遅延は発生しない。 
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② パケット到達率 

パケット到達率は、任意の評価期間における受信パケット数と、未到達と判断されるパケ

ット数から、式(5.1)により算出する。 

車車間通信データには、データ送信順を示す番号情報（インクリメントカウンタ）が含ま

れており、送信の度にインクリメントされている。全てのパケットをロス無く受信できてい

れば、受信データのインクリメントカウンタは 1 ずつ増加するが、何らかの事情でパケッ

トが受信できなかった場合、インクリメントカウンタに抜けが生じる。インクリメントカウ

ンタに抜けが生じた場合、抜けが生じたインクリメントカウンタのパケットは未到達である

と判断する。 

ここで、未到達のパケットが連続した場合を、連続したパケットロスとする。インクリメ

ントカウンタが 3 増加した場合は、2 連続のパケットロスが発生したと判断する。 

 

 

３） 評価項目 

交差点での右折待ちシーンにおける、車両間相互の遅延時間とパケット到達率および連続

したパケットロスを評価する。また、今後システムが普及し多くの車両が車載機を搭載した

際の影響を把握するため、通信車両台数を増やした状況でも測定を行う。さらに、対向する

右折車線に大型車両が存在し、見通しが取れなくなる場合の影響を把握するため、遮蔽車両

が存在する状況でも測定を行う。 

 

 

４） 評価方法 

図 ５.２.５.１－４に本実験の車両配置、図 ５.２.５.１－５にその車両番号、図 ５.２.

５.１－６～図 ５.２.５.１－９に実験車両の機器構成、図 ５.２.５.１－１０、図 ５.２.５.

１－１１に実験風景を示す。図に示すように、右折待機車両と遮蔽車両は、交差点内の中央

付近に配置し、周辺車両は交差点付近に 9 台配置する。右折待機車両と周辺車両の計 10 台

は、車車間通信データの取得が可能であり、便宜上図 ５.２.５.１－５に示す番号を割り当

てる。周辺車両 9 台のうち、4 台は走行しながら測定を行うため、右折待機車両と周辺車両

の間の通信距離は、最大約 110m となる。通信車両台数を増やすため、5 台の無線機を 1 セ

ットとした評価用通信発生装置を右折待機車両と周辺車両および高負荷車両へ搭載する。高

負荷車両は、周辺車両（停止）の後方に配置する。 

測定は、1 条件につき約 10 分間、周辺車両 4 台が走行している状態で行う。得られた車

車間通信データから、遅延時間とパケット到達率を算出する。また連続したパケットロスを

抽出する。得られた結果から、車車間通信データをダイナミックマップへ適用した際に想定

される位置誤差の影響を評価する。 
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図 ５.２.５.１－４ 車両配置 

 

： 右折待ち車両

： 周辺車両（走行）

： 周辺車両（停止）

： 高負荷車両

： 遮蔽車両

160m
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図 ５.２.５.１－５ 車両番号 

 

 

図 ５.２.５.１－６ 車両 1, 2 の機器構成 

 

 

図 ５.２.５.１－７ 車両 3～8の機器構成 
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図 ５.２.５.１－８ 車両 9, 10 の機器構成 

 

 

図 ５.２.５.１－９ 高負荷車両の機器構成 

 

 

図 ５.２.５.１－１０ 実験風景 
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図 ５.２.５.１－１１ 実験風景 

 

 

５） 評価条件 

評価条件は、通信台数が 10 台および 85 台の 2 パターン、遮蔽車両が存在する場合およ

び存在しない場合の 2 パターンの、計 4 パターンで実施する。 

 

６） 評価結果 

まず初めに、表 ５.２.５.１－１に右折待機車両と周辺車両 9 台の車車間通信におけるパ

ケット到達率を、表 ５.２.５.１－２にパケットロスの発生状況を示す。パケット到達率は、

測定時間約 10 分間における、右折待機車両で算出した周辺車両 9 台からのパケット到達率

を示している。通信台数 10 台の場合は、パケット到達率 99.9%であり、連続したパケット

ロスは 2 連続が 1 回発生したのみであった。ここで、車両 10 台の車車間通信データ全パケ

ットを解析した結果、発生したパケットロスのうちほとんどがパケットの衝突によるもので

ある可能性が高いことがわかった。周辺車両のうち、2 台の送信タイミングが同時刻となっ

ており、その両者のパケットを複数の周辺車両でロストしていることから、パケットの衝突

が起きていると推察できる。なお、パケットロスが 2 回連続したケースでは、3 台の送信タ

イミングが同時刻となっており、よりパケットの衝突が起きやすい状態にあったことがわか

っている。実際に、ある 1 台からのパケットが、それぞれ違う車両のパケットと続けて衝

突したと推察できるデータが確認できた。 

一方、通信台数 85 台の場合は、パケット到達率 98.4%、連続したパケットは 2 連続が 31

回発生した。ここでも同様に、車両 10 台の車車間通信データ全パケットを解析した結果、

発生したパケットロスのうちほとんどがパケットの衝突によるものである可能性が高いこ

とがわかった。通信台数の増加により、衝突の確率が上がっていると考えられる。 

右折待ち車両

遮蔽車両

走行車両停止車両
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表 ５.２.５.１－１ パケット到達率（評価対象パケット：周辺車両 9台→右折待機車両） 

 

 

表 ５.２.５.１－２ パケットロスの発生状況 

 

 

図 ５.２.５.１－１２、図 ５.２.５.１－１３、図 ５.２.５.１－１４、図 ５.２.５.１－１

５に遅延時間のヒストグラムを示す。通信台数が 10 台の場合は、遅延時間は 5msec 未満、

通信台数が 85 台の場合は、遅延時間は 6msec 未満であった。通信台数の増加に伴い、

CSMA/CA の動作により遅延時間が大きくなっていると考えられるが、通信台数による大き

な違いは無い結果であった。また、遮蔽車両による違いは見られなかった。 

 

 

図 ５.２.５.１－１２ 遅延時間（通信台数 10 台、遮蔽車両無し） 
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1回 1814 1.57

2回連続 31 0.03
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図 ５.２.５.１－１３ 遅延時間（通信台数 10 台、遮蔽車両有り） 

 

 

図 ５.２.５.１－１４ 遅延時間（通信台数 85 台、遮蔽車両無し） 
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図 ５.２.５.１－１５ 遅延時間（通信台数 85 台、遮蔽車両有り） 

 

表 ５.２.５.１－１に車車間通信データが取得できる 10 台全車両の、相互のパケット到達

率を示す。受信パケット数は約 6000 パケットである。通信台数 10 台の場合は 99.6～100%

（平均 99.9%）、通信台数 85 台の場合は 97.6～99.2%（平均 98.4%）であった。図 ５.２.

５.１－５からも分かるように、車両の位置関係により通信距離が違うため、通信距離が長

く受信電力が低い関係にある車両ほど、パケット到達率が低い傾向にある。表 ５.２.５.１

－４に連続したパケットロスの発生回数を示す。3 連続のパケットロスは 1 回だけ発生し、

残りは全て 2 連続であった。通信台数 10 台の場合は 2 連続のパケットロスが最大 1 回、通

信台数 85 台の場合は 2 連続のパケットロスが最大 7 回発生した。 
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表 ５.２.５.１－３ パケット到達率 

 

 

受信

送信 車両1 車両2 車両3 車両4 車両5 車両6 車両7 車両8 車両9 車両10

通信台数10台、遮蔽無し 99.6 99.7 99.8 99.8 99.8 99.8 99.8 99.9 99.7

通信台数10台、遮蔽有り 99.7 99.8 99.8 99.8 99.8 99.6 99.8 99.9 99.8

通信台数85台、遮蔽無し 97.9 98.1 98.1 98.2 98.2 98.0 98.4 98.4 98.0

通信台数85台、遮蔽有り 97.7 97.9 97.8 98.1 98.1 97.6 98.1 98.6 97.8

通信台数10台、遮蔽無し 99.6 99.8 99.7 99.7 99.7 99.8 99.7 99.7 99.8

通信台数10台、遮蔽有り 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.8 99.9 100.0

通信台数85台、遮蔽無し 98.4 98.5 98.6 98.6 98.5 98.7 98.5 98.4 98.8

通信台数85台、遮蔽有り 97.6 98.1 98.1 98.1 98.1 98.2 97.9 97.8 98.5

通信台数10台、遮蔽無し 99.9 99.8 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9

通信台数10台、遮蔽有り 99.8 99.9 99.9 99.8 99.8 99.9 99.8 99.8 99.9

通信台数85台、遮蔽無し 98.4 98.4 98.7 98.2 98.1 98.8 98.2 98.2 98.4

通信台数85台、遮蔽有り 98.2 98.5 98.8 98.2 98.1 98.9 98.2 98.4 98.3

通信台数10台、遮蔽無し 99.9 99.9 100.0 99.9 99.9 100.0 99.9 99.9 100.0

通信台数10台、遮蔽有り 99.7 99.8 99.9 99.8 99.8 99.9 99.8 99.8 99.8

通信台数85台、遮蔽無し 97.9 98.4 98.9 97.9 97.9 99.0 98.2 98.2 98.3

通信台数85台、遮蔽有り 98.5 98.8 99.0 98.6 98.5 99.2 98.6 98.5 98.8

通信台数10台、遮蔽無し 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 100.0 100.0 99.9 99.9

通信台数10台、遮蔽有り 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.8 99.9

通信台数85台、遮蔽無し 98.7 98.5 98.4 98.3 98.6 98.7 99.2 98.6 98.5

通信台数85台、遮蔽有り 98.4 98.4 98.3 98.4 98.5 98.6 99.1 98.6 98.4

通信台数10台、遮蔽無し 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 100.0 99.9 99.9 99.9

通信台数10台、遮蔽有り 99.8 99.8 99.8 99.9 99.9 99.9 99.9 99.8 99.9

通信台数85台、遮蔽無し 98.3 98.0 97.7 97.6 98.0 98.8 98.4 98.1 98.1

通信台数85台、遮蔽有り 98.5 98.5 98.1 98.0 98.6 98.9 98.8 98.6 98.3

通信台数10台、遮蔽無し 99.9 99.9 99.9 100.0 100.0 100.0 99.9 99.9 99.9

通信台数10台、遮蔽有り 99.7 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.8 100.0

通信台数85台、遮蔽無し 97.9 98.3 99.0 99.1 98.3 98.7 97.7 97.9 98.3

通信台数85台、遮蔽有り 98.1 98.8 99.1 99.2 98.6 99.1 98.2 98.1 98.8

通信台数10台、遮蔽無し 99.9 99.9 99.9 99.9 100.0 99.9 99.8 99.9 99.9

通信台数10台、遮蔽有り 99.9 99.7 99.9 99.9 100.0 99.9 99.9 99.9 99.8

通信台数85台、遮蔽無し 98.5 98.2 98.2 98.6 99.1 98.7 98.0 98.6 98.3

通信台数85台、遮蔽有り 98.5 98.2 98.2 98.6 99.0 98.9 98.1 98.5 98.3

通信台数10台、遮蔽無し 99.9 99.9 99.8 99.9 99.9 99.8 99.9 99.9 99.9

通信台数10台、遮蔽有り 100.0 99.8 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.8

通信台数85台、遮蔽無し 98.6 97.9 98.3 98.1 98.1 98.2 98.1 98.3 98.0

通信台数85台、遮蔽有り 98.7 98.1 98.2 98.3 98.5 98.6 98.2 98.4 98.1

通信台数10台、遮蔽無し 99.8 99.8 99.8 99.9 99.9 99.8 99.8 99.8 99.8

通信台数10台、遮蔽有り 99.7 99.9 99.9 99.9 99.8 99.9 99.9 99.9 99.8

通信台数85台、遮蔽無し 98.3 98.8 98.5 98.6 98.4 98.4 98.5 98.3 98.2

通信台数85台、遮蔽有り 97.8 98.7 98.3 98.4 98.2 98.3 98.3 98.0 98.0

パケット到達率[%]

車両1

車両2

車両3

車両4

車両5

車両6

車両7

車両8

車両9

車両10
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表 ５.２.５.１－４ 連続したパケットロスの発生回数 

 

 

選定したユースケースでは、遅延時間、パケット到達率共に、要件が示されていない。そ

こで、実験で得られたこれらの通信特性が、車車間通信データをダイナミックマップへ適用

した際に、位置誤差にどのような影響を及ぼすかについて評価する。図 ５.２.５.１－１６

に周辺車両情報のマッピング結果、図 ５.２.５.１－１７に周辺車両情報の表示例を示す。

周辺車両との車車間通信がパケットロス無く、遅延無く行えていれば、リアルタイムに周辺

車両を認知することができる。しかしながら、図 ５.２.５.１－１８に示すように、遅延が

発生すると、相手車両の位置に誤差が生じ、パケットロスが発生すると相手車両の位置が

100msec 以上に渡って認知できなくなる。 

受信

送信 車両1 車両2 車両3 車両4 車両5 車両6 車両7 車両8 車両9 車両10

通信台数10台、遮蔽無し 1 0 0 0 0 0 0 0 0

通信台数10台、遮蔽有り 0 0 0 0 0 0 0 0 0

通信台数85台、遮蔽無し 2 2 2 2 3 3 2 2 2

通信台数85台、遮蔽有り 2 5 3 4 3 3 3 2 4

通信台数10台、遮蔽無し 1 0 1 0 0 0 0 0 0

通信台数10台、遮蔽有り 0 0 0 0 0 0 0 0 0

通信台数85台、遮蔽無し 2 1 1 2 1 1 1 1 1

通信台数85台、遮蔽有り 6 5 3 4 5 6 7 6 5

通信台数10台、遮蔽無し 0 0 0 0 0 0 0 0 0

通信台数10台、遮蔽有り 0 0 0 0 0 0 0 0 0

通信台数85台、遮蔽無し 2 2 1 2 2 2 2 3 2

通信台数85台、遮蔽有り 1 1 1 2 2 2 2 2 2

通信台数10台、遮蔽無し 0 0 0 0 0 0 0 0 0

通信台数10台、遮蔽有り 1 0 0 0 0 0 0 0 0

通信台数85台、遮蔽無し 1 1 0 1 1 0 1 1 1

通信台数85台、遮蔽有り 1 0 1 0 0 0 0 0 0

通信台数10台、遮蔽無し 1 0 0 0 0 0 0 0 1

通信台数10台、遮蔽有り 0 0 0 0 0 0 0 0 0

通信台数85台、遮蔽無し 1 1 1 1 1 1 1 0 1

通信台数85台、遮蔽有り 2 2 2 3 2 1 2 3 2

通信台数10台、遮蔽無し 1 0 1 1 0 0 1 0 1

通信台数10台、遮蔽有り 0 0 0 0 0 0 0 0 0

通信台数85台、遮蔽無し 1 1 2 2 1 1 0 1 1

通信台数85台、遮蔽有り 3 1 2 2 2 0 1 2 0

通信台数10台、遮蔽無し 0 0 0 0 0 0 0 0 0

通信台数10台、遮蔽有り 1 0 0 0 0 0 0 0 0

通信台数85台、遮蔽無し 2 2 0 0 3 1 3 2 3

通信台数85台、遮蔽有り 3 2 0 0 2 1 3 2 1

通信台数10台、遮蔽無し 0 0 0 0 0 0 0 0 0

通信台数10台、遮蔽有り 0 0 0 0 0 0 0 0 0

通信台数85台、遮蔽無し 1 1 1 1 0 0 1 0 0

通信台数85台、遮蔽有り 1 3※ 2 3 1 1 2 2 2

通信台数10台、遮蔽無し 0 0 0 0 0 0 0 0 0

通信台数10台、遮蔽有り 0 0 0 0 0 0 0 0 0

通信台数85台、遮蔽無し 1 1 1 1 1 1 1 0 2

通信台数85台、遮蔽有り 0 2 3 3 3 1 2 0 2

通信台数10台、遮蔽無し 0 0 0 0 0 0 0 0

通信台数10台、遮蔽有り 0 0 0 0 0 0 0 0 0

通信台数85台、遮蔽無し 0 0 0 0 0 0 0 0 0

通信台数85台、遮蔽有り 4 0 2 1 3 4 3 4 4

※ うち1回は3連続パケットロス

連続パケットロス発生回数

車両1

車両2

車両3

車両4

車両10

車両5

車両6

車両7

車両8

車両9
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① 遅延時間による影響 

5msec の遅延が発生した場合、相手車両が 5msec の間に走行する距離の分だけ、位置に

誤差が生じることになる。相手車両の速度が 36km/h の場合、5msec の間の走行距離、つ

まり 0.05m の位置の誤差が生じる。同様に、相手車両の速度が 72km/h とすると 0.10m の

位置の誤差が生じる。測定結果から、5msec の遅延が発生する確率は 0.001%程度であり、

平均遅延時間としても約 1.4msec であることから、本実験条件においては、影響は限定的

であると言える。 

 

② パケットロスによる影響 

パケットロスが発生しない場合は、約 100msec 毎に車車間通信を行うことができるため、

相手車両の速度が 36km/h の場合、1m 間隔で相手車両の位置を認知することができる。同

様に、相手車両の速度が 72km/h の場合、2m 間隔で認知することができる。一方、パケッ

トロスが発生すると、受信間隔が 200msec あるいはそれ以上に大きくなってしまい、相手

車両の速度が 36km/h の場合は、2m 間隔あるいはそれ以上の間隔でしか相手車両の位置を

認知することができなくなってしまう。測定結果から、パケットロスが発生する確率は

1.57%であり、遅延時間による影響よりも発生確率が高く、またその影響も大きい。 

 

 

図 ５.２.５.１－１６ 周辺車両情報のマッピング結果 

 

9m

11m

：右折待ち車両

：周辺車両（停止）

周辺車両（走行）の軌跡
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図 ５.２.５.１－１７ 周辺車両情報の表示例 

 

 

図 ５.２.５.１－１８ 通信品質劣化による影響 

 

通信品質：高
t0 t1 t2 t3 t4

通信品質：低

100ms

t0 t1 t2 t3 t4

200ms
t0' t1'

遅延発生！

 パケットロスにより受信間隔が増加
 遅延により受信時の位置誤差が発生

パケットロス発生！

 100msec毎に相手車両をマッピング可能
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５.２.５.２. シミュレーションによる通信特性とその影響評価 

本項では、交差点における周辺車両認知において、車載機の普及が進んだ状況における車

両位置マップの位置誤差への影響を明確化する。 

具体的には、大規模な交差点における実際の交通流や 700MHz 帯 ITS 通信システムを模

擬したシミュレーション環境を用いて、車載機の普及率、車両密度を変更したシミュレーシ

ョンを実施し、車車間通信の通信特性を取得し車両位置マップの位置誤差への影響を評価す

る。 

 

１） 評価概要 

右折車両が交差点に侵入する直前の場面において、車車間通信を用いて交差点の周辺車両

を事前に認知するシーンを評価対象シーンとする。評価対象シーンにおいて、右折車両と周

辺車両間の通信における通信遅延時間と通信エラー（連続パケットロス、パケット到達率）、

および位置誤差を算出し、各通信特性が位置誤差へ与える影響を評価する。以下に評価項目

の定義を示す。 

 

① 通信遅延時間 

通信遅延時間は、送信側でメッセージを生成した時刻と、受信側でメッセージを受信した

時刻との差により算出する。本シミュレーションでは、実環境に近い 700MHz 帯 ITS 通信

システムを模擬するため、車載機のセキュリティ処理時間を含めた考慮する。以下に本シミ

ュレーションで考慮する遅延要因を示す。 

 MAC 副層におけるアクセス制御による遅延 

通信遅延時間算出対象のパケットの生成時刻から送信時刻までの経過時間とする。車

車間通信においてはキャリアセンス結果に基づく送信待機時間が含まれる。 

 伝搬遅延 

送信側でパケットの先頭が送信開始された時刻から受信側でパケットの先頭が受信開

始される時刻までの経過時間とする。 

 パケット受信時間 

受信側でパケットの先頭が受信開始された時刻から受信を終える時刻までの経過時間

とする。 

 セキュリティ処理時間 

受信側でパケットの受信を終えた時刻からセキュリティ処理を終える時刻までの経過

時間とする。着目するパケットの直前に受信されたパケットのセキュリティ処理が行

われている間バッファ内に保持されている時間が含まれる。なお、送信側のセキュリ

ティ処理時間については考慮しない。 
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② 通信エラー 

連続パケットロスとその頻度、およびパケット到達率を考慮する。 

連続パケットロスは、受信側で送信パケットの受信に失敗し、連続して未到達となったパ

ケット数の値とし、その値の連続パケットロスが発生した頻度をカウントする。 

パケット到達率は、任意の評価区間𝑥[m]における送信パケット数および受信パケット数

から算出する。具体的には、任意の地点における送信パケット数と受信パケット数を評価区

間の距離分移動加算処理し、移動加算処理後の送信パケット数𝑁𝑡𝑥と受信パケット数𝑁𝑟𝑥から、

1 回送信当りのパケット到達率を算出する。今回評価区間𝑥は 10 とした。 

 

𝑁𝑟𝑥/𝑁𝑡𝑥 

𝑁𝑡𝑥：評価区間𝑥において移動加算した送信パケット数 

𝑁𝑟𝑥：評価区間𝑥において移動加算した受信パケット数 

 

パケットの受信失敗として以下を考慮する。 

 無線区間における受信失敗 

具体的には受信電力が受信感度を下回る場合、パケット同士の干渉により DU 比が所

要値を下回る場合である。 

 セキュリティ処理によるパケット破棄 

受信側においてセキュリティ処理に伴うバッファ溢れを受信失敗とする。 

 

 

③ 位置誤差 

通信遅延時間と通信エラーの 2 つの要因による位置誤差を考慮する。 

通信遅延時間による位置誤差は、送信側でメッセージを生成した時刻における送信車両位

置と、受信側でメッセージを受信した時刻における送信車両の位置との差により算出する。 

通信エラーによる位置誤差は、通信エラー発生直前のメッセージを送信側で生成した時刻

における送信車両位置と、その送信時刻から通信エラー期間（パケットロスにより受信側で

送信側のメッセージを受信できない期間。仮に 2 つのパケットが連続してロストした場合、

通信エラー期間は 300ms となる）に送信車両が実際に進んだ位置との差とする。 
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２） 評価方法 

交通流シミュレータと無線ネットワークシミュレータを用いて評価を行った。 

交通流シミュレータは、道路構造、信号等の交通規則、及び他車両の状態に応じた車両の

動きをシミュレートする機能を有する。道路構造条件、交通流条件、信号条件、車両密度条

件により初期配置した車両が移動開始して条件に従った車両移動が行われる。 

無線ネットワークシミュレータは、路側機と車載機の無線通信をシミュレートする機能を

有する。無線部として ARIB STD-T109 で規定されたプロトコルを実装し、伝搬モデルに

は路車間伝搬モデル、車車間伝搬モデルを実装する（伝搬モデルの詳細は後述の評価条件⑤、

⑥を参照）。シミュレーションにおける路車間通信と車車間通信では、物理層からアプリケ

ーション層までの動作が模擬される。 

 

 

３） 評価条件 

本シミュレーションでは下記の諸条件を定義して詳細を設定した。以下にシミュレーショ

ン条件を示す。 

 

① 車載機の送信条件 

全ての車載機においてペイロード長 100byte 固定長のパケットを送信するものとする。 

その際、ARIB STD-T109 及び ITS FORUM RC-010 に規定されるプロトコルヘッダを考

慮し、23byte のヘッダを追加する。 

 

② 路側機の送信条件 

路側機が一度に送信するデータは複数のパケットで構成するものとする。送信データ量が

相対的に多い重要交差点と相対的に少ない一般交差点を想定し、重要交差点はペイロード長

1000byte×4 パケット、一般交差点はペイロード長 1000byte×1 パケットとする。路車間

通信期間はこれらのデータ量に応じて設定した。その際、ARIB STD-T109 及び ITS 

FORUM RC-010 に規定されるプロトコルヘッダを考慮し、27byte のヘッダを追加する。

また、各パケットの分割は考慮しない。 
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③ 車載機のセキュリティ処理モデル 

通信遅延時間の評価においてセキュリティ処理時間を考慮するために仮定したセキュリ

ティ処理モデルについて説明する。 

車載機が受信したパケットは ARIB STD-T109 の各層を経てセキュリティ処理部に受け

渡されると、受信された順にセキュリティ処理用のキューに入力される。 

パケットは入力された順に 1 つずつ取り出され、送信元の種別（車載機か路側機）、送信

元が路側機の場合は一度に送信するデータの先頭パケットかどうかに応じて、予め設定した

処理遅延が経過した後にセキュリティ処理が終了する。 

セキュリティ処理が終了したパケットはアプリケーションに受け渡される。但し、送信元が

路側機の場合、先頭パケットが無線区間における受信失敗またはセキュリティ処理によるパ

ケット破棄によってセキュリティ処理が行われていない場合、2 番目以降のパケットは破棄

されアプリケーションには受け渡されない。 

セキュリティ処理の処理遅延は、送信元が車載機の場合 30us、路側機の場合、先頭パケ

ット：4700us、2 番目パケット以降：200us とした。セキュリティヘッダサイズは送信元

が車載機の場合 27byte、路側機の場合、先頭パケット：385byte（重要交差点）、301byte

（一般交差点）、2 番目パケット以降：56byte とした。 
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④ 通信条件 

通信方式におけるパラメータを以下の条件で設定する。 

表 ５.２.５.２－１ 通信方式 

項目 車載機 路側機 

周波数 760MHz 

送信電力 19.2dBm（10dBm/MHz） 

変調方式 QPSK 16QAM 

アンテナ高 1.2m 6m 

アンテナ指向性 無指向性 

アンテナ利得 0dBi 

給電線損失 3dB（受信側のみ考慮） 0dB 

受信感度 -77dBm（16QAM：路車受信） 

-82dBm（QPSK：車車受信） 

（受信は評価しない） 

所要 DUR 14dB（16QAM：路車受信） 

9dB（QPSK：車車受信） 

（受信は評価しない） 

キャリアセンスレベル -85dBm （キャリアセンスなし） 

CW サイズ 63 

路車間通信期間の 

転送回数 
― 1 

路車間通信期間の 

通知 

（プロトコル仕様に従って

動作） 

各路側機はフィールド内に 

存在する全路側機分の 

路車間通信期間を通知 

フェージング損失の 

分布 
正規分布（損失のみを考慮） ― 

フェージング損失の 

標準偏差 
3.89dB 1.89dB 

車両遮蔽損失 

LOS：2.1dB、NLOS：2.3dB 

（送受信点間距離>平均車頭

間隔の場合のみ） 

0dB 
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⑤ 車車間伝搬モデル 

車間通信では伝搬モデルとして伊藤・多賀モデル（参考文献[1][2]）を用いた。但し、送

受信点に関する可逆性や見通し内外の伝搬損失の連続性を保証するために見通し外損失式

の一部を変更した。また、回折回数は 2 回まで考慮した。さらに、送受信車両間に複数の

伝搬経路が存在する場合には受信電力を真値で合計した。 

 

 

⑥ 路車間伝搬モデル 

参考文献[3]のモデルを用いた。 

 

 

⑦ 道路条件 

3 種類の道路を以下の条件で設定する。 

表 ５.２.５.２－２ 道路条件 

項目 幅 車線幅 分離帯幅 路肩・歩道幅 配置間隔 車線数 

細街路 10m 3.5m なし 1.5m 50m 片側 1車線 

主要道路 38m 3.5m なし 12m 300m 片側 2車線 

幹線道路 50m 3.5m 5m 12m - 片側 3車線 

 

 

⑧ 交通流条件 

道路毎に車両密度、自由走行速度、交差点分岐率を以下の条件で設定する。 

表 ５.２.５.２－３ 車両条件 

項目 自由走行速度 車両密度条件 

（23 台/km） 

車両密度条件 

（43 台/km） 

分岐率 

細街路 30km/h 16 台/km 30 台/km 0% 

主要道路 40km/h 23 台/km 43 台/km 右左折各 10% 

幹線道路 70km/h 23 台/km 43 台/km 右左折各 10% 

 

各道路、各信号における車両の走行動作を以下の条件で設定する。 

 幹線道路、主要道路、細街路の交通は分離させる。 

 右左折は幹線道路同士及び主要道路同士のみを考慮。細街路は直進のみとする。 

 道路端に達した車両は反対方向に走行を開始する。 

 停止線は、細街路同士の交差点及び幹線・主要道路と細街路の交差点のうち幹線・

主要道路上以外に設置する。幹線・主要道路と細街路の交差点の細街路上の停止線

は直交する道路の道路端からセットバック 5m。それ以外はセットバック 2mとする。 
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信号の設置、動作について以下の条件で設定する。 

 信号は幹線道路・主要道路の間の交差点にのみ設定する。 

 青信号 57 秒→黄信号 3 秒→赤信号 60 秒を 1 周期とする。 

 細街路と幹線道路・主要道路の間は無信号交差点とする。 

 細街路上の車両は一旦停止後、幹線道路・主要道路側の交差点と無関係に直進とす

る。 

 

⑨ 路側機配置、路側機の路車間通信期間の割り当て 

路側機について、送信データ量が相対的に多い重要交差点に配置するものと、相対的に少

ない一般交差点に配置するものの 2 種類の条件を設定した。 

重要交差点配置の路側機は 2 つの路車間通信期間を割り当て、一般交差点の路側機には 1

つの路車間通信期間を割り当てる。 

具体的な路車間通信期間の割り当てを図 ５.２.５.２－１に示す。路側機設置間隔は300m

とした。円が路側機配置場所を表し、円内に示した数字が路車間通信期間番号である。路車

間通信期間番号が 2 つ書かれた円が重要交差点に配置された路側機となり、重要交差点の

周辺 8 カ所の交差点が一般交差点に配置された路側機となる。 

 

 

図 ５.２.５.２－１ 路車間通信期間の割り当て 
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⑩ 車両配置と周辺車両認知対象エリア 

評価対象シーンにおける車両配置を図 ５.２.５.２－２に示す。右折車両が交差点に侵入

する直前の場面を想定し、線道路同士の交差点の中心から左側に 49m の距離の幹線道路上

の右端車線に右折車両を配置した。また、右折車両と走行車両が交錯する可能性のあるエリ

アを周辺車両認知の対象エリアとして設定した。右折車両は停止状態とし、交通流条件に従

い走行する対象エリア上の車両との車車間通信特性を取得する。 

 

 

図 ５.２.５.２－２ 車両配置と周辺車両認知対象エリア 

 

⑪ 車載機普及率 

車両密度を 2 種類（1 車線あたり 23、43 台/km）、車載機普及率を 4 種類（10、20、50、

100%）設定した。 

 

４） 評価結果 

位置誤差に影響を与える要因として、通信遅延時間と連続パケットロスの 2 つを考慮す

る。はじめに通信遅延時間による位置誤差への影響を評価し、次に連続パケットロスによる

位置誤差への影響を評価する。 

 

① 通信遅延時間による位置誤差への影響 

図 ５.２.５.２－３～図 ５.２.５.２－１０に通信遅延時間の距離特性、図 ５.２.５.２－１

１～図 ５.２.５.２－１８に通信遅延時間により発生する位置誤差の距離特性を示す。横軸

は右折車両からの距離、縦軸はそれぞれ通信遅延時間、位置誤差である。 

通信遅延時間についてみると、車両密度 43 台/km・車載機普及率 100%の場合に、右折

車両からの距離が 50m 地点の交差点中心付近において最大 100ms 程度の通信遅延時間が

発生していることがわかる。 

位置誤差についてみると、車両密度 23 台/km・車載機普及率 100%と車両密度 43 台/km・

車載機普及率 100%の場合に最大 1m 以上、車両密度 43 台/km・車載機普及率 100%の場合

に、最大 2m 程度の誤差が通信遅延時間により生じることがわかる。 

幹線・主要間隔300m

幹線50m 細街路間隔50m

細街路10m

主要38m

路側機
交差点中心

周囲路側機

右折車両

49m20.75m

R 幹
線
5
0
m

周辺車両認知の対象エリア
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図 ５.２.５.２－１９～図 ５.２.５.２－２６に通信遅延時間の分布特性、図 ５.２.５.２－

２７～図 ５.２.５.２－３４に通信遅延時間により発生する位置誤差の分布特性を示す。分

布特性は、右折車両から 200m 以内の対象エリアにおける通信遅延時間、および位置誤差

を集計した結果である。 

位置誤差の分布をみると、通信遅延時間により 1m 以上の誤差が発生する確率は、車両密

度 23 台/km・車載機普及率 100%の場合では 1%未満、車両密度 43 台/km・車載機普及率

100%の場合ではおよそ 5%であった。 

 

 

図 ５.２.５.２－３ 通信遅延時間の距離特性（23 台/km、普及率 10%） 

 

 

図 ５.２.５.２－４ 通信遅延時間の距離特性（23 台/km、普及率 20%） 
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図 ５.２.５.２－５ 通信遅延時間の距離特性（23 台/km、普及率 50%） 

 

 

 

 

図 ５.２.５.２－６ 通信遅延時間の距離特性（23 台/km、普及率 100%） 
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図 ５.２.５.２－７ 通信遅延時間の距離特性（43 台/km、普及率 10%） 

 

 

 

 

図 ５.２.５.２－８ 通信遅延時間の距離特性（43 台/km、普及率 20%） 
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図 ５.２.５.２－９ 通信遅延時間の距離特性（43 台/km、普及率 50%） 

 

 

 

 

図 ５.２.５.２－１０ 通信遅延時間の距離特性（43 台/km、普及率 100%） 
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図 ５.２.５.２－１１ 位置誤差の距離特性（23 台/km、普及率 10%） 

 

 

 

 

図 ５.２.５.２－１２ 位置誤差の距離特性（23 台/km、普及率 20%） 
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図 ５.２.５.２－１３ 位置誤差の距離特性（23 台/km、普及率 50%） 

 

 

 

 

図 ５.２.５.２－１４ 位置誤差の距離特性（23 台/km、普及率 100%） 
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図 ５.２.５.２－１５ 位置誤差の距離特性（43 台/km、普及率 10%） 

 

 

 

 

図 ５.２.５.２－１６ 位置誤差の距離特性（43 台/km、普及率 20%） 
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図 ５.２.５.２－１７ 位置誤差の距離特性（43 台/km、普及率 50%） 

 

 

 

 

図 ５.２.５.２－１８ 位置誤差の距離特性（43 台/km、普及率 100%） 
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図 ５.２.５.２－１９ 通信遅延時間の分布（23 台/km、普及率 10%） 

 

 

 

 

図 ５.２.５.２－２０ 通信遅延時間の分布（23 台/km、普及率 20%） 
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図 ５.２.５.２－２１ 通信遅延時間の分布（23 台/km、普及率 50%） 

 

 

 

 

図 ５.２.５.２－２２ 通信遅延時間の分布（23 台/km、普及率 100%） 
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図 ５.２.５.２－２３ 通信遅延時間の分布（43 台/km、普及率 10%） 

 

 

 

 

図 ５.２.５.２－２４ 通信遅延時間の分布（43 台/km、普及率 20%） 
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図 ５.２.５.２－２５ 通信遅延時間の分布（43 台/km、普及率 50%） 

 

 

 

 

図 ５.２.５.２－２６ 通信遅延時間の分布（43 台/km、普及率 100%） 
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図 ５.２.５.２－２７ 位置誤差の分布（23 台/km、普及率 10%） 

 

 

 

 

図 ５.２.５.２－２８ 位置誤差の分布（23 台/km、普及率 20%） 
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図 ５.２.５.２－２９ 位置誤差の分布（23 台/km、普及率 50%） 

 

 

 

 

図 ５.２.５.２－３０ 位置誤差の分布（23 台/km、普及率 100%） 
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図 ５.２.５.２－３１ 位置誤差の分布（43 台/km、普及率 10%） 

 

 

 

 

図 ５.２.５.２－３２ 位置誤差の分布（43 台/km、普及率 20%） 
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図 ５.２.５.２－３３ 位置誤差の分布（43 台/km、普及率 50%） 

 

 

 

図 ５.２.５.２－３４ 位置誤差の分布（43 台/km、普及率 100%） 

 

 

② 通信エラーによる位置誤差への影響 

表 ５.２.５.２－４～表 ５.２.５.２－１１に連続パケットロスの発生頻度をまとめた表

を示す。右折車両から 200m 以内の対象エリアを 50m 間隔で 4 つの区間（右折車両から近

い順に 0-50m 区間、50-100m 区間、100-150m 区間、150-200m 区間とする）に区切り、

各区間における連続パケットロスの発生頻度を集計している。また、表の最下段は、各区間

において車両が右折車両に送信したパケットの総数（送信パケット数）を示している。 
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右折車両から距離が近い区間では、値の大きな連続パケットロスの発生頻度が減少する傾

向がある。通信トラフィックが最大となる車両密度 43 台/km・車載機普及率 100%の場合

において、0-50m 区間では 5 以上の連続パケットロスの発生頻度は、送信パケット 15000

回に対して 16 回程度の割合である。 

「① 通信遅延時間による位置誤差への影響」節で述べたように、通信遅延時間により 1m

以上の位置誤差が発生するのは、車両密度 43 台/km・車載機普及率 100%においておよそ

5%である。一方、連続パケットロスにより 1 万回に 10 回程度の割合ではあるが 5 パケッ

ト以上連続してロストし、受信側で送信側のメッセージを受信できない期間が 600-1000ms

程度生じることとで、最大でも 100ms 程度である通信遅延時間の影響よりも大きな位置誤

差が発生する可能性がある。 

 

表 ５.２.５.２－４ 連続パケットロスの発生頻度（23 台/km、普及率 10%） 

 

 

 

表 ５.２.５.２－５ 連続パケットロスの発生頻度（23 台/km、普及率 20%） 

 

 

全区間合計

0-50 50-100 100-150 150-200 0-200

0 1479 2390 2140 2037 8046

1-5 18 108 100 88 314

6-10 0 0 2 1 3

11-15 0 0 0 1 1

16-20 0 0 0 0 0

21-25 0 0 0 0 0

26以上 0 0 0 0 0

1502 2541 2314 2191 8548送信パケット数

連
続
パ
ケ
ッ
ト
ロ
ス
数

区間[m]

全区間合計

0-50 50-100 100-150 150-200 0-200

0 2411 5009 4049 3503 14972

1-5 77 244 344 342 1007

6-10 0 0 2 7 9

11-15 0 0 1 0 1

16-20 0 0 0 0 0

21-25 0 0 0 0 0

26以上 0 0 0 0 0

2508 5322 4578 4084 16492送信パケット数

連
続
パ
ケ
ッ
ト
ロ
ス
数

区間[m]
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表 ５.２.５.２－６ 連続パケットロスの発生頻度（23 台/km、普及率 50%） 

 

 

 

表 ５.２.５.２－７ 連続パケットロスの発生頻度（23 台/km、普及率 100%） 

 

 

 

表 ５.２.５.２－８ 連続パケットロスの発生頻度（43 台/km、普及率 10%） 

 

 

全区間合計

0-50 50-100 100-150 150-200 0-200

0 6617 12352 8715 6287 33971

1-5 395 1522 1997 2022 5936

6-10 0 3 38 43 84

11-15 0 0 3 2 5

16-20 0 0 1 0 1

21-25 0 0 0 0 0

26以上 0 0 0 0 0

7060 14315 11983 9882 43240送信パケット数

連
続
パ
ケ
ッ
ト
ロ
ス
数

区間[m]

全区間合計

0-50 50-100 100-150 150-200 0-200

0 10558 16422 9973 4971 41924

1-5 1454 5381 5609 4050 16494

6-10 0 28 183 233 444

11-15 0 2 21 40 63

16-20 0 0 2 7 9

21-25 0 0 0 2 2

26以上 0 0 0 0 0

12284 24284 21153 15020 72741送信パケット数

連
続
パ
ケ
ッ
ト
ロ
ス
数

区間[m]

全区間合計

0-50 50-100 100-150 150-200 0-200

0 1731 3307 3147 2500 10685

1-5 33 113 161 225 532

6-10 0 1 2 5 8

11-15 0 0 0 0 0

16-20 0 0 0 0 0

21-25 0 0 0 0 0

26以上 0 0 0 0 0

1773 3463 3394 2885 11515送信パケット数

連
続
パ
ケ
ッ
ト
ロ
ス
数

区間[m]
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表 ５.２.５.２－９ 連続パケットロスの発生頻度（43 台/km、普及率 20%） 

 

 

 

表 ５.２.５.２－１０ 連続パケットロスの発生頻度（43 台/km、普及率 50%） 

 

 

 

表 ５.２.５.２－１１ 連続パケットロスの発生頻度（43 台/km、普及率 100%） 

 

 

  

全区間合計

0-50 50-100 100-150 150-200 0-200

0 3212 6620 5707 3651 19190

1-5 121 500 671 868 2160

6-10 0 0 11 15 26

11-15 0 0 0 1 1

16-20 0 0 0 0 0

21-25 0 0 0 0 0

26以上 0 0 0 0 0

3352 7265 6741 5118 22476送信パケット数

連
続
パ
ケ
ッ
ト
ロ
ス
数

区間[m]

全区間合計

0-50 50-100 100-150 150-200 0-200

0 7346 11704 8993 4169 32212

1-5 826 2840 3968 2891 10525

6-10 1 8 95 183 287

11-15 0 1 9 35 45

16-20 0 0 1 4 5

21-25 0 0 0 2 2

26以上 0 0 1 0 1

8324 15517 16184 11398 51423送信パケット数

連
続
パ
ケ
ッ
ト
ロ
ス
数

区間[m]

全区間合計

0-50 50-100 100-150 150-200 0-200

0 10422 10150 3802 466 24840

1-5 3281 8419 5969 1079 18748

6-10 16 346 953 329 1644

11-15 0 34 261 159 454

16-20 0 7 104 53 164

21-25 0 1 47 23 71

26以上 0 0 19 16 35

15075 28310 30944 9591 83920送信パケット数

連
続
パ
ケ
ッ
ト
ロ
ス
数

区間[m]
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図 ５.２.５.２－３５～図 ５.２.５.２－４２にパケット到達率の距離特性を示す。横軸は

右折車両からの距離、縦軸はパケット到達率を示す。 

車両密度 43 台/km・車載機普及率 100%において、右折車両から 50m 離れた地点のパケ

ット到達率はおよそ 60%、200m 離れた地点のパケット到達率は 10%以下である。 

 

 

図 ５.２.５.２－３５ パケット到達率（23 台/km、普及率 10%） 

 

 

 

図 ５.２.５.２－３６ パケット到達率（23 台/km、普及率 20%） 
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図 ５.２.５.２－３７ パケット到達率（23 台/km、普及率 50%） 

 

 

 

 

図 ５.２.５.２－３８ パケット到達率（23 台/km、普及率 100%） 
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図 ５.２.５.２－３９ パケット到達率（43 台/km、普及率 10%） 

 

 

 

 

図 ５.２.５.２－４０ パケット到達率（43 台/km、普及率 20%） 
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図 ５.２.５.２－４１ パケット到達率（43 台/km、普及率 50%） 

 

 

 

 

図 ５.２.５.２－４２ パケット到達率（43 台/km、普及率 100%） 
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５.２.６. まとめ 

本節では、700MHz 帯 ITS 通信を協調型自動走行システムに適用した場合における通信

特性を取得することで、その通信要件を満足可能か、またその通信性能及び通信機能による

適用範囲がどこまでかを明らかにした。検討対象とする協調型自動走行システムのユースケ

ースについては、自工会および SIP ダイナミックマップ SWG で検討されている内容を基

にした。まず、このユースケースの中から 2 つのユースケース（自専道での協調型合流支

援、交差点での周辺車両認知）を選定し、通信仕様における制約事項等を抽出した。次に選

定したユースケース毎に想定される走行シーンを設定し、その走行シーンにおける通信特性

について、実験及びシミュレーションによりデータを取得し、分析・考察を行った。以下に、

ユースケース毎の結果をまとめる。 

 

１） 自専道での協調型合流支援 

テストコース実験では、通信台数の増加によりパケット到達率が低下し、選定したユース

ケースの通信要件、パケット到達率 99%を下回る結果となった。通信台数の増加によりパ

ケットが衝突する頻度が増えたためと考えられる。しかしながら、合意形成成功率という点

では、実験結果から得られたパケット到達率 97%においても、99.979%という高い確率が

達成でき、これはユースケースで想定される条件から導かれる合意形成成功率 99.96%を上

回る結果となった。 

公道実験では、通信台数 2 台の条件において、テストコース実験に比べ試行回数が少な

いものの、テストコース実験と同様にパケット到達率は 99%以上となった。通信特性の与

える影響は、周囲の伝搬環境より通信台数の増加が大きいと考えられる。 

シミュレーションの評価結果を表 ５.２.４.３.５－２に示す。テストコース実験と同様に、

通信台数の増加によりパケット到達率が低下する結果が得られた。また、シミュレーション

では、700MHz 帯 ITS 通信規格の仕様を拡張することを想定したユースケースに基づく通

信シーケンス（通信シーケンス A 案）と、700MHz 帯 ITS 通信規格の仕様の範囲内で実現

することを想定した最小送信間隔 100ms で要求メッセージと応答メッセージの交換を行う

通信シーケンス（通信シーケンス B 案）を定義し評価した。 

その結果、いずれの通信シーケンス案も、合意形成期のパケット到達率が 99%を下回る

条件が多くなっていることが分かった。合意形成期は合流車両と受入車両の通信距離が離れ

受信電力が低下するため、周囲の車両とのパケット衝突の影響が大きいと考えられる。 

導出したパケット到達率をユースケースの通信要件であるパケット到達率 99%以上と比

較すると、通信シーケンス A 案は、各期間のパケット到達率が全て 99%以上となる条件は

本線走行速度 80km/h、車両間隔 2s または 3s および本線走行速度 60km/h、車両間隔 2s

または 3s の場合となった。一方、通信シーケンス B 案は、本線 80km/h、車両間隔 3s の場

合に、各期間のパケット到達率が 99%以上となった。 
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また、合意形成期の評価項目として、パケット到達率に変えて合意形成成功率に基づいて

評価した場合、通信シーケンス A 案および B 案とも、いずれの本線走行速度において車両

間隔 2s または 3s の場合に、合意形成成功率 99.96%以上、かつ車間確保期・合流実施期の

パケット到達率 99%以上となった。 

テストコース実験やシミュレーションにおいてパケット到達率が 99%を下回る要因とし

ては、送信タイミング等の分析の結果から、パケット衝突の発生によるものと推定される。

車両間隔が 1s の場合など、車両が比較的密な配置となり通信トラフィックが集中する場合

に、パケット衝突の発生確率が高くなるものと推測される。パケット到達率を向上させるた

めには、パケット衝突への対策が課題となると考えられる。 

 

表 ５.２.６－１ 評価結果（表 ５.２.４.３.５－２の再掲） 

（a）通信シーケンス A 案 

 

（b）通信シーケンス B 案 

 

※1 色付きの枠内は所要値を満たしたことを示す。 

※2 パケット到達率の所要値は 99%とした。 

※3 5 つの連送パケットのうち、少なくとも 1 つを受入車両が受信に成功した場合、受信成功と判

定した場合のパケット到達率。 

※4 合形意成成功率の所要値は 99.96%とした。合意形成成功率算出時の合意形成実行回数 R は、

通信シーケンス A 案の場合はユースケースに従い 2 回とし、通信シーケンス B 案の場合は通

信遅延時間と応答時の処理遅延の和が 100ms 以上 200ms 未満と仮定し 3 回とした。 

要求ﾊﾟｹｯﾄ

到達率*2*3

応答ﾊﾟｹｯﾄ
到達率

合意形成

成功率*4

要求ﾊﾟｹｯﾄ
到達率

応答ﾊﾟｹｯﾄ
到達率

要求ﾊﾟｹｯﾄ
到達率

応答ﾊﾟｹｯﾄ
到達率

3s 100.00% 98.64% 99.9997% 99.40% 99.33% 99.75% ―

2s 100.00% 98.72% 99.9998% 99.15% 99.17% 99.61% ―

1s 100.00% 97.28% 99.9980% 98.44% 98.55% 99.18% ―

3s 100.00% 99.60% 100.0000% 99.44% 99.56% 99.69% ―

2s 100.00% 99.12% 99.9999% 99.30% 99.35% 99.52% ―

1s 100.00% 98.24% 99.9995% 98.50% 98.64% 98.97% ―

3s 100.00% 99.04% 99.9999% 99.42% 99.53% 99.53% ―

2s 100.00% 99.52% 100.0000% 99.15% 99.27% 99.34% ―

1s 100.00% 98.24% 99.9995% 98.11% 98.43% 98.39% ―

通信シー
ケンス

本線走行
速度

車両
間隔

合意形成期

A案

100km/h

80km/h

60km/h

合流実施期車間確保期

要求ﾊﾟｹｯﾄ

到達率*2

応答ﾊﾟｹｯﾄ
到達率

合意形成

成功率*4

要求ﾊﾟｹｯﾄ
到達率

応答ﾊﾟｹｯﾄ
到達率

要求ﾊﾟｹｯﾄ
到達率

応答ﾊﾟｹｯﾄ
到達率

3s 98.24% 98.48% 99.9966% 99.45% 99.37% 99.72% 99.79%

2s 97.96% 97.94% 99.9933% 99.19% 99.36% 99.65% 99.61%

1s 96.88% 96.38% 99.9709% 98.68% 98.61% 99.31% 99.26%

3s 99.04% 99.11% 99.9994% 99.52% 99.49% 99.68% 99.67%

2s 98.56% 99.06% 99.9987% 99.31% 99.44% 99.54% 99.61%

1s 98.08% 97.47% 99.9915% 98.66% 98.72% 99.06% 99.14%

3s 99.16% 98.78% 99.9991% 99.54% 99.50% 99.60% 99.62%

2s 98.96% 98.97% 99.9991% 99.26% 99.44% 99.43% 99.58%

1s 97.88% 98.06% 99.9935% 98.18% 98.46% 98.66% 98.85%

B案

通信シー
ケンス

本線走行
速度

100km/h

80km/h

60km/h

車両
間隔

車間確保期合意形成期 合流実施期
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本研究では、自工会ユースケースに記載の通信に関わる要求値を通信要件として取り扱い、

その数値を基準に検討及び判定を実施したが、このユースケースは検討段階のものであり、

要求値は暫定値であることに留意する必要がある。 

 

２） 交差点での周辺車両認知 

選定したユースケースでは、パケット到達率、遅延時間共に、要件が示されていない。そ

こで、車車間通信データをダイナミックマップへ適用した際に、実験およびシミュレーショ

ンで得られた通信特性が位置誤差にどのような影響を及ぼすかについて評価した。  

テストコース実験では、車車間通信データが取得できる 10 台相互のパケット到達率を評

価した。受信パケット数は約 6000 パケットである。その結果、通信台数 10 台の場合は 99.6

～100%（平均 99.9%）、通信台数 85 台の場合は 97.6～99.2%（平均 98.4%）であった。通

信台数の増加によりパケットが衝突する頻度が増えたためと考えられる。また、3 連続のパ

ケットロスは 1 回だけ発生し、残りは全て 2 連続であった。通信台数 10 台の場合は 2 連続

のパケットロスが最大 1 回、通信台数 85 台の場合は 2 連続のパケットロスが最大 7 回発生

した。遅延時間は通信台数の増加によりわずかに増加したが、6msec 未満であった。これ

らの結果から、通信遅延や連続パケットロス発生による車両位置マッピングへの影響は非常

に小さいことがわかった。 

シミュレーションでは、さらに車載機台数を増加した大規模交差点での条件について、路

車間通信の通信トラフィックやセキュリティ処理遅延も考慮した。その結果、混雑した交通

流（43 台/km）で車載機搭載率 100%の条件では、通信遅延、連続パケットロス発生による

車両位置マッピングへの影響があることがわかった。特にパケットロスについては、低い確

率ながら連続 20 回以上発生することがあり、2 秒以上車両位置データが更新されないこと

になる。ただし、連続パケットロスは、相手車両が自車両に近付くにつれ減少する傾向にあ

ることも明らかになった。 

テストコース実験やシミュレーションで見られた連続パケットロスの要因としては、送信

タイミング等の分析の結果から、パケット衝突が連続的に発生していると推定される。特に

シミュレーションにおいては、交差点周辺建物の遮蔽の影響により隠れ端末となる状況が発

生し、その状況において 2 台以上の車載機のパケット送信タイミングが重なる場合にパケ

ット衝突が発生、その状況が数百μs から数秒の間継続することで、大きな回数の連続パケ

ットロスが発生していると推定される。このパケット衝突の発生確率は、車両密度及び車載

機搭載率が高い条件で高くなるものと推測される。連続的なパケットロスを減少させるため

には、パケット衝突への対策が課題となると考えられる。 
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５.３. 研究課題 c-2）非一般車両アプリケーションの有効性検証 

 

５.３.１. 研究目的 

車車路車協調システムは、車載器を搭載した車両にのみサービスが提供されることから、

システムおよびサービスの効果を最大化するためにはある程度の普及が必要となる。そのた

め、普及の促進が重要であり、特に実用化初期段階における普及促進が課題となる。一方、

車車間通信は一般車両同士の通信を利用した運転支援のみならず広範な応用が期待される。

例えば緊急車両等の非一般車両と周辺の一般車両が車車間通信を行い、一般車両へのすみや

かな回避行動を促すことで、非一般車両の円滑な走行を支援することができる。このような

車車路車協調システムのアプリケーションの有効性を具体的に示すことで、普及促進に寄与

することができると考えられる。そこで、本研究開発では、非一般車両である緊急車両が車

車間通信を利用して周囲の一般車両に対して緊急走行中であることを通知するアプリケー

ションを対象とした有効性の検証を行う。 

また、上記の車車間通信を利用したサービスをさらに拡張し、緊急車両が送信する車車間

通信情報を路側機が転送・再送信するサービスについて、実際の運用状況における通信の確

実性の検証を行う。 

 

５.３.２. 研究内容 

本研究開発では、緊急車両として救急車を検討対象とした。救急車出動件数は、平成 26

年には 598 万 4921 件に上り、近年増加傾向にあるとともに将来的にも増加が予測されてい

る[1]。また、救急車の現場等到着所要時間（119 番通報から現場に到着するまでに要した

時間）も延伸傾向にあることから[1]、車車間通信による救急車接近通知アプリケーション

により円滑な走行を支援することが期待されていると考えられる。 

そこで、まず、実際に運用中の救急車との通信実験による検証として、車車間通信ログ取

得装置を搭載して得られた通信ログを解析することで、救急車と車載機を搭載した周辺車両

との通信エリアと救急車接近時の周辺車両の挙動について確認する（５.３.３.１）。また、

評価用車両を用いて、緊急走行中の救急車と評価車両が遭遇した際の、車車間通信の成立タ

イミングと救急車のサイレン音や赤色灯が認知可能となるタイミングとの関係について確

認する（５.３.３.２）。その上で、一般車両へ救急車の接近状況を通知するアプリケーショ

ンが導入された際の有効性として、救急車接近通知アプリケーションによる情報提供が一般

車両への速やかな回避行動を促し、救急車移動時間短縮に繋がることを検証する（５.３.３.

３）。 

さらに、上記の車車間通信を利用したサービスをさらに拡張するものとして、緊急車両が

送信する車車間通信情報を路側機が転送・再送信するサービスについて、実際の救急車の運

用状況における救急車と路側機との間の通信の確実性と車両検知位置（救急車と路側機の間

の通信距離）の安定性について評価する（５.３.４）。 
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５.３.３. 車車間通信による救急車接近通知アプリケーションの検証 

 

５.３.３.１. 実験による通信エリアと周辺車両の挙動変化の確認（名古屋実験 1） 

本節では、緊急車両として実際に運用中の救急車に車車間通信ログ取得装置を搭載して通

信ログを取得し、その通信ログを解析することで救急車と車載機を搭載した周辺車両が実際

に通信出来たエリアと救急車接近時の周辺車両の挙動について確認する。 

 

１） 実験環境と評価概要 

車車間通信ログ取得装置は、平成 26 年度に実験用に開発し救急車に搭載した「車載無線

システム（非一般車両用）」（以下、車載無線機とする）に平成 27 年度に実験用に開発した

「車車路車協調システム記録装置」（以下、ログ装置とする）を追加して構成した。今年度

は、車車間通信ログ取得装置を名古屋市消防局に配備されている救急車のうち 49 台に取り

付けて実験を実施した。また車車間通信の相手車両となる周辺車両としては、平成 26 年度

の実験で使用した一般車両 40 台を活用した。 

本実験において、車載無線機が救急車の通常走行状態（回送）と緊急走行状態（出動中）

を判別して車車間メッセージとして構成する方法と救急車に搭載された車車間通信ログ取

得装置のシステム構成や動作について説明する。 

 

① 車載機による救急車の状態判別方法と送信メッセージ構成 

本実験で使用した車車間通信ログ取得装置の構成を図 ５.３.３.１－１に示す。図に示す

ように、車載無線機は中継器を介して「赤色灯」と「サイレン」の状態を検出できる。「赤

色灯」の点灯状態と「サイレン」の鳴動状態により、送信する車車間メッセージで周辺車両

に通知する「車両用途種別」と「緊急自動車用拡張情報」を表 ５.３.３.１－１のように変

化させる。 

本実験では「車両用途種別」は赤色灯が点灯（ON）しているときは「1：緊急自動車」

となり、消灯（OFF）しているときは「0：自家用自動車」となる。つまり、赤色灯を消灯

し回送している救急車は、車車間メッセージとしては一般車両と同じ扱いになる。また、「緊

急自動車用拡張情報」は「車両用途種別」が「緊急自動車」の時で、かつ、救急車が走行し

ている（車速が 0km/h 超）ときにサイレンが鳴動（ON）していれば「緊急移動中」となり、

サイレンが停止（OFF）していれば「通常状態」となる。また、「車両用途種別」が「緊急

自動車」でサイレンが鳴動していても停車（車速が 0km/h）しているときは「緊急停止中」、

サイレンを鳴らさずに停車しているときは「路上活動中」となる。これは、今回の実験仕様

で、信号による停車の度に頻繁に走行状態から停止状態に遷移することを防ぐため、車速が

0km/h の状態が 5 分間（300sec）継続した場合に「緊急移動中」から「緊急停止中」ある

いは「通常状態」から「路上活動中」に状態変化することとした。 
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この実験では、一般車両で受信された車車間メッセージの「車両用途種別」が「1：緊急

自動車」で「緊急自動車用拡張情報」が「1：緊急移動中」であれば、そのメッセージを送

信している車両は回避対象の救急車として扱う。 

 

表 ５.３.３.１－１ 救急車の状態により車車間メッセージに設定される値 

救急車の状態 車車間メッセージに設定される値 

赤色灯の状態 サイレンの状態 車両用途種別 緊急自動車用拡張情報 

消灯（OFF） 停止（OFF） 0：自家用自動車 0：通常状態 

消灯（OFF） 鳴動（ON） 0：自家用自動車 0：通常状態 

点灯（ON） 停止（OFF） 1：緊急自動車 

0：通常状態（0km/h 超） 

2：路上活動中 

（300sec 以上 0km/h 継続） 

点灯（ON） 鳴動（ON） 1：緊急自動車 

1：緊急移動中（0km/h 超） 

2：緊急停止中 

（300sec 以上 0km/h 継続） 

 

 

② ログ取得システムの構成と動作 

図 ５.３.３.１－１に「車車間通信ログ取得装置」、図 ５.３.３.１－２と図 ５.３.３.１－

３に救急車に車車間通信ログ取得装置を搭載した構成図を、そして図 ５.３.３.１－４に平

成 26 年度の実験で使用した一般車両を示す。車車間通信ログ取得装置は、平成 26 年度に

開発した車載無線機にログ装置（図中、赤枠で囲われた装置）を追加して車載無線機が出力

する通信ログを記録できるようにした装置である。 

車車間通信ログ取得装置の動作を説明する。本システムを構成する車載無線機が周辺車両

から車車間メッセージを受信したことをトリガとして、受信した車車間メッセージと自車

（救急車）の車車間メッセージを通信ログとしてログ装置に出力する。また、周辺車両の車

車間メッセージが受信できなくなったタイミングで通信ログの出力を停止する。 

車車間通信ログ取得装置によって得られた救急車と周辺車両の通信ログをオフライン解

析することによって、救急車と周辺車両の車車間通信が成立した時刻や場所、救急車と周辺

車両の位置関係や車両間の距離を算出するとともに、救急車接近時に周辺車両がどのように

動いたか（どのような回避行動を起こしたか、起こさなかったかなど）を確認した。 

 



148 

 

 

図 ５.３.３.１－１ 車車間通信ログ取得装置 

 

 

(a) システム構成 

(b) 車載無線機とログ装置 
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図 ５.３.３.１－２ 救急車への車車間通信ログ取得装置の搭載状況 

 

 

 

図 ５.３.３.１－３ 名古屋市消防局の救急車への搭載 
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図 ５.３.３.１－４ 平成 26 年度の実験車両（一般車両） 

 

２） 評価項目 

車車間通信ログ取得装置によって得られた救急車と周辺車両の通信ログのオフライン解

析で、緊急走行している救急車が一般車両に接近する過程における、車車間通信が救急車に

届いた車車間通信開始距離と、救急車接近時の一般車両の減速開始距離を評価する。 

今回の実験で使用した一般車両の車車間メッセージから得られる車両情報を表 ５.３.３.

１－２に示す。救急車と一般車両の車車間通信開始距離は時刻情報と位置情報から算出し、

一般車両の挙動は、車両状態情報の「車速」「車両方位角」から車両速度変化や車両進行方

向の変化、車両状態オプション情報の「ブレーキ状態」や「灯火類状態」からブレーキや左

右ウィンカーの作動によって評価する。 

表右端の「T 車」は平成 26 年 12 月頃から販売された車車間通信機能搭載車両であり、

総数は不明であるものの、救急車の送信する車車間メッセージを受信しその接近を知ること

ができる機能を搭載しているため評価の対象に加えた。 

 

(a) 実験車両（一般車両）での機器の配置 

(b) ナビゲーション画面例：救急車の接近を通知 



151 

 

表 ５.３.３.１－２ 救急車の状態により車車間メッセージに設定される値 

車両情報 H26 年度実験車 T 車 

時刻情報 時／分／ミリ秒 ○ ○ 

位置情報 緯度／経度 ○ ○ 

位置取得情報 ○ ○ 

高度 ○ － 

高度取得情報 ○ － 

車両状態情報 車速 ○ ○ 

車両方位角 ○ ○ 

前後加速度 ○ ○ 

シフトポジション － ○ 

車両状態オプション情報 ブレーキ状態 ○ － 

灯火類状態 ウィンカー － 

 

 

３） 評価方法 

車車間通信ログ取得装置を取り付けた名古屋市消防局の救急車 49 台が、通常業務をして

いる中で平成 26 年度の実験車（一般車両）40 台などと遭遇、救急車に搭載しているログ装

置に一般車両との車車間通信が記録される。そのログを回収しオフラインで評価した。 

救急車の車車間通信成立距離は、一般車両の車車間メッセージが救急車の車載機で受信さ

れた時刻における一般車両と救急車の緯度経度から算出する直線距離とする。 

救急車接近による一般車両の挙動変化は、一般車両の車車間メッセージの「車速」「車両

方位角」「前後加速度」「ブレーキ状態」「灯火類状態」などから判別する。特に今回の実験

では、全ての一般車両の「ブレーキ状態」と「灯火機状態」が取得できるわけではないので、

全一般車両から取得できる「前後加速度」情報を利用し、－0.1G より大きく減速した場合

にブレーキ踏むなどして減速したと判断、その時の救急車からの距離を減速開始距離とした。

その際に、それぞれの車両の進行方向を考慮し、同じ方向（救急車は後方から一般車両が接

近していると想定）あるいは反対方向（救急車は一般車両の前方から接近していると仮定）

の場合は 2 点間の直線距離を求め、それ以外の時（救急車は交差点を介して一般車両の右

方あるいは左方から接近していると想定）は、一旦、それぞれの車両の位置を地図にマッピ

ングし、それぞれの車両から交差点までの距離を算出してその距離の合計を車両間の距離と

した。 

判別を容易にするために、救急車が一般車両に約 200m 以内に接近したところで、救急

車と一般車両の走行軌跡を地図上にマッピングし、例えば「直線道路にもかかわらず車両方

位角が大きく変化」「信号が無いところで減速Ｇが出ている、あるいは、ブレーキが踏まれ
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ている」等の現象が無いか確認する。そして、挙動変化の起こった際の救急車と一般車両の

位置関係と距離、どのような挙動だったかを求める。分析の例を図 ５.３.３.１－５に示す。 

 

 

図 ５.３.３.１－５ 一般車両挙動分析の例 

 

４） 評価結果 

ログデータをオフライン解析し、一般車両の車車間通信メッセージが救急車に到達した時

の救急車と一般車両の「車車間通信成立距離（m）」、一般車両が救急車接近に伴い速度を落

とし始めたときの両車両間の「減速開始距離（m）」、そして、一般車両が停止した際の両車

両間の「停止距離（m）」をそれぞれ算出して、実環境における車車間通信可能エリアと一

般車の挙動変化の事例を確認する。 

比較的地形が平坦で、広い直線道路が多い名古屋市北部を管轄とする、楠署、北署、西署、

東署、中署、老松署、椿署の救急車 7 台から取得したログの解析結果を一例として示す。 

 

【救急車が前方から接近する事例】 

救急車が一般車両の前方から接近する場合、片側一車線の道路で救急車を優先して通過さ

せるために、一般車両が一旦左によけて減速・停車し救急車を通過させる、交差点において

救急車が右折する場合に、直進する一般車両が減速・停止して救急車を通過させる、などの

ケースが観測された。この時の車車間通信成立距離は平均 591m、一般車両の減速開始距離

は救急車から平均 84.2m であった。ただし、前方より接近する場合でも、救急車が一般車

両に直線で近づいてくる場合と、前方の交差点で直交する道路から右折（左折）した後に前

方から接近する場合があり、後者の場合通信成立距離が短くなる傾向があった。その事例を

図 ５.３.３.１－６に、観測された通信成立距離と減速開始距離の事例のグラフを図 ５.３.

３.１－７に示す。 
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図 ５.３.３.１－６ 前方接近時、走行パターンによる通信成立距離の違い 

 

 

 

図 ５.３.３.１－７ 前方接近時の通信成立、減速開始の事例 

 

 

【救急車が後方から接近する事例】 

救急車が一般車両の後方から接近する場合、車車間通信成立距離は平均 608m、一般車両

の減速開始距離は救急車から平均 85m であった。減速開始距離の分布が長いものと短いも

のに分かれているが、短いものは救急車が接近してきたときに既に信号待ちなどで停止して

おり、救急車が目視できるところまで接近した際に救急車を優先して通すために徐行で移動

し、のちに停止という行動を起こしたことに起因する。観測された通信成立距離と減速開始

距離の事例のグラフを図 ５.３.３.１－８に示す。 
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図 ５.３.３.１－８ 後方接近時の通信成立、減速開始の事例 

 

【救急車が左方から接近する事例】 

救急車が一般車両の左方から接近する場合、車車間通信成立距離は平均 332m、一般車両

の減速開始距離は救急車から平均 120m であった。観測された通信成立距離と減速開始距

離の事例のグラフを図 ５.３.３.１－９に示す。 

 

 

図 ５.３.３.１－９ 左方接近時の通信成立、減速開始の事例 

 

【救急車が右方から接近する事例】 

救急車が一般車両の右方から接近する場合、車車間通信成立距離は平均 360m、一般車両

の減速開始距離は平均 115m であった。観測された通信成立距離と減速開始距離の事例の分

布のグラフを図 ５.３.３.１－１０に示す。 

 

 

図 ５.３.３.１－１０ 右方接近時の通信成立、減速開始の事例 
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解析結果より、一般車両から救急車への車車間通信が成立した時の直線距離は、救急車と

一般車両の間が見通しの良い「前方から接近」と「後方から接近」する場合はおよそ 600m、

交差点等に対して直交方向から接近する為にお互いを見通せない「左方から接近」と「右方

から接近」の場合はおよそ 350m であることが確認できた。 

また、一般車両が挙動を変化させたときの救急車からの距離は、「前方から接近」と「後

方から接近」はおよそ 85m、「左方から接近」と「右方から接近」のおよそ 120m に対して

短い距離であることが確認できた。 

 

表 ５.３.３.１－３ 平均通信成立距離と平均減速開始距離 

接近方向 平均通信成立距離 平均減速開始距離 

前方 591m 84.2m 

後方 608m 85m 

左方 332m 120m 

右方 360m 115m 

 

この解析結果から、見通しの良し悪しに関わらず、ドライバーが行動を起こした結果とし

て車両挙動が変化する地点よりも遠方から、一般車両に救急車の車車間通信メッセージが到

達していることが確認できた。 

 

５.３.３.２では評価車両をもちいて実際に救急車が接近するときの車車間通信到達状況

やサイレン音、赤灯の認識タイミングを観測し、本節のログデータ解析で想定した、救急車

からの車車間通信がサイレン音や赤色灯よりも早く一般車に到達することを確認する。 

 

 

５.３.３.２. 評価車両による救急車の情報到達タイミングの観測（名古屋実験 2） 

車車間通信による救急車の接近情報通知が、サイレン音や赤色灯による通知よりも先に評

価車両に到達することを確認するため、緊急走行中の救急車から車車間通信が評価車両に届

いたタイミングにおける評価車両と救急車との距離、評価車両で救急車のサイレン音が聴取

できたタイミングでの 2 車間の距離、赤色灯により救急車が認知できたタイミングでの 2

車間の距離を測定しタイミングの前後関係を評価した。 

本実験で評価車両の相手となる救急車は、前節の実験で車車間通信ログ取得装置（車載無

線機とログ装置）を搭載した名古屋市消防局の救急車 49 台である。 

ドライバー自身が救急車からの車車間通信やサイレン音、赤色灯を認知するタイミングを

計測するという評価は被験者であるドライバーの個性によるばらつきが生じることが想定

されたので、本実験ではドライバーに情報が提供されるタイミングとして、救急車からの車

車間通信が評価車両に到達したタイミングや評価車両に搭載したビデオカメラによりサイ
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レン音が録音されたタイミング、ドライブレコーダーに救急車の映像が映ったタイミングを

基準として測定し評価に使用した。 

 

１） 実験環境と評価概要 

図 ５.３.３.２－１に今回の実験で使用した、救急車が評価車両に接近する際の情報を取

得する評価システムを示す。また、車車間通信成立、サイレン音聴取、赤色灯視認のタイミ

ング時の距離測定についての評価の概要を述べる。 

 

 車車間通信成立タイミングにおける車間距離 

車車間通信が成立したタイミングを計測する為に、平成 26 年度に使用した通信評価装

置と平成 27年度に開発したログ装置を利用し救急車からの車車間メッセージが受信さ

れた時刻を記録する。その時刻を基準としてオフライン解析によりそれぞれの車両の

位置を割り出して車間距離を求める。 

 

 サイレン音聴取タイミング 

車両の前後左右に搭載したドライブレコーダーにより録音された救急車のサイレン音

より評価車両内におけるサイレン音聴取時刻を記録する。その時刻を基準としてオフ

ライン解析によりそれぞれの車両の位置を割り出して車間距離を求める。 

評価車両内部は、窓を閉じて余分な音は一切なく静かであり、救急車の到来を待ち受

ける間は一時停車/低速走行で走行ノイズも小さく理想的な測定環境である。これに対

し、実環境においては、カーオーディオを使用したり、走行ノイズが大きかったりす

ることで、よりサイレン音聴取タイミングが遅れる傾向にあると想定している。 

 

 赤色灯視認タイミング 

車両の前後左右に搭載したドライブレコーダーに録画された画像（赤色灯）により、

評価車両で救急車が視認できた時刻を記録する。その時刻を基準としてオフライン解

析によりそれぞれの車両の位置を割り出して車間距離を求める。 

ドライブレコーダーの画像をオフラインで解析するので、実環境でドライバーがルー

ムミラーなどで赤色灯を目視確認するよりも微細な映像を視認することができる。そ

のため、ドライバーが運転する状況下で救急車を視認するのは、本実験で計測された

視認タイミングよりも遅れる傾向にあると想定している。 

 

こうして得られた、車車間通信成立タイミングと距離、サイレン音聴取タイミングと距離、

赤色灯による救急車の視認タイミングと距離の前後関係を確認することにより、車車間通信

による救急車接近の情報提供が有効であるかを評価する。 
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図 ５.３.３.２－１ 評価システム 

(a) 車載無線機とログ装置 (b) 通信評価装置 

(c) HMI 装置（ナビ） (d) HMI 装置（タブレット） 

(e) カメラＡによる撮影 (f) ドライブレコーダーによる撮影 
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評価車両としては、トヨタ自動車株式会社製プリウスＨＶを用いた。図 ５.３.３.２－２

に評価用実験車両とカメラの搭載状況を示す。 

 

図 ５.３.３.２－２ 評価車両とカメラの搭載状況 

(a) 評価車両 

(b) ビデオカメラとドラレコ（前方） (c) ドラレコ（後方） 

(d) ドラレコ（左方） (e) ドラレコ（右方） 
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２） 評価項目 

救急車が評価車両に接近する際の、車車間通信成立時刻とそのタイミングでの 2 車両間

の距離、救急車の接近が評価車両に搭載したビデオカメラやドラレコに記録された「サイレ

ン音」「赤色灯」で認識された時刻とそのタイミングでの 2 車両間の距離を算出して、車車

間通信による情報や、救急車の「サイレン音」、「赤色灯」の情報が評価車両に到達する順序

を確認することにより、車車間通信による情報提供がより早いことを評価する。 

ここで用いる 2 車両間の距離は、救急車の車車間メッセージが評価車両に到達したタイ

ミングにおける救急車と評価車両の位置（緯度/経度）より求める 2 車両間の直線距離とす

る。また、サイレン音聴取や赤色灯視認のタイミングでの距離も同様にその時刻における 2

車両の位置から求めた 2 車両間の直線距離とする。 

 

３） 評価方法 

名古屋市内で 1 日の救急搬送数の多い独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター

（17.6 件/日[2]）周辺と名古屋第二赤十字病院（25.4 件/日[2]）周辺において、評価車両を

用いて救急車の接近状況を評価した。 

図 ５.３.３.２－３に独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター（以降、名古屋医療

センター）周辺での評価車両による救急車接近時の「車車間通信成立」「サイレン音聴取」

「赤色灯視認」タイミングの測定区間、図 ５.３.３.２－４に八事日赤周辺における評価車

両の測定位置と救急車の走行ルートを示す。八事日赤周辺では評価車両を交差点付近の駐車

場に駐車した状態で測定した。 

名古屋医療センター周辺の実験の様子を図 ５.３.３.２－５に、名古屋第二赤十字病院周

辺の実験の様子を図 ５.３.３.２－６に示す。 

名古屋医療センター周辺の評価では、図 ５.３.３.２－３で示すように救急車が北方から

評価車両の後方に接近する走行パターンと、交差点に東向きに評価車両を駐車して救急車が

左方から接近する走行パターンを評価した。救急車が後方から接近する走行パターンでは、

評価車両より約 500m 後方（北方）に離れた歩道橋で北方からの救急車の接近を監視、救

急車を発見した監視員から評価車両に連絡が入ったところで救急車接近に伴う「車車間通信」

「サイレン音」「赤色灯」データの測定を開始した。また固定観測点では、評価車両は交差

点に向かって停車した状態で左側方（北方）から接近する救急車の「車車間通信」「サイレ

ン音」「赤色灯」の測定を実施した。 

ここで、車車間通信成立距離は、車車間通信成立タイミングに車車間通信評価装置で観測

した救急車と評価車両の位置から算出する。算出イメージを図 ５.３.３.２－７に示す。ま

たサイレン音聴取や救急車の赤色灯認識タイミングは、認識時のドライビングレコーダ（以

下ドラレコ）に記録されている時刻を参照し、車車間通信成立距離算出と同様に、車車間通

信評価装置に記録されているそのタイミングの救急車と評価車両の位置から算出する。算出

イメージを図 ５.３.３.２－８に示す。 
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名古屋第二赤十字病院周辺の評価では、評価車両は図 ５.３.３.２－４で示す駐車場に駐

車した状態で名古屋第二赤十字病院の救急車入口にアプローチする救急車の接近を監視し

評価を行った。評価車両の駐車位置に対して前方（西方）・後方（東方）・左側方（南方）、

右側方（北方）の 4 方向からアプローチする救急車の測定を実施した。 

評価基準としては、救急車の赤色灯が「道路運送車両の保安基準の細目を定める告示

【2009.03.24】〈第三節〉第 231（緊急自動車）の第一項」で「警光灯は、前方 300m の距

離から点灯を確認できる赤色のものであること。（以下略）」と定められていることから、評

価車両と救急車の車車間通信成立タイミングにおける 2 車両の距離が 300m より遠くなれ

ば、赤色灯の視認タイミングやサイレン音の認識タイミングよりも早く情報を得ることがで

きると想定し、上記距離（300m）を基準にして実験の結果を評価した。 

 

 

「国土地理院の電子地形図（http://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html）に実験内容を追記して掲載」 

図 ５.３.３.２－３ 名古屋医療センター周辺走行ルート 
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「国土地理院の電子地形図（http://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html）に実験内容を追記して掲載」 

図 ５.３.３.２－４ 名古屋第二赤十字病院周辺走行ルート 
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図 ５.３.３.２－５ 実験風景（名古屋医療センター周辺） 

(g) 固定観測点から左方の状況 (h) 固定観測点で測定中 

(f) ドラレコでとらえた救急車の画像（後方と右方） 

(d) 救急車走行ルートで待機 (e) 救急車データ取得中 

(b) 歩道橋より北の状況 (c) 歩道橋より南の状況 

(a) 救急車を監視した歩道橋 
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図 ５.３.３.２－６ 実験風景（名古屋第二赤十字病院周辺） 

(a) 名古屋第二赤十字病院北の駐車場での観測 

(b) 交差点より北方の状況 (c) 交差点より南方の状況 

(d) 交差点より西方の状況 (e) 交差点より東方の状況 
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図 ５.３.３.２－７ 車車間通信距離算出例 
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（晴天・昼間時） 

 

 

（雨天・夜間時） 

 

図 ５.３.３.２－８ 救急車認識タイミング算出例 

（ドラレコに記録されている時刻からログファイルの評価車両と救急車の位置を算出する） 
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４） 評価結果 

【名古屋医療センター周辺】 

救急車が走行する走行パターンは、シミュレーションで用いるルートに相当する走行パタ

ーンを中心に評価した（図 ５.３.３.２－３において北から南に走行する走行パターン）。救

急車と評価車両の車車間通信が成立したタイミングでの 2 車両間の距離、救急車のサイレ

ン音聴取や赤色灯視認が評価車両でできたタイミングでの 2 車両間の距離、そして、車車

間通信が成立してからドライブレコーダーにより救急車を視認するまでに救急車が評価車

に接近する距離を表 ５.３.３.２－１に示す。 

 

表 ５.３.３.２－１ 評価結果（国立名古屋医療センター周辺） 

【救急車が後方から接近するパターン】 

事例 
車車間通信 

成立 

サイレン 

音聴取 

救急車 

視認 

車車間通信成立後 

視認までの距離差 

情報提供後 

（300m と設定） 

視認までの距離 

1 570m 200m 200m 370m 100m 

2 560m 380m 374m 186m － 

3 530m 177m（雨天） 230m 300m 70m 

4 575m 220m 200m 375m 100m 

5 520m 286m 231m 289m 69m 

6 567m 292m 219m 348m 81m 

平均 554ｍ 259ｍ 242m 311ｍ 84m 

【救急車が側方から接近するパターン】 

事例 
車車間通信 

成立 

サイレン 

音聴取 

救急車 

視認 

車車間通信成立後 

視認までの距離差 

情報提供後（300m） 

視認までの距離 

1 468m 166m 137m 331m 163m 

2 414m 107m 144m 270m 106m 

平均 441ｍ 137m 141m 301m 135m 

 

救急車が後方から接近する走行パターンでは、救急車と評価車両の距離が約 550m とな

ったタイミングで車車間通信がまず成立、その後、2 台の車両の距離が約 250m となったタ

イミングで実際のサイレン音が聴取されるとともに救急車の赤色灯が視認されている。サイ

レン音聴取のタイミングと救急車の赤色灯視認タイミングは評価車両の周囲環境（天候、周

辺雑音、交通状況）により順序が入れ替わることがある（後方より接近の 3 行目）が、車

車間通信成立から救急車視認までは距離にして平均約 300m 余裕があることが分かった。 

実験では、歩道橋の監視員から救急車の接近を知らされた評価車両が停止状態から走行開

始し、後方から接近する救急車に追いつかれるという走行パターンで測定したので、救急車
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と評価車両の速度差は大きく、平均約 15km/h と仮定すると車車間通信成立から救急車視認

まで 300m÷15km/h＝約 72 秒の時間的余裕があることになる。 

 

ここで仮に、車車間通信で得られた情報をもとにして、評価車両から 300m 後方に救急

車が接近したタイミングで車両に搭載されたHMI装置などを活用して緊急車両接近情報を

ドライバーに通知すると仮定すると、救急車接近情報通知タイミングにおける車両間の距離

から実際に緊急車両を認識するタイミングにおける車両間の距離まで、救急車が走行により

短縮する距離としては約 84m で、余裕時間としては 84m÷15km/h＝約 20.2 秒となる。表 

５.３.３.２－１の右端の列にドライバーに対して緊急車両接近情報を通知してから視認ま

での余裕距離を試算した結果を示す。 

これらの評価結果から、救急車と一般車両の車車間通信が成立してからドライバーが救急

車を認識するまでには一定の時間差が確保されるため、ドライバーは余裕をもって行動でき

る時間が創出されていることがわかる。 

 

【名古屋第二赤十字病院周辺】 

名古屋医療センター周辺は片側 5 車線で直線道路という電波伝搬には非常に条件の良い

環境であった。これに対して、電波伝搬にとってより厳しい環境でも、救急車からの車車間

通信がサイレン音や赤色灯よりも速く評価車両に到達するかを確認する為に名古屋第二赤

十字病院周辺において確認を行った。 

名古屋第二赤十字病院周辺は図 ５.３.３.２－９に示すように、片側 2 車線と片側 1 車線

の道路が交差する交差点の約 10m 南に救急車の入り口がある。この交差点につながる方路

はすべてアップダウンがあり、かつ、曲がった道路という条件である。ここで交差点の 4

方路全てから到来する救急車が観測できるポイントに評価車両を駐車して観測を行った。収

集したデータのまとめを表 ５.３.３.２－２～表 ５.３.３.２－５に示す。 
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図 ５.３.３.２－９ 名古屋第二赤十字病院周辺 

 

 

表 ５.３.３.２－２ 評価結果（名古屋第二赤十字病院周辺：北→南） 

事例 車車間通信成立 サイレン音聴取 救急車視認 通信成立後距離 

1 296m 193m 29m 267m 

2 302m 70m 33m 269m 

3 290m 233m 34m 256m 

4 290m 202m 49m 241m 

5 282m 81m 38m 244m 

6 196m 180m 32m 164m 

7 276m 163m 38m 238m 

8 289m 218m 33m 256m 

平均 278m 168m 36m 242m 
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表 ５.３.３.２－３ 評価結果（名古屋第二赤十字病院周辺：南→北） 

事例 車車間通信成立 サイレン音聴取 救急車視認 通信成立後距離 

1 470m 116m 42m 428m 

2 422m 149m 41m 381m 

3 185m 185m 28m 157m 

平均 359m 150m 37m 322m 

 

表 ５.３.３.２－４ 評価結果（名古屋第二赤十字病院周辺：東→西） 

事例 車車間通信成立 サイレン音聴取 救急車視認 通信成立後距離 

1 605m 166m 103m 502m 

2 531m 162m 25m 506m 

3 523m 150m 129m 394m 

4 521m 156m 135m 386m 

5 606m 156m 39m 567m 

6 602m 231m 100m 502m 

7 457m 261m 57m 400m 

平均 549m 183m 84m 465m 

 

表 ５.３.３.２－５ 評価結果（名古屋第二赤十字病院周辺：西→東） 

事例 車車間通信成立 サイレン音聴取 救急車視認 通信成立後距離 

1 659m 361m 87m 572m 

2 637m 172m 110m 527m 

3 609m 215m 110m 499m 

4 640m 322m 113m 527m 

5 337m 222m 65m 272m 

6 650m 165m 109m 541m 

7 646m 225m 51m 595m 

8 343m 118m 118m 225m 

平均 565m 225m 95m 470m 

 

見通しのきかない環境でも、サイレン音聴取タイミングより前に救急車接近を車車間通信

が成立したタイミングで知ることができることを確認できた。評価車両の進行方向にあたる

「東→西」（救急車が後方より接近）、「西→東」（同、前方より接近）では、平均すると救急

車と評価車両の距離が約 550m のタイミングで車車間通信が最初に成立し、その後、2 台の

車両の距離が約 200m になったタイミングでサイレン音が聴取され、約 90m のタイミング
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で救急車の赤色灯が視認されている。名古屋第二赤十字病院付近の環境は図 ５.３.３.２－

７に示すように見通しがきかないため、サイレン音聴取タイミングと救急車視認のタイミン

グの差が大きくなっていると思われる。 

また、評価車両の左右側方から接近するパターンにあたる「北→南」（救急車が右方から

接近）、「南→北」（同、左方から接近）では、平均すると 2 台の車両間の距離が約 300m に

なったタイミングで車車間通信が成立し、約 150m になったタイミングでサイレン音が聴

取、約 35m になったタイミングで救急車の赤色灯が視認されている。 

この結果から、見通しのきかない環境においても、救急車と評価車両の車車間通信が成立

した後にサイレン音聴取や赤色灯視認により救急車が認識される順序は変わらないことが

確認できた。また、車車間通信成立から救急車視認までは距離にして平均約 450m（救急車

が前後方向から接近）、あるいは、平均約 250m（救急車が左右方向から接近）の余裕があ

ることがわかった。救急車が平均約 20km/h で評価車両に接近していると仮定すると、救急

車が前後方向から接近する場合は 450m÷20km＝約 81 秒、左右方向から接近する場合は

250m÷20km/h＝約 45 秒の時間的余裕があることになる。 

上記検討の具体例として、実際に「東→西」のルートで救急車が接近した場合の、車車間

通信が成立したタイミング、サイレン音を聴取したタイミング、救急車が視認できたタイミ

ングとその時の救急車の位置を図 ５.３.３.２－１０に示す。このデータは表 ５.３.３.２－

３の 1 番目のデータに対応する。車車間通信が成立した時刻が 14:54:00 でサイレン音が聴

取できた時刻がその約 70 秒後の 14:55:10、救急車を視認できた時刻はさらにその約 8 秒後

（つまり車車間通信成立から約 78 秒後）の 14:55:18 である。 

 

 

図 ５.３.３.２－１０ 救急車接近時のイベント発生タイミング 
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片側 5 車線の直線道路という、電波伝搬にとって良好な環境の国立名古屋医療センター

周辺での評価結果と、片側 1 車線でカーブもあり高低差もあり見通しのきかない、電波伝

搬にとって良好とは言えない環境の名古屋第二赤十字病院周辺での評価結果を比較しても、

車車間通信が成立したタイミングに対する、救急車のサイレン音が聴取できたタイミングと

救急車が赤色灯により視認できたタイミングの順番が変わることは無く、そのタイミングの

差も約 60 秒程度はある事が確認できた。 

今回の実験結果から、電波伝搬にとっての環境の良し悪しによらず、ドライバーがサイレ

ン音を聴取するタイミングよりも早いタイミングで救急車と評価車両の車車間通信が成立

していることが確認できた。 

 

 

５.３.３.３. 交通シミュレーションによる救急車移動時間短縮効果の検証 

本節では、救急車接近通知アプリケーションによる情報提供が一般車両への速やかな回避

行動を促し、救急車移動時間短縮に繋がることを検証する。また、車載器の普及状況ごとの

有効性を示し、このようなアプリケーションが有効となる普及率を確認する。具体的には、

様々な道路条件が含まれた状況の下で、救急車接近通知アプリケーションが導入されること

によって一般車両がスムーズに回避できること、および救急車の移動時間を短縮できること

検証する。なお、車載器が普及した状況を現実に再現することは困難であるため、本研究開

発においては、実際のドライバーの回避行動モデルを作成し、それを組み込んだ交通シミュ

レーションを用いて検証する。 

そのために、実際の一般車両のドライバーの救急車の回避行動およびアプリケーション通

知時の反応をモデル化し、それをシミュレーションに組み込む。検証は、理想的な道路状況

だけではなく実際の様々な要因が含まれた道路状況において行うことが望ましい。また、車

載器がどの程度普及するとアプリケーションが有効となるかを明確にする必要がある。以上

をふまえ、本研究開発では下記の内容を実施した。 

① 救急車回避行動のドライビングシミュレータ実験による調査（５.３.３.３.１、５.３.

３.３.２） 

 救急車接近時の一般車両のドライバーの回避行動に関するデータを取得するた

めのドライビングシミュレータによる実験 

 救急車接近通知アプリケーションに対する反応に関するアンケート調査 

② 救急車移動時間短縮効果のシミュレーションによる検証（５.３.３.３.３） 

 実験結果データに基づく一般車両ドライバーの緊急車両回避行動モデルの構築 

 評価対象道路モデルの構築 

 評価対象道路上における車載器の普及率ごとのシミュレーション評価 
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５.３.３.３.１. 救急車回避行動のドライビングシミュレータ実験による調査 

一般車両のドライバーの緊急車両接近時の回避行動および緊急車両接近通知アプリケー

ションによる通知時の反応を把握するために、一般から被験者を募り、被験者に対してドラ

イビングシミュレータを用いた運転実験およびアンケート調査を実施した。 

 

１） 被験者の収集 

緊急車両接近通知アプリケーションの効果を検証するための被験者としては、日頃から運

転をしているドライバーが望ましい。また、実験結果に何らかのバイアスのかかる要因は可

能な限り排除する必要がある。これらを考慮し、被験者候補となるモニタをスクリーニング

調査によって収集した。スクリーニングの条件は運転免許を所持し週に 1,2 回以上の運転機

会があると回答した 30 代から 50 代の男性および女性である。 

上記条件に合致するモニタ数は６９４名であった。実験の被験者は、後述する実験シナリ

オに基づき７５名を想定しているため、条件に合致したモニタから被験者を選定した。被験

者は、モニタの中から特に優先順位は設けず、年齢・男女関係なく実験日程内に参加可能な

被験者を選定した。収集した７５名の被験者の属性は、以下のとおりである。 

 

① 被験者の性別・年代分布 

特に割り付けは行わなかったが、ほぼ均等に分布した（図 ５.３.３.３.１－１、図 ５.３.

３.３.１－２）。 

 

図 ５.３.３.３.１－１ 被験者の性別分布 

 

 

図 ５.３.３.３.１－２ 被験者の性別ごとの年代分布 

 

男性

51%

女性

49%

34% 

32% 

34% 

32% 

32% 

35% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 

女性 

30代 40代 50代 
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② 被験者の運転頻度分布 

男性は週に１～２回程度運転する人が多く、女性は週に１～２回，３～５回程度運転する

人が多い（図 ５.３.３.３.１－３）。 

 

図 ５.３.３.３.１－３ 被験者の性別ごとの運転頻度分布 

 

２） ドライビングシミュレータ実験 

救急車接近時の一般車両のドライバーの回避行動データを取得するために、ドライビング

シミュレータを用いて、救急車が接近する状況を再現し、その状況の下で被験者の運転行動

を記録する実験を行った。 

 

① 実験環境 

ドライビングシミュレータの筐体は、株式会社フォーラムエイトが開発したものを使用し

た。筐体は 6 軸モーションプラットフォームを備えており、ブレーキ、アクセル、ステア

リング操作に連動して応じて筐体が傾くものである。画面は 26 インチの LCD モニタを前

面と左右に配置する。また、また、運転席左側にはナビゲーション機能および救急車接近通

知情報提供機能を持つ 7 インチのディスプレイ（以降、ナビ画面）を設置した。実験に使

用したドライビングシミュレータ筐体の外観を図 ５.３.３.３.１－４に示す。 
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図 ５.３.３.３.１－４ ドライビングシミュレータ筐体 

 

実験時に走行する仮想道路環境の構築には、株式会社フォーラムエイトが開発・販売して

いるドライビングシミュレーション用のバーチャルリアリティ作成ソフト「UC-win/Road 

Ver.10 Driving Sim1（以下、UC-win/Road）」を使用した。UC-win/Road では、車道や歩

道、沿道建物や街路樹、信号機などを仮想空間内に配置し、実際の道路環境に近い環境を表

現することができる。また、シナリオ設定機能により、被験者が運転する車両（以降、自車

両）以外の車両の動きを制御することができる。救急車の走行についても本機能により実現

している。実験用に構築した仮想道路空間の景観の例を図 ５.３.３.３.１－５に示す。なお、

図中の左側に位置する表示は、実際にはドライビングシミュレータのナビ画面上に表示され

るものである。 

 

                                                      
1 「UC-win/Road Ver.10 Driving Sim」は、株式会社フォーラムエイトの登録商標である。 
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図 ５.３.３.３.１－５ ドライビングシミュレータ上での景観例 

 

被験者のドライビングシミュレータでの運転の様子を運転席前方と後方の２箇所からカ

メラで撮影し、その映像を録画した（図 ５.３.３.３.１－６）。録画した映像は、ドライビ

ングシミュレータの実験後に、救急車接近時の認知および判断のきっかけやタイミングを特

定するためのインタビューを行う際に使用した。 

 

 

図 ５.３.３.３.１－６ 実験時の映像記録イメージ  
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② 実験シナリオ 

ドライビングシミュレータの実験で走行するコースは、片側１車線の道路と片側２車線の

道路が信号交差点で交差する仮想的な道路とした。図 ５.３.３.３.１－７は、モデル化した

実験コースおよび沿道建物配置した俯瞰図である。 

 

 

図 ５.３.３.３.１－７ ドライビングシミュレータ上の実験コース 

 

救急車の接近時には、被験者であるドライバーに救急車のサイレン音が聞こえるものとし

た。救急車が自車両から半径 60m 接近時から 20m 近くなるごとにサイレンの音量が大きく

なるように設定した。60m という閾値は、馬場、江端の研究[3]において、救急車との距離

がおよそ 60m で約半分の人が音に気づくとされていることを参考に設定している。 

 

救急車接近通知アプリケーションによるドライバーへの情報提供方法として、本研究開発

ではナビ画面に接近情報を表示するものとした。ナビ画面への表示内容として、通常時のナ

ビ画面である「通常モード」と、救急車接近を通知する「救急車接近通知モード」の２つと

した。 

通常モードでは、地図上への自車両の現在位置のプロットと、進行経路を文字で表示する。

救急車接近通知モードでは、自車両の現在位置のプロットと進行経路情報に加え、地図上へ

の救急車の位置のプロットおよび緊急車両までの距離と、後方・側方の接近方向を図示した

ものを表示する。通常モードおよび救急車接近通知モード（後方接近時、側方接近時）のナ

ビ画面イメージをそれぞれ図 ５.３.３.３.１－８および 

図 ５.３.３.３.１－９に示す。 

信号交差点

信号交差点
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図 ５.３.３.３.１－８ 通常モードのナビ画面 

 

 

図 ５.３.３.３.１－９ 救急車接近通知モードのナビ画面（左：後方接近時、右：側方接近時） 

 

なお、救急車接近通知アプリケーションからドライバーへの救急車の接近通知は、後方接

近の場合は、救急車からの距離が 300m 以内、側方接近の場合は車車間通信の障害物によ

る減衰を考慮して救急車と遭遇する交差点からの距離が 100m 以内となったタイミングで

行うものとした。また、通常モードから救急車接近通知モードに切り替わる際には、「ポン」

とアラート音を発音するものとした。 
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救急車接近時におけるドライバーの反応を観測するシナリオとして、以下の状況を考慮し

た。 

 救急車の接近方向 

 後方 

 側方 

 自車両の走行道路車線数 

 片側 1 車線 

 片側 2 車線 

 先行車両の救急車回避行動 

 回避行動をしない 

 救急車が 60m まで接近時に回避行動をする 

※サイレンが聞こえている状態で先行車両が回避していることを想定 

 救急車が 120m まで接近時に回避行動をする 

 サイレンが聞こえていない状態で先行車両が回避していることを想定 

 先行車両の回避方向（回避行動をする場合） 

 道路左側へ回避 

 道路右側へ回避 

 救急車接近通知アプリによる情報提供 

 情報提供あり 

 情報提供なし 

 

また、被験者があらかじめ救急車来ることを想定して実験に臨んだ場合には日常とは異な

る運転行動をしてしまう可能性があることから、被験者に救急車接近状況の行動観察が実験

の主目的であることを悟られないことを目的として、実験の目的とは関係のない以下のダミ

ーのシナリオを用意した。 

 

 イベントなし：救急車接近などのイベントが何も発生しない 

 工事：走行路前方に 50m ほど 1 車線規制（ナビ画面に規制情報を表示） 

 故障車：走行路前方の路肩に故障車両が停止 

 右折時直進車交錯：自車両が右折時に大型車の影から乗用車が直進してくる 

 右折時自転車交錯：自車両が右折時に自転車が直進してくる 

 ボール飛出し：走行路前方をボールが横切る 

 

以上を踏まえ、実施する 29 の実験シナリオの一覧を表 ５.３.３.３.１－１に示す。なお、

救急車接近シナリオには条件の組合せに応じて 1A~4D のコードを付与している。 
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表 ５.３.３.３.１－１ 実験シナリオ一覧 

 

 

片側 1 車線の後方接近時のシナリオ（1A,1B,1C,1D,1E,1F）では、図 ５.３.３.３.１－１

０に示す経路を走行する。このとき、救急車は、走行開始点から 120m 以上かつ交差点よ

り 50m 手前までの範囲で追いつくことが出来るように発生タイミングと速度を設定し、自

車両の後方から接近する。制限速度を 50km/h とし、それ以上の速度は出せないものとした。

救急車は、自車両が回避した状態の場合に、右寄りに避けて追い越す。 
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図 ５.３.３.３.１－１０ 片側 1 車線、後方接近時の走行経路 

 

 

図 ５.３.３.３.１－１１ 片側 1 車線、後方接近時の走行イメージ 

 

片側 2 車線の後方接近時のシナリオ（2A,2B,2C,2D,2E,2F,2G,2H,2I,2J）では、図 ５.

３.３.３.１－１２に示す経路を走行する。2 車線のうち右車線から走行を開始し、被験者が

左車線に車線変更しないよう、左車線は他車両で混雑した状態とした。このとき、救急車は、

走行開始点から 120m 以上かつ交差点より 50m 手前までの範囲で追いつくことが出来るよ

うに発生タイミングと速度を設定し、自車両の後方から接近する。制限速度を 50km/h とし、

それ以上の速度は出せないものとした。救急車は、自車両が回避した状態の場合に、右また

は左寄りに避けて追い越す。 

緊急車両
対象車両

先行車両

片側1車線

後方接近
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図 ５.３.３.３.１－１２ 片側 2 車線、後方接近時の走行経路 

 

 

図 ５.３.３.３.１－１３ 片側 2 車線、後方接近時の走行イメージ 

 

片側 1 車線の側方接近時のシナリオ（3A,3B）では、図 ５.３.３.３.１－１４に示す経路

を走行する。直交方向の道路を直進する救急車と交差点で交錯するよう、救急車の速度を交

差点手前で調整し、自車両が交差点に差し掛かり、救急車を目視できるタイミングになった

時点で、交差点停止線付近を時速 10km 程度で走行している状態とした。なお、自車両が

スムーズな走行状態で交差点に差し掛かる状態になるように、交差点での自車両側の信号は

常に青となるように設定し、先行車両を含めた他車両は存在しない状態とした。 

 

緊急車両
対象車両

先行車両

片側2車線

後方接近
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図 ５.３.３.３.１－１４ 片側１車線、側方接近時の走行経路 

 

 

図 ５.３.３.３.１－１５ 片側１車線、側方接近時の走行イメージ 

 

片側 2 車線の側方接近時のシナリオ（4A,4B）では、図 ５.３.３.３.１－１６に示す経路

を走行する。直交方向の道路を直進する救急車と交差点で交錯するよう、救急車の速度を交

差点手前で調整し、自車両が交差点に差し掛かり、救急車を目視できるタイミングになった

時点で、交差点停止線付近を時速 10km 程度で走行している状態とする。なお、自車両が

スムーズな走行状態で交差点に差し掛かる状態になるように、交差点での自車両側の信号は

常に青となるように設定し、先行車両を含めた他車両は存在しない状態とする。 

 

 

緊急車両

対象車両

側方接近

全沿道には視界を
遮る建物が存在
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図 ５.３.３.３.１－１６ 片側 2 車線、側方接近時の走行経路 

 

 

各被験者に対して、一人あたりの実験時間および被験者への実験の負担を考慮し、10 種

類のシナリオを割り当てた。 

被験者があらかじめ救急車来ることを想定して実験に臨んだ場合には日常とは異なる運

転行動をしてしまう可能性があることから、被験者に救急車接近状況の行動観察が実験の主

目的であることを悟られないことを目的として、10 シナリオのうち 3 シナリオを救急車接

近シナリオとして、残りの 7 シナリオをダミーシナリオとした。また、以下を考慮しシナ

リオの割り付けを行った。（図 ５.３.３.３.１－１７） 

 

 初回はドライビングシミュレータでの運転に慣れていないため、習熟することを目的

として、特にイベントが発生せず、右折を含むダミーシナリオ(DM2)を割り当てる。 

 10 シナリオ中、4、7，10 番目の 3 シナリオにはそれぞれ異なる救急車接近シナリオを

割り当てる。 

 10 シナリオ中、7 つのダミーシナリオには、初回に設定された DM2 以外のダミーシ

ナリオ(DM1〜DM7)を重複なしのランダムな順番で設定する。 

 各救急車接近シナリオについては、75 名の被験者を通して 10 サンプル以上取得出来

るように割り付ける。 

 救急車接近シナリオにおいて片側 1 車線の後方接近、片側 2 車線の後方接近、側方接

近の 3 種類の中のいずれか 1 種類のみ 3 回実施することを避けるように割り付ける。 
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 緊急車両接近情報「提供あり」のシナリオの後に、「提供なし」シナリオを実施すると、

「表示されると思った情報が表示されていない」状況となり、混乱をきたす可能性が

あることから、情報提供ありのシナリオが含まれる場合には「なし→あり→あり」の

順番か、もしくは「なし→なし→あり」の順番になるように割り付ける。 

 

 

図 ５.３.３.３.１－１７ 被験者一人あたりのシナリオ構成 

 

 

③ 実験要領 

75 名の被験者に対してドライビングシミュレータによる運転実験を行った。実施期間、

実施場所および実施手順は以下のとおりである。 

 

 実施期間 

16 日間 

 実施手順 

1.  はじめに実験担当者より被験者にドライビングシミュレータの機材及び実験内

容に関して十分な説明を行なったうえで、②で述べた通りダミーシナリオ 7 コ

ースと救急車が登場するシナリオ 3 コースの合計 10 コースを、画面の指示に従

って運転するよう被験者に依頼する。なお、被験者には救急車接近時の行動を

取得する目的であることは告げず、普段通りの運転を行い、何かイベントが起

実験説明

ダミーシナリオ

ダミーシナリオ

ダミーシナリオ

救急車シナリオ

ダミーシナリオ

ダミーシナリオ

救急車シナリオ

ダミーシナリオ

ダミーシナリオ

救急車シナリオ

ビデオを見なが
らインタビュー

アンケート
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これば随時適切に対応をお願いする。また、救急車接近通知アプリケーション

による通知が行われるシナリオを実施する被験者に対しては、あらかじめ救急

車接近時に通知される旨は告げず、ナビ画面上に様々な情報提供が行われる旨

のみを伝える。 

2.  ドライビングシミュレータでの運転開始時に、画面上に「直進してください」「一

つ目の交差点を右折してください」といった経路の指示を表示し、被験者は、

それに従い運転を行う。（図 ５.３.３.３.１－１８） 

3.  全シナリオでの走行が終了した後、救急車が登場するシナリオを対象に、実験

中にドライビングシミュレータ前方および後方から撮影した運転中の映像を見

ながら、実験担当者が被験者に緊急車両回避時の意思決定に関する以下のイン

タビューを行う。（図 ５.３.３.３.１－１９） 

 救急車認知タイミング 

 救急車認知きっかけ 

 救急車回避行動タイミング 

 救急車回避行動きっかけ 

 

ドライビングシミュレータの実験では、被験者の運転操作ログデータを取得する。取得す

るデータは、以下のとおりである。 

 

 操作ログデータ（時系列） 

 ステアリング変化量[-1.0〜1.0] 

 ブレーキ操作量[0.0〜1.0] 

 アクセル操作量[0.0〜1.0] 

 位置座標[X,Y] 

 速度[km/h] 
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図 ５.３.３.３.１－１８ 実験風景 

 

 

図 ５.３.３.３.１－１９ 実験後インタビューの様子 

 

ドライビングシミュレータの実験の結果、各シナリオについて得られたサンプル数を表 

５.３.３.３.１－２に示す。また、各被験者の運転操作ログをグラフ化した。グラフ化した

例を図 ５.３.３.３.１－２０に示す。 
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表 ５.３.３.３.１－２ 各シナリオの取得サンプル数 

 

 

 

図 ５.３.３.３.１－２０ ドライビングシミュレータの操作ログをグラフ化した例 

 

④ 実験結果 

認知したきっかけについて、以下のシナリオで集計した結果をそれぞれ図 ５.３.３.３.１

－２１〜図 ５.３.３.３.１－２４に示す。なお、きっかけについては、実験後のインタビュ

ーにおける被験者の回答で判断した。各シナリオ毎の全被験者数に対する各きっかけと回答

した被験者の割合である。 

 

 「後方接近時・接近通知なし」のシナリオ（1A, 1C, 1D, 2A, 2C, 2D, 2G, 2H） 

 「後方接近時・接近通知あり」のシナリオ（1B, 1E, 1F, 2B, 2E, 2F, 2I, 2J） 
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 「側方接近時・接近通知なし」のシナリオ（3A, 4A, 4C） 

 「側方接近時・接近通知あり」のシナリオ（3B, 4B, 4D） 

 

 

図 ５.３.３.３.１－２１ 後方接近時・接近通知なしシナリオの認知きっかけ 

 

 

図 ５.３.３.３.１－２２ 後方接近時・接近通知ありシナリオの認知きっかけ 
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図 ５.３.３.３.１－２３ 側方接近時・接近通知なしシナリオの認知きっかけ 

 

 

図 ５.３.３.３.１－２４ 側方接近時・接近通知ありシナリオの認知きっかけ 

 

回避行動の有無について、以下のシナリオで集計した結果をそれぞれ図 ５.３.３.３.１－

２５〜図 ５.３.３.３.１－２８に示す。なお、回避の有無については、操作ログデータおよ

び実験映像データを参考に、救急車を回避する行動を明確に行ったかどうかで判断した。 

 「後方接近時・接近通知なし」のシナリオ（1A,1C,1D,2A,2C,2D,2G,2H） 

 「後方接近時・接近通知あり」のシナリオ（1B,1E,1F,2B,2E,2F,2I,2J） 
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 「側方接近時・接近通知なし」のシナリオ（3A,4A,4C） 

 「側方接近時・接近通知あり」のシナリオ（3B,4B,4D） 

 

 

図 ５.３.３.３.１－２５ 後方接近時・接近通知なしシナリオの回避有無割合 

 

 

図 ５.３.３.３.１－２６ 後方接近時・接近通知ありシナリオの回避有無割合 
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図 ５.３.３.３.１－２７ 側方接近時・接近通知なしシナリオの回避有無割合 

 

 

図 ５.３.３.３.１－２８ 側方接近時・接近通知ありシナリオの回避有無割合 

 

救急車が接近した際、直接回避するための減速ではなく、予備的な減速を行った被験者の

割合について、以下のシナリオで集計した結果をそれぞれ図 ５.３.３.３.１－２９〜図 ５.

３.３.３.１－３２に示す。なお、予備減速の実施については、操作ログデータを参考に、停

止行動ではない減速を行っているかで判断した。 
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 「後方接近時・接近通知なし」のシナリオ（1A,1C,1D,2A,2C,2D,2G,2H） 

 「後方接近時・接近通知あり」のシナリオ（1B,1E,1F,2B,2E,2F,2I,2J） 

 「側方接近時・接近通知なし」のシナリオ（3A,4A,4C） 

 「側方接近時・接近通知あり」のシナリオ（3B,4B,4D） 

 

 

図 ５.３.３.３.１－２９ 後方接近時・接近通知なしシナリオの予備減速有無割合 

 

 

図 ５.３.３.３.１－３０ 後方接近時・接近通知ありシナリオの予備減速有無割合 
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図 ５.３.３.３.１－３１ 側方接近時・接近通知なしシナリオの予備減速有無割合 

 

 

図 ５.３.３.３.１－３２ 側方接近時・接近通知ありシナリオの予備減速有無割合 

 

回避行動を行うと判断したきっかけについて、以下のシナリオで集計した結果をそれぞれ

図 ５.３.３.３.１－３３〜図 ５.３.３.３.１－３６に示す。なお、きっかけについては、実

験後のインタビューにおける被験者の回答で判断した。 

 「後方接近時・接近通知なし」のシナリオ（1A,1C,1D,2A,2C,2D,2G,2H） 

 「後方接近時・接近通知あり」のシナリオ（1B,1E,1F,2B,2E,2F,2I,2J） 
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 「側方接近時・接近通知なし」のシナリオ（3A,4A,4C） 

 「側方接近時・接近通知あり」のシナリオ（3B,4B,4D） 

 

 

図 ５.３.３.３.１－３３ 後方接近時・接近通知なしシナリオの判断きっかけ 

 

 

図 ５.３.３.３.１－３４ 後方接近時・接近通知ありシナリオの判断きっかけ 
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図 ５.３.３.３.１－３５ 側方接近時・接近通知なしシナリオの判断きっかけ 

 

 

図 ５.３.３.３.１－３６ 側方接近時・接近通知ありシナリオの判断きっかけ 

 

 

回避操作内容について、以下のシナリオで集計した結果をそれぞれ図 ５.３.３.３.１－３

７〜図 ５.３.３.３.１－４０に示す。 

 「後方接近時・接近通知なし」のシナリオ（1A,1C,1D,2A,2C,2D,2G,2H） 

 「後方接近時・接近通知あり」のシナリオ（1B,1E,1F,2B,2E,2F,2I,2J） 
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 「側方接近時・接近通知なし」のシナリオ（3A,4A,4C） 

 「側方接近時・接近通知あり」のシナリオ（3B,4B,4D） 

 

 

図 ５.３.３.３.１－３７ 後方接近時・接近通知なしシナリオの操作内容 

 

 

図 ５.３.３.３.１－３８ 後方接近時・接近通知ありシナリオの操作内容 
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図 ５.３.３.３.１－３９ 側方接近時・接近通知なしシナリオの操作内容 

 

 

図 ５.３.３.３.１－４０ 側方接近時・接近通知ありシナリオの操作内容 

 

 

走行開始時刻から、救急車の接近を認知したタイミングおよびその後回避を判断するタイ

ミングについて、以下のシナリオで集計した結果をそれぞれ図 ５.３.３.３.１－４１〜図 

５.３.３.３.１－４３に示す。なお、認知タイミングについては、実験後の被験者へのイン

タビューでの回答結果を参考とした。判断タイミングについてもインタビューで回答しても
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らったが、ログデータ上では明らかに回避している後の時間を回答しているなど、非常に曖

昧なものであったことから、認知したタイミングから操作ログデータを参考に回避行動を行

っているタイミングの１秒前までの時間を判断タイミングとした。（判断後操作までの時間

を１秒と仮定） 

 

 「片側 1 車線後方接近時」のシナリオ（1A,1B,1C,1D,1E,1F） 

 「片側 2 車線後方接近時」のシナリオ（2A,2B,2C,2D,2E,2F,2G,2H,2I,2J） 

 「側方接近時」のシナリオ（3A,3B,4A,4B,4C,4D） 

 

 

図 ５.３.３.３.１－４１ 片側１車線後方接近時シナリオの認知・判断までの時刻 

 

 

図 ５.３.３.３.１－４２ 片側２車線後方接近時シナリオの認知・判断までの時刻 
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図 ５.３.３.３.１－４３ 側方接近時シナリオの認知・判断までの時刻 

 

３） 救急車接近通知アプリケーションが回避行動に与える影響の分析 

本節ではドライビングシミュレータ実験で取得した被験者の救急車回避行動データを元

に、救急車接近通知アプリケーションが回避行動に与える影響について考察し、回避操作の

迅速化に効果があるかを検証する。 

まず、後方接近時の回避行動における、救急車の認知から実際の回避操作のタイミングに

ついて考察する。図 ５.３.３.３.１－４４は片側 1 車線後方接近時の救急車認知タイミング

および回避操作タイミングの平均値を示している。情報提供なしの場合は、先行車の回避行

動が異なる 3 つのシナリオ、1A、1C、1D の全サンプルの平均である。同様に、情報提供

ありの場合は、シナリオ 1B、1E、1F の全サンプルの平均である。 

縦軸は、サイレン音の提示タイミングとのタイミング差とした。情報提供なしの場合、図

中の棒の最下部がサイレン音の再生タイミングを表し、青色部分がサイレン音提示から認知

までの時間の平均値、オレンジ色部分が認知から回避操作までの時間を示す。一方で、情報

提供ありの場合、棒の最下部は接近通知アプリケーションによる情報提供の表示タイミング

を表す。 

図より、情報提供ありの場合、情報提供なしに比べて認知タイミングが平均 18.4 秒早く

なっており、回避操作タイミングは平均 5 秒早くなっていることが分かる。これは情報提

供ありの場合、情報提供表示がサイレン音より平均 20.3 秒早く行われたためと推測される。

この情報提供をきっかけとして救急車を認知した被験者の割合および回避判断をした被験

者の割合について図 ５.３.３.３.１－４５および図 ５.３.３.３.１－４６に示す。図 ５.３.

３.３.１－４５より、情報提供ありの場合、90%の被験者が接近通知アプリの情報提供をき

っかけに救急車を認知しており、認知タイミングの迅速化に大きな効果があることが分かる。
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一方で、図 ５.３.３.３.１－４６より、回避判断のきっかけが接近通知アプリである被験者

は 27%と 2 番目に多いものの、その割合は認知のきっかけよりも減少している。このこと

から回避判断については、個々の被験者の行動パターンや周囲の交通の状況によりきっかけ

にばらつきがあると考えられる。結果として、接近通知アプリは回避判断のきっかけとして

最も利用され、回避操作の迅速化に繋がることが分かった。但し、効果の度合いは認知タイ

ミングに比べると減少することが分かった。 

図 ５.３.３.３.１－４７は片側 2車線後方接近時の認知タイミングと回避操作タイミング

を表している。片側 2 車線時も片側 1 車線時と同様の傾向にあることを確認し、接近通知

アプリの情報提供が認知タイミングと回避操作タイミングの迅速化に効果があることを確

認した。 

 

図 ５.３.３.３.１－４４ 救急車認知から回避操作までのタイミング（片側 1車線後方接近） 

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

10

情報提供なし 情報提供あり

時
間
[s
]

サイレン音/情報提供~認知
認知~回避操作

ｻｲﾚﾝ音
再生
t=0

-18.4s

-5.0s

情報提供表示
平均-20.3s



201 

 

 

図 ５.３.３.３.１－４５ 救急車認知のきっかけ（片側 1車線後方接近） 

 

図 ５.３.３.３.１－４６ 回避判断のきっかけ（片側 1 車線後方接近） 
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図 ５.３.３.３.１－４７ 救急車認知から回避操作までのタイミング（片側 2車線後方接近） 

 

次に、側方接近時の回避行動について、救急車の認知から実際の回避操作のタイミングに

ついて考察する。図 ５.３.３.３.１－４８は片側 1 車線側方接近時の救急車認知タイミング

および回避操作タイミングの平均値を示している。後方接近時と同様に先行車の回避行動が

異なる複数のシナリオの全サンプルの平均である。 

図より、情報提供ありの場合となしの場合で、認知タイミングと回避操作タイミングはほ

ぼ同等であることが分かる。これは、情報提供の表示タイミングがサイレン音の再生タイミ

ングより平均 3 秒しか早く行われておらず、認知や回避操作の迅速化に影響していないた

めと推測される。実際、図 ５.３.３.３.１－４９に示すように、90%の被験者が接近通知ア

プリの情報提供をきっかけに救急車を認知しており、認知のきっかけとして有用であること

は確認できた。一方で、図 ５.３.３.３.１－５０に示すように、回避判断においては、5%

とわずかな被験者しか情報提供をきっかけとしておらず、結果として回避操作タイミングの
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ング差が小さくなる。一方で、側方接近においても、建造物の高さが低い、建造物の存在す
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が長くなることで情報提供タイミングが早くなり、回避操作の迅速化に十分な効果が得られ

る可能性があると考えられる。 

図 ５.３.３.３.１－５１は片側 2車線側方接近時の認知タイミングと回避操作タイミング

を表している。片側 2 車線時も片側 1 車線時と同様の傾向にあることを確認した。 

 

図 ５.３.３.３.１－４８ 救急車認知から回避操作までのタイミング（片側 1車線側方接近） 

 

 

図 ５.３.３.３.１－４９ 救急車認知のきっかけ（片側 1車線側方接近） 
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図 ５.３.３.３.１－５０ 回避判断のきっかけ（片側 1 車線側方接近） 

 

 

 

図 ５.３.３.３.１－５１救急車認知から回避操作までのタイミング（片側 2車線側方接近） 
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５.３.３.３.２. 被験者へのアンケート調査 

ドライビングシミュレータにて救急車接近通知アプリケーションのシナリオを体験した

３７名の被験者に対しては、救急車接近通知アプリケーションの使い勝手に関するアンケー

トを実施した。 

 

１） 救急車接近通知アプリケーションの使い勝手に関するアンケート 

救急車接近アプリケーションが有効なシナリオ（接近情報ありシナリオ）を体験した３７

名の被験者に対して、救急車接近通知アプリの使い勝手に関するアンケートを実施した。質

問項目は下記の通りである。 

 

質問①：提供された情報は救急車に道を譲る際に役に立ちましたか？ 

質問②：質問①で【役に立った】と答えた人について 

 ②-1：役に立ったと感じた理由は何ですか？ 

 ②-2：提供された以下の４つの情報について、それぞれどの程度役に立ちました

か？ 

 救急車までの距離の数値 

 地図上に表示された救急車の位置 

 画像で表示された救急車の接近方向 

 救急車の接近を知らせる警告音 

 ②-3：今回の情報提供はどのような場面で特に役に立つと思われますか？ 

 ②-4：実際に車を運転する際、同様の情報提供を使いたいと思いますか？ 

 ②-5：このシステムは既存のカーナビ等の車載機器に機能を追加して使用するこ

とが想定されています。既存のカーナビにこの機能が追加された場合、どのく

らい上乗せした価格なら付けたいと思いますか？ 

質問②：質問①で【役に立たなかった】と答えた人について 

 ②-1：役に立たなかったと感じた理由は何ですか？ 

 ②-2：提供された４つの情報について、どの程度役に立ちましたか？ 

 救急車までの距離の数値 

 地図上に表示された救急車の位置 

 画像で表示された救急車の接近方向 

 救急車の接近を知らせる警告音 

 ②-3：今回の情報提供はどのような場面で特に役に立つと思われますか？ 

まず、質問①「提供された情報は救急車に道を譲る際に役に立ちましたか？」という質問

については、「役に立った」、または「どちらかと言えば役に立った」と回答した被験者は

32 名であった。一方、「どちらかと言えば役に立たなかった」、または「役にたたなかった」

と回答した被験者は 5 名であった。 
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図 ５.３.３.３.２－１「提供された情報は救急車に道を譲る際に役に立ったか」回答結果 

 

「役に立った」または「どちらかと言えば役に立った」と回答した 32 名に対して、以下

の質問を行った回答結果をそれぞれ図 ５.３.３.３.２－２〜図 ５.３.３.３.２－６に示す。 

 

 「役に立ったと感じた理由」（図 ５.３.３.３.２－２） 

 「提供された４つの情報について、どの程度役に立ったか」（図 ５.３.３.３.２

－３） 

 救急車までの距離の数値 

 地図上に表示された救急車の位置 

 画像で表示された救急車の接近方向 

 救急車の接近を知らせる警告音 

 「情報提供がどのような場面で特に役に立つと思うか」（図 ５.３.３.３.２－４） 

 「実際に車を運転する際に同様の情報提供を使いたいと思うか」（図 ５.３.３.

３.２－５） 

 「既存のカーナビへ機能追加される場合の上乗せ価格の上限」（図 ５.３.３.３.

２－６） 
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図 ５.３.３.３.２－２ 「役に立ったと感じた理由」回答結果 

 

 

図 ５.３.３.３.２－３ 「提供された各情報はどの程度役に立ったか」回答結果 
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図 ５.３.３.３.２－４ 「提供された情報が特にどの場面で役に立つと思うか」回答結果 

 

 

図 ５.３.３.３.２－５ 「実際に車を運転する際に同様の情報提供を使いたいと思うか」回答

結果 

 

そう 思う

6 2 . 5 %

どちらかと言

えばそう 思う

3 7 . 5 %

どちらかと言

えば思わない

0 . 0 %

そう 思わない

0 . 0 %
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図 ５.３.３.３.２－６ 「既存のカーナビへ機能追加される場合の上乗せ価格の上限」回答結

果 

 

一方、「どちらかと言えば役に立たなかった」または「役に立たなかった」と回答した 5

名に対して、以下の質問を行った回答結果をそれぞれに図 ５.３.３.３.２－７〜図 ５.３.

３.３.２－１０示す。 

 

 「役に立たなかったと感じた理由」（図 ５.３.３.３.２－７） 

 「提供された４つの情報について、どの程度役に立ったか」（図 ５.３.３.３.２

－８） 

 救急車までの距離の数値 

 地図上に表示された救急車の位置 

 画像で表示された救急車の接近方向 

 救急車の接近を知らせる警告音 

 「情報提供がどのような場面で特に役に立つと思うか」（図 ５.３.３.３.２－９） 

 

上乗せなしであれば

28.1%

千円以下

15.6%

千円〜5千円

43.8%

5千円〜1万円

12.5%
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図 ５.３.３.３.２－７ 「役に立たなかったと感じた理由」回答結果 

 

 

図 ５.３.３.３.２－８ 「提供された４つの情報について、どの程度役に立ったか」回答結果 
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図 ５.３.３.３.２－９ 「情報提供がどのような場面で特に役に立つと思うか」回答結果 

 

 

図 ５.３.３.３.２－１０ 「救急車接近情報提供をどう改善すれば役に立つと思うか」回答結

果 

 

２） アンケート結果に対する考察 

質問①の回答結果より被験者の 86.5%が接近通知アプリケーションによる情報提供が救

急車に道を譲る際に「役立った」または「どちらかと言えば役に立った」と回答しており、

本アプリケーションが一般車ドライバーの回避行動の支援に効果があると言える。また、役

に立ったまたはどちらか言えば役に立ったと回答した被験者について、81.3%が「サイレン
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音が聞こえるより前に救急車に気付くことが出来た」と回答しており、ドライビングシミュ

レータ実験の結果と合わせて、情報提供による認知タイミングの迅速化の効果が確認できる。

また、71.9%が「救急車が近付いてくる方向が分かり安心した」、「救急車に道を譲るための

心構えが出来た」と回答しており、回避行動の負担軽減にも効果があることを確認した。 

 

 

５.３.３.３.３. 救急車移動時間短縮効果のシミュレーションによる検証 

車載器が普及した状況の下での救急車接近通知アプリケーションの有効性を確認するた

めに、実験データに基づき一般車両が救急車を回避する行動をモデル化し組み込んだ交通シ

ミュレーションを用いて救急車移動時間の短縮効果を評価した。 

 

１） 救急車回避行動モデルの構築 

車車間通信の車載器の導入効果を適切に評価するためには、交通シミュレーション上の車

両の挙動は実際の運転行動に基づいていることが望ましい。一般車両の救急車接近時の回避

行動はドライバーによって様々であり、接近時の周囲の交通状況などの道路環境や、救急車

のサイレンや位置の認知の有無や認知の遅れ、判断内容、判断の遅れ、操作内容、操作の遅

れなど人的要因（ヒューマンファクタ）が大きく影響していると考えられる。以上のことか

ら、本研究で用いる交通シミュレータは、以下の要件を満たす必要がある。 

 

1.  一般的な運転行動（前方車両追従、車線変更、信号停止など）を表現出来る 

2.  救急車が接近時の回避行動を模擬できる 

3.  個々のドライバーごとに運転の個性を表現できる 

4.  個々のドライバーごとにその周囲の状況に応じて自律的に運転行動をする 

5.  ドライバーは、聴覚、視覚および車載器からのみ情報を認知し、認知した情報

に基づき、判断、操作を行う 

6.  ドライバーの認知の遅れ、判断の遅れ、操作の遅れを表現できる 

7.  救急車の回避行動を表現できる 

8.  車両間の通信状況（通信の可否など）や通信内容を扱うことができる 

 

上記要件を満たすシミュレータとして、ドライバーの運転行動におけるにおける遅れ時間

や行動内容といったヒューマンファクタを考慮した交通シミュレータ（以下、交通シミュレ

ータ）として、ドライバー毎の運転行動の違いをエージェントとしてモデル化し、道路環境

の変化やドライバー（エージェント）間の相互作用による運転行動の変化を、複数のエージ

ェントを配置した仮想的な交通環境の中で模擬できる、マルチエージェント・シミュレーシ
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ョン（以下、MAS）のアプローチを採用した交通シミュレータ「artisoc2 TRASST」[4]を

用いた。 

本研究開発で用いる交通シミュレータのドライバー行動モデルのフレームワークを図 ５.

３.３.３.３－１に示す。ドライバーは、外部世界を車両上から認知する。ドライバーは、認

知した情報に基づき自身の交通行動ルールに則り判断を行い、行動タスクを作成し、そのタ

スクに基づいて乗車車両の操作を行う。なお、ドライバーが認知する情報としては、車両外

の視聴覚情報以外にも車車間通信を通して提示される情報を入手できるものとした。 

 

 

図 ５.３.３.３.３－１ 構築したドライバー行動モデルのフレームワーク 

 

本研究開発で目的とする評価に必要な交通シミュレーションの要件に対応するために、一

般車両ドライバーモデル（救急車回避行動モデル）、救急車走行モデル、道路モデルを交通

シミュレータへ組み込んだ。 

 

 

① ドライバーモデル（救急車回避行動モデル） 

本交通シミュレーションにおけるドライバーは、それぞれが自身の行動特性、過去の行動

履歴、周囲の環境などに基づいて自律的に行動を行う。ドライバーの行動は前述の「ドライ

バーの認知、判断、操作モデル」に基づいて行われるが、これら認知・判断・操作の内容や

タイミングについては、一般的に個々の能力や行動基準などの個人特性によって異なる。ド

ライバーの個人特性として「視力」「視野角」「聴力（サイレン音の認知）」「希望速度」「救

急車認知きっかけ」「救急車回避のための予備減速の有無」「救急車両回避の有無」「救急車

回避判断きっかけ」「救急車回避操作方法」を定義し、以下に述べる方法で設定した。 

                                                      
2 「artisoc」は、株式会社構造計画研究所の登録商標である。 

車両

ドライバー運転行動モデル

外部世界

道路車線

信号機

信号停止線

認知緊急車両緊急車両

車両群

認知道路車線

認知停止線

認知信号機

認知車両群

前方車追従

衝突回避

判断
操作

アクセル

ブレーキ

ハンドル

ナビ

音声 パネル
ドライバー交通行動目的

希望経路 希望速度

標識 認知標識

信号停止

車線変更

緊急車両回避

認知乗車車両

認知

周囲の確認

車線内維持走行

外部世界モデル
（ドライバーが理解した外部世界）
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ア） 視力及び視野角 

「視力」については、自動車での直線走行における予見範囲の距離が文献[5]によると 50

～140m となっていることから、この中間値である 90m と設定した。 

「視野角」については、既存研究の実験結果より視野角 30°より遠い点では見落としが

発生する確率が非常に高くなることから 30°と設定した[6]。 

 

 

図 ５.３.３.３.３－２ ドライバーの視野 

 

ドライバーの視覚情報は、視野範囲内の情報から得られるものとする。視野範囲は、ドラ

イバーの視距離、視野角、向きによって決定される。車両中のドライバーの位置を原点とし、

視距離を半径とした視野角の扇型の領域を視野範囲とする。視野範囲の向きは、顔の向きに

従って変化する。視野範囲外のものについては認知できないものとし、視野範囲内のものに

ついては距離や大きさに関係なく認知可能とする。なお、他車両や障害物の後ろ側は見えな

いものとし、これらによって視認領域は変化する。ドライバーの視認領域のイメージを図 ５.

３.３.３.３－３に示す。 

 

 

図 ５.３.３.３.３－３ ドライバーの視認領域イメージ 

 

視力

視野角
視野

視野範囲外

視野角 視距離
向き
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イ） 聴力 

「聴力（サイレン音の認知）」は、緊急車両のサイレン音が聞こえる距離について、様々

な要因を複合的に検討している文献[3]を参考にした。文献[3]では、緊急車両までの距離と

音の認知率の関係が推定されており、本研究におけるドライバーのサイレン音の認知モデル

はこの研究で推定された値を用いた。サイレン音の聞こえ方は、距離だけではなくドライバ

ーの状態や車内の環境にも依存する。ここでは、安全側を見積もり、全てのドライバーにつ

いて、カーステレオを聴いており、さらに救急車の接近を予期していない状況における救急

車までの距離とサイレン音の認知率の値を設定した（図 ５.３.３.３.３－４）。 

 

 

図 ５.３.３.３.３－４ 救急車までの距離と救急車のサイレン音の認知率 

 

ウ） 希望速度 

「希望速度」については、道路の法定速度を希望速度として設定し、基本的に希望速度で

走行する。ただし、走行途中に信号や緊急車両の接近、他車両との衝突回避など、状況に応

じて減速、停止を行うものとする。 

 

エ） 救急車認知きっかけ 

ドライバーは、救急車の接近を認知可能な状況におかれた際には、ある「認知きっかけ」

で「認知するタイミング（認知遅れ）」になった時点で救急車の接近を認知する。ここでの

救急車の「認知きっかけ」および「認知タイミング」は、ドライビングシミュレータの実験

結果に基づき設定した。実験シナリオである、走行車線数、救急車接近通知アプリケーショ

ンあり／なし、先行車回避行動あり／なし、先行車両回避タイミング・回避方向、救急車接

近方向（後方／側方）について、シミュレーション上のドライバーの現在の走行で一致した

状況（シナリオ）における「認知きっかけ」および「認知タイミング」を選択する。例えば、

現在走行している車線数が１車線で、救急車接近通知アプリケーションが利用可能で、先行

車両が回避行動をしていない状況では、１割のドライバーがサイレンにより救急車を認知し、

y = -0.0122x + 1.3013
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９割のドライバーが通知アプリケーションにより救急車を認知する（図 ５.３.３.３.３－

５）。なお、目視などその他の認知理由が存在するため、きっかけの割合が合計 1.0 になら

ない場合があるため、その際には 1.0 に正規化した割合とする。 

また、各認知きっかけにおける認知タイミングについても、実験結果に基づいた認知タイ

ミングを設定する。具体的には、該当する条件の認知きっかけにおける被験者の認知時間に

ついて 1 秒区切りのヒストグラムを作成し、秒数ごとの出現確率を求める。ドライバーは

出発時にあらかじめ 0.0〜1.0 までの乱数値を設定し、秒数ごとの出現確率に基づきルーレ

ット選択により決定する（図 ５.３.３.３.３－６）。これにより、認知が早いドライバーは

常に認知が早くなり、一方の認知の遅いドライバーは常に認知が遅くなることを表現する。

なお、視野範囲内に救急車が存在する場合には、即時認知するものとした。 

 

 

図 ５.３.３.３.３－５ 走行条件ごとの認知きっかけ割合 

 

 

図 ５.３.３.３.３－６ 認知タイミングの決定イメージ（ルーレット選択） 
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オ） 救急車回避のための予備減速の有無 

実験では、ドライバーが救急車の接近を認知後、回避行動を行う前に、予備的に減速

（20km/h 程度まで減速し走行）する「予備減速」行動が多く見られた。そのため、ドライ

バーモデルとして予備減速を考慮する。「予備減速」の実施の有無は、ドライビングシミュ

レータの実験結果に基づき設定した。実験シナリオである、走行車線数、救急車接近通知ア

プリケーションあり／なし、先行車回避行動あり／なし、先行車両回避タイミング・回避方

向、救急車接近方向（後方／側方）について、シミュレーション上のドライバーの現在の走

行で一致した状況（シナリオ）における「予備減速」を選択する。例えば、現在走行してい

る車線数が 1 車線で、救急車接近通知アプリケーションが利用可能で、先行車両が回避行

動をしていない状況では、25%のドライバーが認知後予備減速し、75%のドライバーが予備

減速を行わない（図 ５.３.３.３.３－７）。 

 

 

図 ５.３.３.３.３－７ 走行条件ごとの予備減速割合 

 

カ） 救急車両回避の有無 

実験では、認知後も回避行動を行わないドライバーが存在した。そのため、ドライバーモ

デルとして回避行動の有無を考慮する。「回避行動」の有無は、ドライビングシミュレータ

の実験結果に基づき設定した。実験シナリオである、走行車線数、救急車接近通知アプリケ

ーションあり／なし、先行車回避行動あり／なし、先行車両回避タイミング・回避方向、救

急車接近方向（後方／側方）について、シミュレーション上のドライバーの現在の走行で一

致した状況（シナリオ）における「回避行動」を選択する。例えば、現在走行している車線

数が 1 車線で、救急車接近通知アプリケーションが利用可能で、先行車両が回避行動をし

ていない状況では、80%のドライバーが認知後回避行動を行い、29%のドライバーが回避行

動を行わない（図 ５.３.３.３.３－８）。 
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図 ５.３.３.３.３－８ 走行条件ごとの回避行動割合 

 

キ） 救急車回避判断きっかけ 

ドライバーは、救急車の接近を認知後、なんらかの回避行動を実行する判断きっかけに基

づき、実際の回避行動を開始する。ここでの救急車の「判断きっかけ」は、ドライビングシ

ミュレータの実験結果に基づき設定した。実験シナリオである、走行車線数、救急車接近通

知アプリケーションあり／なし、先行車回避行動あり／なし、先行車両回避タイミング・回

避方向、救急車接近方向（後方／側方）について、シミュレーション上のドライバーの現在

の走行で一致した状況（シナリオ）における「判断きっかけ」を選択する。例えば、現在走

行している車線数が 1 車線で、救急車接近通知アプリケーションが利用可能で、先行車両

が回避行動をしていない状況では、44%のドライバーが救急車を目視可能な状況で回避判断

し、11%のドライバーが通知アプリケーションを確認することで回避判断する（図 ５.３.

３.３.３－９）。なお、その他の判断きっかけ理由が存在するため、きっかけの割合が合計

1.0 にならない場合がある。その場合には 1.0 に正規化した割合とする。（判断きっかけが

「サイレン」については、予備減速行動とみなし「その他」とした） 

また、判断タイミングについては、実験結果として判断タイミングを取得したが、操作ロ

グデータ上では明らかに回避している後の時間を判断タイミングと回答しているなど非常

に曖昧なものであったことや、実験時の周囲の車両の位置や、被験者の確認方法などの状況

に依存するものであるため、一般的な判断タイミングとしてみなすことができない。そのた

め、判断タイミングは、判断きっかけに該当する状況になるまでの時間として考え、特に判

断までの時間は設定しない。 
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図 ５.３.３.３.３－９ 走行条件ごとの回避判断きっかけ 

 

ク） 救急車回避操作方法 

実験では、ドライバーの回避操作として「道路右側に避ける」、「道路左側に避ける」、「そ

の場で停止する」の 3 つの行動が見られた。そのため、ドライバーモデルとして回避操作

方法を考慮する。「回避操作」は、ドライビングシミュレータの実験結果に基づき設定した。

実験シナリオである、走行車線数、救急車接近通知アプリケーションあり／なし、先行車回

避行動あり／なし、先行車両回避タイミング・回避方向、救急車接近方向（後方／側方）に

ついて、シミュレーション上のドライバーの現在の走行で一致した状況（シナリオ）におけ

る「回避操作」を選択する。例えば、現在走行している車線数が 1 車線で、救急車接近通

知アプリケーションが利用可能で、先行車両が回避行動をしていない状況では、全てのドラ

イバーが左側への回避行動を行う（図 ５.３.３.３.３－１０）。なお、回避操作を行うタイ

ミングは、回避判断後 1 秒後と仮定した。 

片側 1 車線の場合には、路側帯へ回避する。２車線道路の場合は、路側帯側の車両が左

に避ける場合には、路側帯に避け、それ以外の場合は該当方向の車線へ車線変更を行う。 
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図 ５.３.３.３.３－１０ 走行条件ごとの回避操作 

 

 

以上のドライバーの救急車回避行動における個人特性の各要素をフローとしてまとめた

ものを救急車回避行動モデルと定義する（図 ５.３.３.３.３－１１）。 
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図 ５.３.３.３.３－１１ ドライバーの救急車回避行動モデル 

 

ドライバーは走行開始地点から走行を開始し、目的地に到着するまで経路に沿って走行す

る。走行途中に信号停止、救急車の回避、他車両との衝突回避など必要に応じて行動を切り

替える。 

なお、ドライバーは信号停止中など完全に停止している状態および交差点内に位置する場

合には回避行動は行わないものとする。また、救急車の接近を認知後、救急車の位置を確認

できない場合には周囲を確認するために周囲を見渡す行動を行う。救急車の位置を 20 秒以

上確認できない場合には、回避行動を解除し、通常の走行を行うものとした。 

 

② 救急車走行モデル 

緊急車両行動モデルに関する既存研究が存在しないため、本研究では緊急車両行動につい

ては前年度に実施した緊急車両運転者へのインタビューや救急車に設置したドライブレコ

ーダーによる一般車両の回避行動調査の結果を参考に簡易的な行動を行うものとしてモデ

ル化した。 
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救急車ドライバーへのインタビュー結果および救急車に設置したドライブレコーダーの

映像から、救急車ドライバーは道路の状況に応じて臨機応変に対応していることや、ドライ

バーによっても対応方法が異なることから一般的なモデル化は困難であると判断した。また、

救急車ドライバーへのインタビュー結果および救急車に設置したドライブレコーダーの映

像から、追い越しが困難な場合については、反対車線を逆走して追い越す行動もあるが、交

通シミュレーション上で逆走を許した場合、救急車の移動時間は一般ドライバーの回避行動

の影響を受けず車車間通信の効果を評価できないため、シミュレーション上では逆走による

追い越しはしないものとした。また、本研究開発では救急車の避け方を細かく作りこむこと

は本質的ではないことから、走行している車線について、一般車両が回避した状態である場

合は基本的に追い越すことが可能であるとし、それ以外の場合は追い越しできないものとし

た。以上をふまえ、緊急車両の行動については下記のように設定した。 

 

 走行速度 

 最大時速 80km/h とする。 

 赤信号の通過 

 緊急車両は、赤信号でも通過できる。 

 信号交差点において赤信号の状態で通過する際には、直交道路からの一般

車両との衝突する危険性があるため、すぐに停止できる 20km/h 以下まで

減速し、走行する。 

 一般車両に接触しそうな場合には、その場で停止する。 

 追い越し行動 

 前方一般車両が左側に回避行動を行っている場合、回避している一般車両

を避けて走行する。 

 一般車両が走行する車線の隣接車線を走行出来る場合には、車線変更

する。 

 隣接車線に車線変更できない場合には、一般車両が回避している車線

の反対方向に半分だけ走行軌道を変更する。 

 一般車両に接触しそうな場合には、その場で停止する。 

 追い越し後は、車線変更の場合はそのままの車線で、走行軌道を変更した

場合には元の車線を中心とした軌道に戻る。 

 実際の救急車は、前方車両を追い越せず反対車線に抜けられる場合には、

反対車線を逆走するが、本研究開発では、救急車接近通知アプリケーショ

ンの効果を検証することが目的であるため、移動時間が一般車両の回避行

動に影響しない逆走は行わない。 
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２） 道路モデルの構築 

本研究開発では、愛知県名古屋市の大津通付近の一般道路をシミュレーションの評価対象

道路とした。対象道路を図 ５.３.３.３.３－１２の赤破線部分で示す。救急車は北の西志賀

交差点から出発し、南の破線の端点まで走行するものとする。救急車の走行経路中には、以

下の 6 つの信号交差点が存在するが、金城 1 丁目交差点、名城公園北交差点および名城公

園交差点については交通量が少ない交差点であり、救急車の走行への影響が少ないと考えら

れることから、シミュレーション上の道路から省略し、城見通 2 交差点、城北橋交差点、

名城公園南交差点の 3 つの交差点を対象とした。 

 

図 ５.３.３.３.３－１２ 評価対象道路 

（国土地理院の地理院地図に対象道路及び交差点名を追記して掲載） 

⾦城一丁目
交差点

城北橋
交差点

⻄志賀町
交差点

城⾒通２
交差点

名城公園北
交差点

名城公園
交差点

名城公園南
交差点
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対象道路について、シミュレーションでは以下のようにモデル化した。 

 

 対象道路である大津通は、城北橋交差点より南部分が片側 3 車線以上の道路で

あるが、実施した実験では片側 1 車線の道路と片側 2 車線の道路を対象とした

行動のみを対象としていることから、行動モデルとしては片側 1 車線および片

側 2 車線の行動のみしか表現できない。また、本研究開発では、様々な道路環

境における評価が目的であり、片側 1 車線に加え 2 車線以上の複数車線を考慮

することが主眼であることから、シミュレーション上では片側 2 車線道路とし

た。 

 対象道路はカーブ部分が存在するが、救急車の走行については大きな影響がな

い程度のカーブであるため、距離は維持したままの直線道路とした。 

 大津通の反対車線の道路（南側から北側）は、救急車の走行に影響しないため、

一般車両は走行しないものとした。 

 側方接近側の道路については、上り車線および下り車線それぞれが救急車の走

行に影響があると思われるため、上り車線と下り車線の両方から一般車両が走

行するものとした。 

 道路を走行する一般車両は右左折を行わず、直進のみとした。 

 沿道には、全て視界および電波を妨げる十分に高い障害物が存在するものとし

た。なお、道路から障害物までの距離は、実際の道路中心から歩道際までの距

離とした。 

 城北橋交差点については、右折専用レーンが存在するため、右折待ちの車両が 3

台常に停車しているものとした。これは、側方接近時に救急車の視認を妨げる

状況を模擬することを意図している。 

 

以上に基づきモデル化した道路を図 ５.３.３.３.３－１３に示す。 
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図 ５.３.３.３.３－１３ モデル化した道路 
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対象とする各交差点の信号サイクルおよび現示については、現地で目視にて調べた時間を

設定した。（表 ５.３.３.３.３－１） 

 

表 ５.３.３.３.３－１ 信号サイクルと現示 

 

 

道路上の一般車両の交通量については、平成 22 年交通センサス一般交通量調査の箇所別

基本表および時間帯別交通量表[7]を参考に設定した。また、交通センサスの調査対象外の

道路については、現地調査による交通量調査結果を参考に設定した。 

具体的には、各道路の時間自動車類交通量（7:00〜翌 7:00 まで）データを 24 で割った値

に対して、シミュレーションモデルでは車線数を実際の半分としていることから、さらに 2

分の 1 としたものを、時間帯別交通量表の 12 時間交通量の上り・下りの比率を参考として、

対象方向の割合としたものを各道路に割り当てた。 

各道路の制限速度は、道路区間ごとに実際の制限速度を設定した。 

 

対象道路の各道路区間に設定した交通量および制限速度を図 ５.３.３.３.３－１４に示

す。 
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図 ５.３.３.３.３－１４ 道路の交通量および規制速度 
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３） 車車間通信モデルの設定 

車載機を搭載した一般車両は救急車と通信を行えるものとする。ただし、送信側は緊急車

両のみとし、一般車両間の通信は行わないものとした。 

電波の伝搬損失により対象車両へ情報がうまく伝達できない場合がある。そのため、車両

ごとに伝搬損失値を算出し、情報通知の可否を判定する。送信側と受信側の相対位置から車

車間通信伝搬モデル[8][9]に基づき送信電力と伝搬損失値から受信電力を算出した。受信電

力に閾値を設け、閾値以上の場合は通信可能、閾値未満の場合には通信不可とした。通信は

単方向のみとし、マルチホップによる通信の伝搬は行わないものとする。通信する内容は、

「救急車の接近」と「救急車の現在位置」の 2 種類とした。 

 

車車間通信の送受信条件は以下のとおりとする。 

 送信電力：19.2[dBm] 

 アンテナ高さ 

 送信側 ht（緊急車両）：2.0m 

 受信側 hr（一般車両）：1.2m 

 波長λ：(3.0×108)/(f×109) m 

 周波数 f： 0.76GHz 

 通信可能な受信感度：-82[dBm]以上 

 

但し、車車間通信可能距離が 300m 以上の場合でも、緊急車両が半径 300m 以内にある

場合にのみ情報提供を行うものとした。 

 

４） シミュレーション評価 

前述の一般車両ドライバーモデル（救急車回避行動モデル）、救急車走行モデル、道路モ

デルを組み込んだ交通シミュレータを用いて、車載器の普及状況における救急車の移動時間

の短縮効果を評価する。 

以下の 5 パターンの車載器の普及状況についてそれぞれ評価する。なお、カッコ内は便

宜上付与したシナリオ名である。 

 

 0%：すべての一般車両が車車間通信できない（SNA000） 

 5%：すべての一般車両のうち 5%の車両のみが車車間通信可能（SNA005） 

 10%：すべての一般車両のうち 10%の車両のみが車車間通信可能（SNA010） 

 50%：すべての一般車両のうち 50%の車両のみが車車間通信可能（SNA050） 

 100%：すべての一般車両が車車間通信可能（SNA100） 
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各普及状況に対する各一般車両発生箇所からの車両の発生台数(台/hour)を表 ５.３.３.３.

３－２に示す。表中の車両発生箇所（G1、G3-1 など）は図 ５.３.３.３.３－１４に対応す

る。また、「V2X」は車車間通信車載器搭載した一般車両を意味し、「GEN」は車載器を搭

載していない一般車両を意味する。 

 

表 ５.３.３.３.３－２：各シナリオの車両発生箇所ごとの車両発生台数 

 

 

評価値は、緊急車両の走行開始から目的地までの移動時間とした。 

救急車の移動時間は、一般車両の初期配置や信号通過のタイミングなどによって大きく異

なる。そのため、初期配置や信号通過のタイミングの影響を含めた上で、総合的にシナリオ

間の比較検証を行うために、救急車の出発タイミングや個々の一般車両の発生タイミングを

乱数によって試行ごとに変化させ、合計 45 試行分の結果の平均を評価した。なお、救急車

の出発タイミングは、道路全体に車両が行き渡る時間である 240 秒後から 360 秒後の間で

発生するものとした。ただし、一般車両の交通量および信号の現示・サイクルは全試行共通

とした。 

シミュレーション実行の様子を図 ５.３.３.３.３－１５に示す。 

 

 

図 ５.３.３.３.３－１５ シミュレーション実行の様子 
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シミュレーションによる評価結果を図 ５.３.３.３.３－１６に示す。図より、一般車の車

載機普及率の増加とともに平均移動時間は減少傾向にあることが分かる。普及率 100%の場

合は普及率 0%（接近通知アプリによる情報提供なしに相当）に比べて、8.1%（21.29 秒）

移動時間が減少している。また、普及率 5%ではほとんど減少は見られず、普及率 50%と

100%では減少量が小さくなっていることから、本シミュレーション条件においては普及率

50%程度において全車に車載機が普及した場合と同等の効果が得られると考えられる。 

 

 

図 ５.３.３.３.３－１６ 各シナリオの平均移動時間 
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５.３.３.３.４. 救急車移動時間短縮効果検証のまとめ 

本節では、ドライビングシミュレータ実験による救急車回避行動の調査及び実験被験者へ

のアンケート調査を行い、接近通知アプリケーションによる情報提供が回避行動に与える影

響を調査した。さらに、ドライビングシミュレータ実験で取得したデータに基づき作成した

ドライバーの回避行動モデルを組み込んだ交通シミュレーションを用いて、車載器が普及し

た状況の下での救急車移動時間短縮効果を検証した。 

ドライビングシミュレータ実験の結果より、接近通知アプリケーションの情報提供により

救急車の認知タイミングと回避操作タイミングの迅速化に効果があることを確認した。特に、

救急車が被験者車両の後方から接近する状況において大きな効果が認められた。一方で交差

点通過時に側方から接近する状況においてはタイミングの迅速化の度合いは小さかった。こ

れは、側方接近時には救急車との間が見通し外環境となることから通信距離が短くなり、接

近通知アプリケーションの情報提供タイミングとサイレン音が聞こえるタイミングとの差

が小さくなったことが要因として考えられる。 

次に、被験者へのアンケート調査では、救急車接近通知アプリケーションを体験した 8

割以上の被験者が役に立ったと回答しており、本アプリケーションが一般車ドライバーの回

避行動の支援に効果があると言える。また、役に立ったと回答した被験者の約 7 割が救急

車の接近方向が分かる安心感や回避行動を行うための事前の心構えが出来たことを理由と

しており、回避行動の負担軽減にも効果があると言える。 

最後に、交通シミュレーションの結果より、一般車の車載機普及率の増加とともに移動時

間が減少し、普及率 100%において最大 8.1%（21.29 秒）短縮できることを確認した。 
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５.３.４. 車車間通信と路車間通信による拡張サービスに向けた検証（神戸実験） 

本節では路車間通信の確実性と車両検知位置（つまり路車間通信到達距離）の安定性に関

し実際の救急車の実運用状況において、アプリケーションがそれら通信メッセージを実際に

使用する観点で評価する。 

 

１） 実験環境と評価概要 

図 ５.３.４－１にデータ取得・解析のために開発した車車路車協調システム記録装置を

はじめとする車両に搭載された車両機器構成を示す。ここに示す車載機と記録装置およびそ

れら機器の救急車への搭載は、前項の名古屋実験 1 の救急車と同一である。この記録装置

を車載機と USB で接続し、救急車が稼働中は送信情報と路車間通信、車車間通信両方の受

信情報をすべて記録する。この受信情報から路車間通信の確実性（車車間通信メッセージの

正確な中継）の確認と路側機による車両検知位置を算出し、路側機ごとに受信開始位置の安

定性を評価する。 

 

図 ５.３.４－１： 車両機器構成と搭載機器 

③ 
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本評価で利用した路側機は、図 ５.３.４－２に示す神戸市 HAT 神戸地区の交差点に昨年

度の警察庁事業で整備された路側機である。図中に路側機の位置とその路側機の識別番号を

示す。また図 ５.３.４－３に路側機が設置された交差点一例と使用した機器の一部を示す。 

 

 

図 ５.３.４－２： 路側機の設置場所と路側機識別番号 

 

 

 

図 ５.３.４－３： 設置交差点例と路側機アンテナ 
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評価用車両は、神戸市消防局の協力のもと神戸市で運用中の救急車のなかから昨年度車載

機を搭載した 3 台に車車路車協調システム記録装置を追加搭載し、実際の運用状況で走行

してもらう。この車車路車協調システム記録装置を使い、それら車両の走行中の車車間通信、

路車間通信のすべての送受信情報を取得する。 

 

 

図 ５.３.４－４： 評価装置搭載救急車と搭載場所 
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２） 評価項目 

本評価を実施した HAT 神戸地区のインフラ協調システムのサービスは、「緊急車両接近

情報提供サービス」と呼ばれ、緊急車両（以下、救急車）が発信する“緊急車両走行中”の

車車間通信を路側機が受信し、その受信情報を路側機が路車間通信で再度送信するサービス

である。この情報中継により、緊急車両情報が車車間通信により直接受信できないエリアに

いる車両であっても、その車両がこのサービス対応の路側機近傍にいる場合、緊急車両情報

を路車間通信で受け取ることができるようになる。つまり情報伝達エリアを拡大するサービ

スである。本評価はこの情報中継機能の路車間通信の確実性と車両検知位置の安定性を評価

する。 

 

① 通信の確実性 

救急車の送信する車車間通信メッセージが正しく路側機に伝達・中継されていることを路

車間通信メッセージにより確認する。 

救急車が発信した“緊急車両走行中”メッセージの内容と路側機で折り返されるその車車

間通信メッセージに対応する路車間通信メッセージに含まれる“緊急車両走行中”情報の内

容を比較する。 

 

 

図 ５.３.４－５： 通信の確実性評価イメージ 

 

② 車両検知位置の安定性 

路側機による緊急走行中の車両検知位置の安定性を路車間通信メッセージより確認する。

車両検知位置に影響を与える要因として走行ごとの通信上の偶発的ばらつきや周囲の道路

環境の影響等によるばらつきが考えられるため、実際の道路環境で走行中の車両について車

両検知位置の安定性を評価する。 

救急車が発信した“緊急車両走行中”の車車間通信メッセージを最初に路側機が受信しは

じめた位置を、路側機で折り返されるその“緊急車両走行中”情報を含んだ路車間通信通信
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メッセージを使い特定する。この位置特定を走行ごとに行い、ばらつき（安定性）を確認す

る。 

 

 

図 ５.３.４－６： 車両検知位置の安定性評価イメージ 

 

３） 評価方法 

運用中の救急車の走行ごとに、搭載した車車路車協調システム記録装置で通信ログ（車車

間通信の送受信メッセージ、路車間通信の受信メッセージのすべて）を取得する。一定期間

救急車が運用された後、残された通信ログから“緊急車両走行中”の車車間通信メッセージ

および“緊急車両走行中”の車車間通信メッセージ情報を含む路車間通信メッセージを抽出

し、複数ある路側機からのメッセージを路側機ごとに分類する。 

 

① 通信の確実性 

前記の分類されたそれぞれの路側機からの路車間通信メッセージに含まれる中継された

車車間通信メッセージ内容とその送信元である救急車が送信した当該車車間通信メッセー

ジ内容を比較する。 

この比較結果から路車間通信メッセージで中継された車車間通信メッセージ内容のデー

タ誤り、抜け、重複等の情報伝達誤りの割合を算出し、情報伝達の確実性の割合を評価する。 

データ誤りは救急車が送信した車車間通信メッセージのログとそれに対応する路車間通

信メッセージに含まれる元の車車間通信メッセージのデータが変化していないか確認する。 

抜け、重複の判断には路車間通信メッセージおよび車車間通信メッセージにそれぞれ規定

されているインクリメントカウンタの情報を使用する。路車間通信メッセージが連続して受

信されている場合（インクリメントカウンタ値が連続かつ受信間隔が 100mS）に、そこに

含まれる車車間通信メッセージのインクリメントカウンタ値が不連続の場合は抜け、車車間

通信メッセージのインクリメントカウンタ値や車速等情報内容が同一であれば重複とする。 
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② 車両検知位置の安定性 

前記の分類されたそれぞれの路側機からの路車間通信メッセージについて、走行ごとの最

初に通信を始めた位置を特定する。この特定された複数の位置を路側機ごとに集約し、通信

開始位置の安定性を評価する。また地図上にその位置をプロットし可視化する。 

 

４） 評価条件 

＜路側機の設定条件＞ 

本評価で使用した路側機は、路車間通信メッセージの送信機能および車車間通信メッセー

ジを受信する機能を持った路側機である。車車間通信メッセージの受信機能を使い走行中の

緊急車両からの車車間通信メッセージを検知した場合、その車車間通信メッセージそのもの

を路車間通信メッセージの一部に緊急車両情報として組み込み送信する。この緊急車両情報

を路車間通信で車両に報知するために、路側機は 1 回の送信タイミングで 3 つの路車間通

信メッセージ（道路線形情報、サービス支援情報、緊急車両接近情報）を送信する。 

 

＜車載機の設定条件＞ 

救急車に搭載した車載機は、実用化仕様に合わせ車載機通信セキュリティを「緊急車両用」

とする。また実運用に合わせて、緊急走行中は緊急車両としての車車間通信メッセージ、つ

まり車車間メッセージセットの「DE_車両用途種別」を「１：緊急自動車」かつ「DE_緊急

自動車用拡張情報」を「１：緊急移動中」としたメッセージを送信しつづける。 

救急車の走行経路は、車両が実運用中であるため実験用として特定の経路を指定せず通常

の救急出動のルールに基づく経路を走行している。したがって出動ごとに必ずしも路側機が

設置された交差点エリアを走行するとは限らず、出動回数と取得した評価に使えるログ（路

車間通信ログ）回数とは一致してしない。 

 

５） 評価結果 

① 通信の確実性 

通信の確実性を確認するための路車間通信メッセージは、図 ５.３.４－２にある路側機

のうちエリアの両端にある路側機 591 と 594 からのメッセージを代表例として確認した。

これらそれぞれの路側機ごとに安定した路側機通信エリア内で送信された“緊急車両走行中”

の車車間通信メッセージとその車車間通信メッセージ内容が中継された路車間通信メッセ

ージに含まれる車車間通信メッセージ内容の誤り、抜け、重複のメッセージ総数と割合を表 

５.３.４－１に示す。 

なお“安定した路側機通信エリア”としては路車間通信メッセージが欠落なく連続して受

信できているエリアとし、今回の評価では閾値として“12 秒以上”連続して路車間通信メ

ッセージが受信できているデータ部分を抽出した。 
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表 ５.３.４－１： 通信の確実性 

ID I2V Correct Error Ratio 

591 29344 27427 1917 6.5[％] 

594 25663 21370 4293 16.7[％] 

ID ：路側機識別番号 

I2V ：路車間通信メッセージで中継された緊急走行状態情報の数 

（= 路車間通信メッセージ受信数） 

Correct ：緊急走行状態情報が路車間通信で正しく伝達された数 

Error ：緊急走行状態情報が路車間通信で正しく伝達されなかった数 

Ratio ：Error/I2V*100(%) 

 

この安定した通信エリア内での Error を解析した結果、ほとんどの現象は同一の緊急走

行状態情報が 2 回以上連続して受信され、その結果本来送られてくるべき更新された情報

がスキップされて欠落している。ほかには本来来るべき情報が純粋に欠落している場合があ

ったが、情報が変化して伝達された事例はなかった。（詳細については付録を参照のこと） 

 

② 車両検知位置の安定性 

ア） 車両検知位置の定義 

車両検知位置の定義として、一般的に通信分野で使われる累積パケット到達率 xx%では

なく、本評価では路車間通信を使ったサービスの利用形態を考え、サービスが開始されるで

あろうと推定される路車間通信メッセージを受信した位置を「車両検知位置」と定義し、そ

の車両検知位置について評価した。ここでは、車両検知位置を「路車間通信メッセージを最

初に 5 秒以上連続して受信した際に、その最初のメッセージを受信した位置」と定義する。 

 

イ） 車両検知位置の評価結果 

前記の定義に基づき評価した車両検知位置を表 ５.３.４－２に示す。またに路側機ごと

に、救急車がその路側機通信エリアに侵入したときの車両検知位置すべてを地図上にプロッ

トしたものを図 ５.３.４－７～図 ５.３.４－１２に示す。 

なお路側機 593 の地点 B は道路形状が交差点から北方向先の道路形状が T 字路になって

おり、物理的に遠方から直線的に車両が接近できないため車両検知位置が他の路側機との距

離より短くなっている。（図 ５.３.４－２参照） 

またデータ解析した結果、同じ方向から路側機に接近してきた場合でも定義した車両検

知位置が 2 つのグループに分かれたパターンが見つかったため、分かれたそれぞれの車両

検知位置を算出している。 
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表 ５.３.４－２： 車両検知位置の平均座標と路側機との距離 

ID 地点 進行方向 平均緯度 平均経度 路側機との距離 1σn−1 

591 

A 西 → 東 34.6961653 135.2092611 287[m] 8[m] 

B1 北 → 南 34.6988055 135.2135194 201[m] - 

B2 北 → 南 - - - - 

C1 東 → 西 34.6990107 135.2155801 376[m] 20[m] 

C2 東 → 西 34.7002582 135.2187482 699[m] 37[m] 

592 

A 西 → 東 34.6971500 135.2108986 316[m] 13[m] 

B1 北 → 南 34.7002861 135.2124916 238[m] - 

B2 北 → 南 - - - - 

C1 東 → 西 34.6995170 135.2168864 293[m] 52[m] 

C2 東 → 西 34.7003342 135.2189742 505[m] 40[m] 

593 

A 西 → 東 34.6985138 135.2137138 346[m] - 

B1 北 → 南 - - - - 

B2 北 → 南 34.7010115 135.2179435 156[m] 13[m] 

C1 東 → 西 - - - - 

C2 東 → 西 34.7009686 135.2213330 404[m] 54[m] 

594 

A 西 → 東 - - - - 

B1 北 → 南 34.6983194 135.2137333 450[m] - 

B2 北 → 南 34.7041900 135.2170277 461[m] 53[m] 

C1 東 → 西 - - - - 

C2 東 → 西 34.7011074 135.2216238 341[m] 39[m] 

597 

A 西 → 東 - - - - 

B1 北 → 南 - - - - 

B2 北 → 南 - - - - 

C1 東 → 西 34.6986844 135.2144703 200[m] 15[m] 

C2 東 → 西 - - - - 

598 

A 西 → 東 - - - - 

B1 北 → 南 - - - - 

B2 北 → 南 34.7039365 135.2170884 257[m] 51[m] 

C1 東 → 西 - - - - 

C2 東 → 西 34.7002915 135.2188305 183[m] 3[m] 

注記）1σn−1 欄に記載なきは、データ数が１のため算出できず 
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図 ５.３.４－７： 路側機 591 の車両検知位置 

 

 

 

 

図 ５.３.４－８： 路側機 592 の車両検知位置 
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図 ５.３.４－９： 路側機 593 の車両検知位置 

 

 

 

 

図 ５.３.４－１０： 路側機 594 の車両検知位置 
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図 ５.３.４－１１： 路側機 597 の車両検知位置 

 

 

 

 

図 ５.３.４－１２： 路側機 598 の車両検知位置 
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６） ５.３.４節のまとめ 

① 通信の確実性 

救急車から車車間通信で送信された緊急走行中のメッセージは、表 ５.３.４－１より路

側機で受信されたのち路車間通信でそのメッセージは再送信されていることを確認した。ま

た路車間通信で再送信された車車間通信メッセージは連続して安定的に救急車で受信でき

ており、またそこに含まれる救急車の緊急走行中のメッセージ内容自体は正しく中継されて

いることを確認した。 

ただしこの中継の際に、路側機からの路車間通信メッセージ本体は 100mS 毎に更新され

正しく救急車側で受信されているにも関わらず、そこに含まれる車車間通信メッセージ内容

が同一のまま（重複）である場合が見受けられた。 

もし路側機が受信した緊急走行中のメッセージをそのまま順次中継しているとすると、こ

のような同一情報の複数回送信は情報伝達遅延を累積させるが、この同一情報の送信前後で

車車間メッセージの中継が一部スキップされているため伝達遅延の累積は発生していない。

したがって瞬間的にみると車載機は路側機から同一情報を受け取ることがあるが、大きな情

報伝達遅延や情報自体の誤りは発生しておらず、基本的な車車間通信メッセージの中継は成

立していると言える。 

これら同一情報の伝達の原因は、路側機内部での中継処理の問題と推察され、今回利用し

た実験機である路側機ソフトウエア固有の問題とみなすことができ、今後の路側機ソフトウ

エアの改修で解決されると考える。 

また今回の実験のように路側機がオリジナルの情報元（車載機）から受信した情報を中継

し、その中継された情報を利用するアプリケーションの設計をおこなう際には、無線回線上

のエラーによるメッセージの欠落に加え、これら瞬時的に発生する中継情報の重複、欠落を

考慮したシステム設計が必要である。 

 

② 車両検知位置の安定性 

定義した車両検知位置は、表 ５.３.４－２に示されるように、概ね 200m から 699m の

距離で検知されている。この位置であれば一般的なインフラ協調のサービスに必要な通信エ

リアが確保されていると言える。つまり車車間通信情報の中継を利用した場合であっても各

種サービスを安定して提供できる。（図 ５.３.４－７～図 ５.３.４－１２） 

また車両検知位置が同じ方向から接近する場合でも 2 グループに分かれている原因とし

て、「北→南」の 2 グループは救急車が走行している道路の違いであった。具体的には路側

機 594 の B1 は路側機 597 の交差点を通る道路を走行しており、B2 は路側機 598 の交差点

を通る道路を走行している。しかし路側機 591、592 に西から接近するパターンについては、

救急車は同じ道路を走行しているため走行道路の違いでは説明できず、更なる解析が必要で

ある。 
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さらに取得したデータを精査した結果、離散的に受信される路車間通信メッセージ受信位

置は非常にばらついており、路側機から 1km ほど離れた位置でも車両が検知される場合が

あった。これは道路環境（坂、高架の高速道路など）、周辺建物環境（大型ビルなど）の影

響で電波が遠方まで到達し検知されていると推定する。（事例は付録の地図を参照のこと） 

救急車の車車間通信を路側機が連続して取得できる位置と比較して、この離散的に路車間

通信を取得できる位置は路側機から大きく離れており、このエリアは通信エリアとして要求

される範囲外である。 

このことから路側機で車車間通信情報を受信し、その情報を転送・再送信するサービスに

おいては、路側機側でサービス要件に応じて受信した車車間通信を取捨選択したのちに路車

間通信でその選択された情報のみを再送信する、あるいは車載機のアプリケーション側でサ

ービスに必要のない遠方の車両から送信された車車間通信情報が受信される可能性を配慮

した設計をおこなうことが必要である。 
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５.３.５. まとめ 

本研究開発では、一般車両への車車路車協調システム普及促進の一つの方策として、救急

車が周囲の一般車両に対して緊急走行中であることを通知するアプリケーションを対象と

した有効性の検証を行った。 

具体的にはまず、実際に運用中の救急車との通信実験を行い、車車間通信ログ取得装置を

搭載して得られた通信ログを解析することで、救急車と車載機を搭載した周辺車両との通信

エリアと救急車接近時の周辺車両の挙動について確認した。また、評価用車両を用いて、緊

急走行中の救急車と評価車両が遭遇した際の、車車間通信の成立タイミングに対するサイレ

ン音や赤色灯が認知可能となるタイミングを確認した。その結果、サイレン音や赤色灯が認

知可能となるタイミングより早く車車間通信が可能となることを確認した。 

次に、上記実験で確認したタイミングの関係に基づき、サイレン音や赤色灯が認知可能と

なるタイミングより早いタイミングで一般車両のドライバーに救急車の接近が通知された

場合の一般車両ドライバーの回避行動をドライビングシミュレータ実験で調査した。その結

果、救急車の認知タイミングと回避操作タイミングの迅速化に効果があることを確認した。 

さらに、ドライビングシミュレータ実験で取得したデータに基づき作成した回避行動モデ

ルを組み込んだ交通シミュレーションを実施した。その結果、一般車の車載機普及率の増加

とともに救急車移動時間が減少し、普及率 100%において最大 8.1%（21.29 秒）短縮できる

ことを確認した。 

また、上記の車車間通信を利用したサービスを拡張するものとして、緊急車両が送信する

車車間通信情報を路側機が転送・再送信するサービスについて、実際の運用状況における検

証を行った。その結果、救急車から車車間通信で送信された緊急走行中のメッセージが路側

機から安定して再送信されていることが確認した。また、車車間通信情報が連続受信できる

位置は比較的安定しているものの、周辺環境の影響でまれに遠方からも受信される可能性に

配慮する必要があることを確認した。 

以上の検討は、車車路車協調システムをドライバーの運転支援に活用することを前提とし、

緊急車両の接近通知アプリケーションによる情報提供に対するドライバーの行動の影響に

着目して実施した。一方で、将来的に車車路車協調システムの普及が進んだ段階においては、

一般車両として、ドライバーが運転する車両だけでなく自動走行車両が混在している可能性

も考えられる。そのような交通環境において、緊急車両が円滑に走行するに当たっての課題

や車車路車協調システムによる支援の可能性について検討することが必要と考えられる。 
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５.４. 研究課題 d-2) 制御用周辺情報の通信検証 

 

５.４.１. 研究の背景 

自動運転には、センサ類をメインにしてシステムを構成した自律型自動走行システムと、

通信を使った協調型自動走行システムがある。自動車が自動走行する場合、その周辺情報を

把握し、制御に用いる。センサ類をメインにした自律型走行システムだけでは、把握できる

情報が限定的なものになる可能性があり、より先の見えない環境の情報も利用できる協調型

自動走行システムも活用され、最終的にはこれらシステムが統合されていくと言われている。

本研究開発は、このような自動走行システムを実用化していく社会の趨勢の中で、また、通

信の機能が自動走行システムにどう関わっていくかが議論されている状況の中で、通信の役

割を考察し、実用化への貢献を果たしたいと考え、取組むものである。 

 

５.４.２. 研究目的 

自動走行システムにおいて、車両間で通信したことによって得た情報を用いて自動走行を

行うシステムでは、通信の性能、例えば、通信間隔、遅延時間、通信失敗等が自動走行に大

きな影響を及ぼす可能性があるため、その影響を精査することは重要である。また、これら

の通信性能に要求される定量的要件を導出することは急務な課題である。 

本研究では、自動走行システムの机上検討の第一ステップとして、代表的なシーンである、

自車が高速道路車線に合流するシーンをコンピュータ上でシミュレーションできるモデル

を構築し、通信の性能が車両の挙動にどう影響するかを評価することを目的とする。 

本年度の研究開発では、通信性能の影響を調査するため、車両の制御は、通信で受信した

データのみで実施した。これは、将来の自動走行システムが自律センサを用いずに構成でき

るということを想定しているものではない。現実的には、自動走行システムが実用化される

場合には、自律センサ系を利用した自律型自動走行システムがベースとなり、それに通信を

利用した協調型自動走行システムが加わる形になると想定される。本年度の研究開発におい

ては、自律センサ系と通信との役割分担や連携について、まだ十分な議論がなされていない

状況を鑑み、制御に使う周囲車両位置等の情報は、通信で得られるものだけを使用するとい

う前提で検討を実施した。 
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５.４.３. 実施内容 

上記目的を達成するために、下記手順で研究開発を実施した。 

(1) 自動車工業会から提示頂いた自動運転のユースケースを検討のベースとする。 

(2) 通信性能（通信遅延、通信欠落 等）が、車両の挙動にどう影響するかを検討するた

め、車両の動的モデルを構築する。 

(3) 車両の動的モデルのパラメータを同定するため、国土交通省の SIP プロジェクトの

実験に参加させて頂いたり、テストコースにおいて実験を行い、実際にデータを観

測、取得する。 

(4) 構築したモデルを使って、車両の挙動と通信の関係をシミュレーションで調査する。 

 

５.４.４. 車両挙動モデルの構築 

車両があるシナリオのもと走行している状態を現す走行モデルと単体の車両のダイナミ

ックスを現す車両モデルを構築した。 

 

５.４.４.１. シミュレーションモデル 

図 ５.４.４.１－１に走行モデルを示す。3 台の車両が、高速道路を一定の車間距離を維

持しながら走行している状況を現している。車両間では、相互の位置情報等が通信を介して

共有されており、この情報を用いて一定の距離を保つために PID 制御を用いてフィードバ

ック制御がされている。3 台の車両は、図 ５.４.４.１－２に示すシステム図のように自車

両 B のモデルと車両 A、車両 C からなる関係で記述される。これらは、MATLAB のモデ

ル記述ツールで作成されている。 

 

 

図 ５.４.４.１－１ 走行モデル 

 

尚、本年度の研究開発では、本線上を走行している車両は、2 台だけとしてシミュレーシ

ョンを実施した。これは、シミュレーション時間、およびシステムの複雑さを考慮したため

である。また、本研究の目的は、精緻な車両制御モデルの開発ではないため、周辺状況に応

じた操舵制御（軌跡制御）等については考慮していない。 
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走行に関しては、本線走行車両が車速を制御するシーン 1 と合流車両が制御するシーン 2

の 2 つを検討した。各シーンのロジックは、以降の節で説明する。 

 

 

図 ５.４.４.１－２ システム図 

 

５.４.４.２. 車両モデル 

車両モデルは、車のダイナミックスを示す。車両モデルを精緻に構築することは、本研究

開発の目的ではない。また、すでに自動車の走行運動モデルについては、有名な著作もある。

一例として、安部正人著自動車の運動と制御を示す。 

 

図 ５.４.４.２－１ 自動車の走行運動モデルの参照例 

（安部正人著「自動車の運動と制御」より） 
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それらを参考にして、車両モデルを構築した。、車両の入出力信号を図 ５.４.４.２－２に

示す。 

 

 

図 ５.４.４.２－２ 車両の入出力信号 

 

車両モデルの各部詳細について、図 ５.４.４.２－３に車両モデルの構成を示す。 

 

 

図 ５.４.４.２－３ 車両モデルの構成 

 

車両モデルは、加速性能サブシステム、減速性能サブシステム、操舵性能サブシステムか

ら構成される。各ブロックは、伝達関数で表現される。たとえば、エンジン系パワートレイ

ンの伝達関数は、次式のように表される。 
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車両は、重量 1.3t の乗用車を車両カタログの数値を参照してモデル化に利用した。表 ５.

４.４.２－１にシミュレーションに使用する項目を示す。 

 

表 ５.４.４.２－１ シミュレーションで扱う項目 

 

 

 

５.４.５. 車両挙動モデル作成のための車両情報のデータ取得 

車両のダイナミックスモデルは、前節で説明した図 ５.４.４.２－１の自動車の運動と制

御に記載されている数式に基づき導出される伝達関数を用いた既存のブロックモデルを採

用した。キネマティックに表現された数式（伝達関数）は、シミュレーションツールによっ

てブロック記述に変換する。図 ５.４.５－１にブロック記述の例を示す。ただし、ここで

のパラメータは、後述する実車実験により導出する。 

 

 

図 ５.４.５－１ 伝達関数のブロック記述例 
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各サブシステムが記述されると、それらを全体編集してシミュレーション用のブロック図

を構築する。例として図 ５.４.５－２に走行をシミュレーションするブロック図の例を示

す。前述したサブシステムは、dynamics に入れられる。 

 

図 ５.４.５－２ シミュレーション用ブロック図の一例 

 

 

５.４.５.１. パラメータの同定 

車両ダイナミックスは、車両の挙動全体を表すが、本研究では、図 ５.４.４.２－３の車

両モデルの構成で記述されているように、下記 3 つの性能を表すサブモデルのみを扱った。 

（１） 加速性能 

（２） 減速性能 

（３） 操舵性能 

である。 

 

具体的なパラメータ数値を決定するため、（１）と（２）は、国土交通省の SIP に関して、

交通安全環境研究所が、11 月 10 日に東名高速道路で CACC の実験を実施するのに参加さ

せてもらい、高速道路で一定距離を保ちながら、制御するために通信しながら走行している

後方をデンソーの計測車両が併走させてもらいデータ取得した。 

図 ５.４.５.１－１にCACC制御で走行している車両のあとをデンソー車両が追随しなが

ら通信している情報を取得するスキームを示す。 
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図 ５.４.５.１－１ CACC 実験と計測の様子 

（日時：11 月 10 日(火)，場所：東名高速道路 海老名 SA～首都高速） 

 

取得したデータを示す。 

日時：2016 年 11 年 10 日 16:34～16:37 

場所：東名高速道路用賀 IC 付近 

天気：小雨 

 

 

 

 

               

走行中の車両 デンソー計測車 

            

(a) 通信データ取得スキーム 

(b) 走行ルート（東名高速道路） 

出典：国土地理院ウェブサイト 

(c) 実験の様子 
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図 ５.４.５.１－２ 走行時の車順 

 

 

（１）加速性能の同定 

 

図 ５.４.５.１－３ 合わせ込みにより得られた車両モデル（加速性能サブシステム） 
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上記モデルに前節で得られたデータをあてはめ、補正係数を用いて加速の車両モデルを構

築した。そしてそのモデルに同じ数値を代入し、実機のデータと比較した。 

 

 

図 ５.４.５.１－４ 車両モデルと実機データの比較結果 

 

構築したモデルは、実車と同程度の加速性能を現すことを確認した。 

 

  

(a) 急加速（20km→60km） (b) 急加速（40km→80km） 

(c) 加速（20km→40km） (d) 加速（20km→60km） 
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（２）減速性能の同定 

実測車速データからブレーキ作動を制御する車両モデル（減速サブシステム）を構築した。 

 

 

図 ５.４.５.１－５ 合わせ込みにより得られた車両モデル（減速性能サブシステム） 

 

 

 

図 ５.４.５.１－６ 車両モデルと実機データの比較結果 

 

ブレーキ信号は、架空ブレーキ信号（モデルの出力）で、車両減速中のブレーキの作動率

は、約 0.8～0.4 で、概ね予想される範囲と判断される。 
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（３）操舵性能の同定 

操舵性能のデータ取得に関しては、CACC の実験では、車線変更をしないため、別途テ

ストコースで車線変更の実験を特別に企画して実施した。 

 

 

図 ５.４.５.１－７ デンソーのテストコースで実施した車線変更の実験 

 

 

図 ５.４.５.１－８ 合わせ込みにより得られた車両モデル（操舵性能サブシステム） 

 



260 

 

 

図 ５.４.５.１－９ 車両モデルと実機データの比較結果 

 

図 ５.４.５.１－９に車両モデル（操舵モデル）と実機データの比較を示す。実際の実車

に近い操舵応答が得られていると判断する。 
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５.４.５.２. 車両モデルの検証 

前節で構築したシミュレーション用の車両モデルを、車間距離を制御しながら走行してい

る場合のシーンで、車両間の関係が、妥当な値を示すかを検証した。 

 

（条件） 

 先行車両 A は、40km/h で定速走行し、自車は、60km/h で後ろから、車間距離 40m

になるように制御する。 

 車両 A の位置情報のみを通信で取得し、車間距離が 40m を下回ったら 40m を保持

するようにフィードバックがかかる。 

 

 

図 ５.４.５.２－１ 車間距離制御のシーン 

 

 

図 ５.４.５.２－２ 動作検証の結果 

 

応答とシミュレーションで得たデータは、概ね妥当と判断する。 
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５.４.６. 通信利用型車両シミュレーション検証 

高速道路の他車速度は 100km/h 一定、自車は加速車線の始点に立つ。解析開始タイミン

グの車速は 40km/h とし、加速車線から本車線に合流する間に、本車線の車両状況を確認し

ながら車両速度を制御し、車線変更するシーンを考える。合流シーンは概ね図 ５.４.６－

１および図 ５.４.６－２の通り、合意形成期間、車間確保期、合流実施期 3 つのフェーズ

で構成される。 

 

 

図 ５.４.６－１ 自工会提供の合流のユースケース 

 

 

図 ５.４.６－２ デンソーシミュレーション用ユースケース 

 

(1) 合意形成期（0.4 秒） 

自車 A は初期車速 40km/h にて加速車線の入口から入る。本車線の車両と通信をする

ことにより、本車線の車両 B と C の前もしくは後ろのどの位置に合流するかを予め決

めたルールに従って決定する。この行為を折衝（ネゴシエーション）と呼ぶ。 

 

(2) 車間確保期（5 秒程度） 

本期間中の車両 A は合意形成期の結果通りに加速しながら本車線への合流タイミング

を待つ。本研究では、合流タイミングは合意結果によって合流開始 5.4s もしくは車両

B 通過後の安全距離を確保した後とした。安全距離は、余裕時間 1s とし、例えば車速

100km/h 走行の場合には、27.8m となる。 
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(3) 合流期間（5.4 秒以後） 

本期間の開始時点から車両 A はフル加速（本研究では最大加速 0.2G）しながら、3 秒

間をかけてゆっくり車線変更する。本車線の中央に到達し、且つ、車両 A の速度が本

車線車速 100km/h に到達した時点にて本車線への合流が完全に終了したとする。 

 

５.４.６.１. シーン 1（本線走行車両が制御する場合） 

５.４.６.１.１. シーン１のシミュレーション 

 加減速の制御に関しては、初期値として車両 B、車両 C は、初速度 100km/h を PD

制御で維持している。 

 車両 A は、車両 B,C 間に入る込む距離があると判断し車両 C の横から合流する。 

 車両 B は、車両 A に後方から接近し車速制御は、車両 B が行う。 

 車両 A との X 方向間隔が 40m をきったら前方車両を車両 A にして PID 制御で 40m

を維持する。 

 車両 A との X 方向間隔が 25m をきったら、フルブレーキを可能にして車両の接近

し過ぎを抑制。それ以外は、ハーフブレーキ以下で車間を調整する。 

※ 解析は、時刻t = −3[s]からスタートし、車両の挙動が安定した時刻t = 0から走

行シナリオが開始する。 

 

車間制御は PD 制御により実施した。目標とする車間距離に対して、通信により得られた

前車の位置と自車位置から現在の車間距離との差が入力となる。以下の P 項、D 項の足し

算の結果により加速、減速が制御される。 

P（比例項）： 車間距離が大きい場合には加速側、小さい側には減速側に反応する。 

D（微分項）： 車間距離の変動分、すなわち相対速度に反応する。 

前車の車速の方が速い場合には加速し、遅い場合には減速する。 

D 項の効果として、例えば P 制御のみの場合、前車が 60km/h、自車が 100km/h で目標

車間距離に向かって近づいている時に、目標車間距離まではさらに加速し続け、目標車間距

離よりも短くなって初めて減速する挙動となってしまい、車間距離が過度に近づきすぎてし

まう（オーバーシュート/アンダーシュート）。これを回避するため、D 項により相対速度を

監視することで、自車が他車より速い場合には減速側、自車が他車より遅い場合には加速側

に向かうように制御器が働くようにしている。大まかに言うと、車間距離が目標車間距離に

近い状況では D 項の影響がより大きくなる。 

現実的な制御法に関しては、各メーカの競争領域になるため、詳細は、不明である。たと

えば、車車間通信でやりとりするメッセージ、たとえば RC-013 に記載の車速情報をつかっ

て、速度の補間等を行いながら制御ロジックを構築することになるが、今回のシミュレーシ

ョンでは、制御ロジックを開発することが目的ではないため、あえて、車間の PD 則で検討

した。 
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図 ５.４.６.１.１－１にシーン 1 のイメージを示す。 

 

図 ５.４.６.１.１－１ シーン 1 のシミュレーションのイメージ 

 

 

シミュレーション結果を図５．４．６．１－２から図５．４．６．１－４に示す。 

 

図 ５.４.６.１.１－２ 車両 Bと車両 A の距離 

 

 

図 ５.４.６.１.１－３ 車両 Bの速度 

初期状態では、車両 A は、自車両 B の

前方 80m 以上離れた位置にあった。車

両 B は、車両 A の後方から接近し、そ

の距離は、80m から徐々に 27m くらい

まで縮まる。 

車間距離が、40m を切った段階で、車

両 B は、制動をかける。車速は、

100km/h から 75km/h まで下がる。そ

の後、車両 A との距離を 40m に近づけ

るため、車速を上げる。最終的には、時

速 100km/h, 距離 40m で車両 Aに追随

するように走行する。 
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図 ５.４.６.１.１－４ 自車両 B のブレーキの作動状況 

 

 

５.４.６.１.２. 通信失敗時のシミュレーション 

図 ５.４.６.１.２－１に車車間通信の遅延と通信失敗のモデルを示す。遅延も通信失敗も

シミュレーション上では、前回の信号値を保持してそれを制御に反映する。 

図 ５.４.６.１.２－２は、遅延の delay 時間の設定を、図 ５.４.６.１.２－３は、受信し

た車両が認識する他車との車間距離と実際の車間距離の関係を示す。 

 

 

図 ５.４.６.１.２－１ 車車間通信の遅延と通信失敗のモデル 

 

 

図 ５.４.６.１.２－２ 遅延開始時間の保持のための delay 時間調整式 

 

前車との距離が、40m を切ったタイミング

で、自両Ｂは、車両 A との距離を確保する

ために、ブレーキをかける。ただしシミュ

レーションでは、操作量は、ハーフである。

27m を切ったタイミングでブレーキの操作

量は、100%となる。 
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図 ５.４.６.１.２－３ 他車との車間距離の真値との関係 

 

 

５.４.６.１.３. 通信不具合の車両への影響 

車車間通信で、1 サンプリング（100ms）が正常でなかった場合、車両の挙動がどう変わ

るのかをシミュレーションで調べた。1 サンプリングが正常でないというのは、通信が欠落

する場合、遅延により以前の値が送られる場合の 2 通りがある。いずれの場合も、合流の

シーン 1 においては、合意形成期間、合流スペース確保期間、合流期間で車両がうける影

響度は、ことなると思われる。 

ここでは、合流スペース確保期間の 3.5～3.6s の間に 1 サンプリングが正常でなかった場

合と、合流期間の 5.7～5.8sの間に 1サンプリングが正常でなかった場合を事例として示す。

送信インターバルは、ARIB STD T-109 規定通りの 100ms で、自車両 B の速度は、100km/h

である。図 ５.４.６.１.３－１から図 ５.４.６.１.３－４に合流スペース確保期間の通信不

具合時のシミュレーション結果を示す。 

 

 

図 ５.４.６.１.３－１ 車間距離 
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図 ５.４.６.１.３－２ 車速 

 

 

図 ５.４.６.１.３－３ ブレーキ 

 

 

図 ５.４.６.１.３－４ 発生トルク 

 

 

この期間における１サンプリングの通信不具合は、車両に大きな影響を与えることはない。 
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3.5 秒で 1 サンプリングが抜けた場合に、大きな影響がないのは、この期間では自車の減

速度が緩やかなため、1 サンプリングの抜けの影響が出ない結果になったと思われる。詳細

にいうと、車間制御による減速中だが、初期はブレーキ力の最大を 50%とする制限範囲に

あるために、制御上は、より大きなブレーキ力を発生したいところが上限で切られ、1 サン

プリングの抜けの影響がこの範囲の中に収まっているためと思われる。 

図 ５.４.６.１.３－５から図 ５.４.６.１.３－９までに合流期間の通信不具合時のシミュ

レーション結果を示す。ただし、目標車間は 27m としている。 

 

 

図 ５.４.６.１.３－５ 車間距離 

 

 

図 ５.４.６.１.３－６ 発生トルク 

 

 

通信不具合時の影響 
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図 ５.４.６.１.３－７ 車速 

 

 

図 ５.４.６.１.３－８ ブレーキ信号 

 

 

 

図 ５.４.６.１.３－９ 車両の加速度 
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合流期間においては、1 回のサンプリングに相当する時間（今回の場合 100ms）でも、

通信の欠落があった場合、急ブレーキの発生（－0.3G）と速度の復帰のために、加速して

トルクを 800Nm 発生する。 

この急激な挙動は、車両加速度で－0.3G, +0.3G に相当し、運転者に違和感を与える。こ

の理由として、通信が抜けた場合は、前回値を利用しているためと考える。 

抜けた時点では、  

①．実際よりも車間を短く 

②．他車が減速 と認識する。 

そのため、このタイミングにおいては急ブレーキが発生する可能性がある。一方で通信が

正常に戻った時点では、 

③．正常な車間 

④．他車が加速 と認識する。 

④の影響により、5.7 秒で 1 サンプリングが抜けた後、新しい情報が入力されると、制御

則の D 項が、大きく効くことになり自車も加速する結果となっている。 

今回は、通信の欠落時の振る舞いをシミュレーションしたが、遅延と通信欠落の差は、下

記のようになっている。通信欠如は、前回の値を使用している。例えば、前車が一定速度

（100km/h≒30m/s）で走っている場合に前車の位置が 2 秒時で 50m、2.1 秒時で 53m、

2.2 秒時で 56m としたとき、 

ア） 2.1 秒時の値が抜けた場合には、 

「2 秒時で 50m、2.1 秒時で 50m、2.2 秒時で 56m」と認識する。 

この結果、前車の車速は 

2.0 → 2.1 秒時： 車速 0m/s 

2.1 → 2.2 秒時： 車速 60m/s 

と、減速、加速しているようにみえる。 

イ） .全体が 100ms の遅延の場合には、 

「2 秒時で 47m、2.1 秒時で 50m、2.2 秒時で 53m」と認識する。 

この結果、前車の車速は 

2.0 → 2.1 秒時： 車速 30m/s 

2.1 → 2.2 秒時： 車速 30m/s 

となり、正しい情報が遅れた結果を認識することになる。 

 

以上のことが、以降のシミュレーションにおける遅延と通信欠落の差となっていると考える。

このように、通信の不具合は、発生するタイミングによって車両は受ける影響力に大きな差

異を生じてしまう。 

以降、５.４.６.１.４節では、シミュレーションのパラメータを振って評価する。 
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５.４.６.１.４. シミュレーションのパラメータ評価 

シミュレーションのパラメータとして、車速（100km/h, 110km/h）、車間通信周期（100ms, 

50ms, 20ms）、車間通信遅延（0, 300%）、通信連続失敗（0, 1, 2 回）、タイミング（100km/h:0, 

5.7 秒, 8 秒、110km/h:0, 3.4, 7.5 秒）の組み合わせで実施した。 

組み合わせの項番は、解析 No.1 から解析 No.60 までとする。それぞれのシミュレーショ

ンで出力したポイントは、車間距離（通信で得た値）、トルク、車速、ブレーキ、車両加速

度、車間距離（真値）である。詳細データは、付録 A.3.2 にシミュレーション結果データ集

シーン 1 としてまとめて記載している。判定は、車両加速度が、通信が正常に機能してい

た場合に比べて、±0.3g 以上発生する場合に、×とした。△は、判断に迷うレベルとする。 

 

表 ５.４.６.１.４－１ 解析結果 

解析 No 
車速 

km/h 

送信周期

msec 

通信遅延 

% 

通信連続 

失敗回数 

タイミング 

sec 
判定 

1 100 100 0 0 0 ○ 

2 100 100 300 0 0 ☓ 

3 100 100 0 1 5.7 ☓ 

4 100 100 0 2 5.7 ☓ 

5 100 100 0 1 8 △ 

6 100 100 0 2 8 ☓ 

7 100 100 300 1 5.7 ☓ 

8 100 100 300 2 5.7 ☓ 

9 100 100 300 1 8 ☓ 

10 100 100 300 2 8 ☓ 

11 100 50 0 0 0 ○ 

12 100 50 300 0 0 △ 

13 100 50 0 1 5.7 △ 

14 100 50 0 2 5.7 △ 

15 100 50 0 1 8 ○ 

16 100 50 0 2 8 ○ 

17 100 50 300 1 5.7 △ 

18 100 50 300 2 5.7 △ 

19 100 50 300 1 8 △ 

20 100 50 300 2 8 △ 

21 100 20 0 0 0 ○ 

22 100 20 300 0 0 ○ 
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解析 No 
車速 

km/h 

送信周期

msec 

通信遅延 

% 

通信連続 

失敗回数 

タイミング 

sec 
判定 

23 100 20 0 1 5.7 ○ 

24 100 20 0 2 5.7 ○ 

25 100 20 0 1 8 ○ 

26 100 20 0 2 8 ○ 

27 100 20 300 1 5.7 ○ 

28 100 20 300 2 5.7 ○ 

29 100 20 300 1 8 ○ 

30 100 20 300 2 8 △ 

31 110 100 0 0 0 ○ 

32 110 100 300 0 0 △ 

33 110 100 0 1 3.4 ○ 

34 110 100 0 2 3.4 △ 

35 110 100 0 1 7.5 △ 

36 110 100 0 2 7.5 ☓ 

37 110 100 300 1 3.4 △ 

38 110 100 300 2 3.4 ☓ 

39 110 100 300 1 7.5 △ 

40 110 100 300 2 7.5 ☓ 

41 110 50 0 0 0 ○ 

42 110 50 300 0 0 ○ 

43 110 50 0 1 3.4 ○ 

44 110 50 0 2 3.4 △ 

45 110 50 0 1 7.5 ○ 

46 110 50 0 2 7.5 △ 

47 110 50 300 1 3.4 ○ 

48 110 50 300 2 3.4 △ 

49 110 50 300 1 7.5 ○ 

50 110 50 300 2 7.5 △ 

51 110 20 0 0 0 ○ 

52 110 20 300 0 0 ○ 

53 110 20 0 1 3.4 ○ 

54 110 20 0 2 3.4 ○ 

55 110 20 0 1 7.5 ○ 
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解析 No 
車速 

km/h 

送信周期

msec 

通信遅延 

% 

通信連続 

失敗回数 

タイミング 

sec 
判定 

56 110 20 0 2 7.5 △ 

57 110 20 300 1 3.4 ○ 

58 110 20 300 2 3.4 ○ 

59 110 20 300 1 7.5 △ 

60 110 20 300 2 7.5 △ 

 

 

５.４.６.１.５. シミュレーション結果の考察 

車車間通信の遅延によって、車間距離制御の全域において、車間距離は、過少評価される。

結果として、ブレーキ、発生トルクは、必要以上に作動し、車間距離は、拡大する傾向とな

る。 

車車間通信の失敗の発生タイミングに、瞬間的にブレーキ力と駆動力が発生する。車間距

離は、制御により全域に大きな影響を及ぼすことはなかった。車車間通信の遅延と通信失敗

の組み合わせによる影響は観測できなかった。車車間通信の通信インターバル（通信周期）

の短縮によって、車車間通信の遅延と失敗の影響は軽減される傾向になる。 
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５.４.６.２. シーン 2（合流車両が制御する場合） 

合流車両が、制御して本線車線を走行している車両の間に入る場合、2 つのケースがある。

図 ５.４.６.２－１に合流車両が制御した合流の場合分けを示す。 

 

 

図 ５.４.６.２－１ 合流車両が制御した合流の場合分け 

 

 

５.４.６.２.１. 合流の決め方 

本年度の研究開発においては、一例として以下のような合流を想定した評価を行う。加速

車線にある車両と本車線の車両の速度違いによって、合流する車両が合流前後に他の車両が

前にある場合に急接近することは避ける必要がある。そのため、合流車両は合流期間中に他

車との一定以上の安全距離を保持できる場合において、加速しながら一定のタイミングで車

線変更することとする。それ以外の場合、他車と一定車間距離を確保した上で本車線の対象

車両の後ろに車線変更を実行する。合流開始時は、車間通信により、対象車両との車間位置

を走行中にモニタし、決めた閾値により判断する。判断ロジックフローを図 ５.４.６.２.１

－１に示す。 
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図 ５.４.６.２.１－１ 判断ロジックフロー 

 

本車線車両 B の前に合流条件について、図 ５.４.６.２.１－２のように前車との車間位置

の閾値 D1 と後車との車間距離の閾値 D2 を検討する。 

 

 

図 ５.４.６.２.１－２ 合流時位置関係 

 

合流について、合意形成時（0.4s）の車両 A の速度 40km/h、加速度 0.2G、本車線車両

速度 100km/h を想定する。車線変更中の車両 A と他車間の安全車間距離は余裕時間 1s と

して、車速 100km/h の場合には 27.8m となる。合流開始時点 s（5.4s）の車両 A と本車線

車両 C の間に安全車間距離を取れるように初期車間距離 D1 を予測する。 

5.4s 時点、車両 A の移動量 Sa は以下となる。 

 

C 車の移動量 Sc は以下となる。 

13958.27  vtSc  
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よって、安全車間距離を取るためには、以下の条件成立が必要となる。 

7.301

8.275.801139





D

D
 

車両 A は車線変更し、本車線の車速まで加速した時点が車両 B と最も接近する。その時

点の安全距離から車両 B との初期車間距離 D2 を予測する。 

車両 A は 100km/h に到達するタイミングは以下となる。 

8.4s9.81)*2.0/()1.118.27( t  

その時点車両 A の移動量は以下となる。 

8.1634.8)81.92.0(5.04.81.115.0 22  atvtSa

  一方、B 車の移動量は以下となる。 

8.275.2338.1632

5.2334.88.27





D

vtSb
 

よって、安全車間距離を取るためには、以下の条件成立が必要となる。 

5.972 D  

結果として、車両 A の本車線車両 B の前に合流する車間距離の閾値条件は、図 ５.４.６.

２.１－３および図 ５.４.６.２.１－４に示すように、車両間の合意形成時点（0.4s）の車両

A から後方 30.7m（安全車間距離は、27.8m）と 97.5m 範囲内（黄色枠）本車線に走行す

る車両 B,C は入ってないこととなる。車両 B もしくは車両 C がこの距離閾値（黄色枠）に

入る場合、車両 A は B 車に追従しながら B 車の後ろに合流することになる。車両 B、C 以

外は本研究では無いこととした。 

 

 

図 ５.４.６.２.１－３ 距離閾値範囲の図 
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図 ５.４.６.２.１－４ 距離閾値と余裕距離 

 

 

５.４.６.２.２. シミュレーションモデルについて 

合流シーンをコンピュータ上で実行できるようにするためにブロック線図ベースのシミ

ュレータを用いてモデルを作成し、車両動作の時間歴を解析した。作成したモデルは図 ５.

４.６.２.２－１のように、自車 A の車両モデル、車線変更の制御器に相当する車両入力モ

デル、車両速度と変位を出力するモデルと他車両の走行モデルから構成される。 

 

 

図 ５.４.６.２.２－１ シミュレーションモデル図 
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５.４.６.２.３. 合流判断モデル 

自車と本車線車両の相対距離から、車線変更可否について判断するモデルは、図 ５.４.

６.２.３－１の通りである。 

 

図 ５.４.６.２.３－１ 判断モデル 

 

車両 A は加速車線に入ってから 0.4 秒時点の車両 A と他車の走行位置から相対距離を計

算し、閾値と比較することで、合流信号を出力する。車間距離閾値は前章で検討した後方

97.5m と 30.7m とした。閾値達成信号を triggered ブロックを通して、本車線車両 B の前

に合流（BeforeB）許可信号が出力される。車両 AB、AC 間距離を計算する際、車両 A よ

り前の場合車間距離をプラスとする。車両 A より後ろに場合、車間距離をマイナスとする。 

 

 

図 ５.４.６.２.３－２ 距離計算のための符号 
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５.４.６.２.４. 車速制御モデル 

車両 A の速度制御モデルは、図 ５.４.６.２.４－１の通りである。 

 

 

図 ５.４.６.２.４－１ 車両 Aの速度制御モデル 

 

車両 B の前に合流する信号によって、車両 A の加速動作は変わる。車両 B の前に合流す

る場合、車両 A の速度を 100km/h を達成するよう駆動トルク信号が発生する。車両 B の後

ろに合流する場合、車両 B との距離を 40m になるように PID 制御によって駆動トルク信

号が発生する。 

 

 

５.４.６.２.５. 車線変更移動制御モデル 

車両 A の横移動を制御するモデルは図 ５.４.６.２.５－１の通りである。 

 

 

図 ５.４.６.２.５－１ 車両 Aの車線変更モデル 

 

車両 B の前に合流信号が作動する場合、車両 A は 5.4s 時点から 3s 間かけて一定速度の

横変位にて車線変更する。車両 B の後ろに合流する場合、車両 B との安全距離を取れたタ
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イミングから同じく 3s 間かけて車線変更する。モデル上、一定の横移動の目標値に対して、

目標横変位に対する PID 制御の出力値を操舵角として車両へ入力する。 

 

５.４.６.２.６. シミュレーション結果 

合流シーンのシミュレーションモデルに本車線車両の初期位置を適切に設定し、車両 A

が車両 B の前及び後ろに合流する 2 シーンをシミュレーションにて実行した。加速車線に

ある車両 A の初速度は 40km/h、本車線車両 B、C の速度は 100km/h と設定する。 

 

 

図 ５.４.６.２.６－１ シナリオ a（車両 B の前に合流） 

 

 

 

図 ５.４.６.２.６－２ シナリオ b（車両 B の後ろに合流） 

 

前章で検討した車間距離の閾値（D1=30.7m と D2=97.5m）によって、シナリオ a の場

合、車両 BC は閾値範囲外のため車両 A は車両 B の前に合流することを想定する。シナリ

オ b の場合、車両 B は距離閾値範囲に入るため、車両 A は車両 B の後ろに合流することを

想定する。 
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５.４.６.２.７. シナリオ aのシミュレーション結果 

シナリオ a でのシミュレーション結果を図 ５.４.６.２.７－１～図 ５.４.６.２.７－９に

示す。 

 

 

図 ５.４.６.２.７－１ シナリオ aでの車両位置[m]  
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図 ５.４.６.２.７－２ シナリオ aでの車両 AB 間距離[m]  

 

 

図 ５.４.６.２.７－３ シナリオ aでの車両 AC 間距離[m]  
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図 ５.４.６.２.７－４ シナリオ aでの車両 B 前合流信号  

 

 

図 ５.４.６.２.７－５ シナリオ aでの車両 B 後合流信号  
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図 ５.４.６.２.７－６ シナリオ aでの操舵角信号 

 

 

図 ５.４.６.２.７－７ シナリオ aでの車両 A 横移動[m] 
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図 ５.４.６.２.７－８ シナリオ aでの駆動トルク[Nm] 

 

 

図 ５.４.６.２.７－９ シナリオ aでの車両 A 速度[km/h] 
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シミュレーションの開始後 0.4s 時点、車両 B の前に合流する車間距離閾値条件は満足で

き、合流信号が出力される。合流中車両 A の速度は初期値 40km/h から目標車速 100km/h

に加速する。横方向の移動量は車線幅に相当する 3.5m となる。車両の挙動は妥当な結果を

得た。車両運動状態の概要を図 ５.４.６.２.７－１０に纏める。 

 

 

図 ５.４.６.２.７－１０ シナリオ aの車両運動状態 
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５.４.６.２.８. シナリオ bのシミュレーション結果 

車両 C, Bを先行させ、B の最後尾に合流するシナリオ b のシミュレーション結果を図 ５.

４.６.２.８－１～図 ５.４.６.２.８－９に示す。 

 

 

図 ５.４.６.２.８－１ シナリオ bでの車両位置[m] 
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図 ５.４.６.２.８－２ シナリオ bでの車両 AB 間距離[m] 

 

 

図 ５.４.６.２.８－３ シナリオ bでの車両 AC 間距離[m] 
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図 ５.４.６.２.８－４ シナリオ bでの車両 B 前合流信号 

 

 

図 ５.４.６.２.８－５ シナリオ bでの車両 B 後合流信号 
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図 ５.４.６.２.８－６ シナリオ bでの操舵角信号 

 

 

図 ５.４.６.２.８－７ シナリオ bでの車両 A 横移動[m] 
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図 ５.４.６.２.８－８ シナリオ bでの駆動トルク[Nm] 

 

 

図 ５.４.６.２.８－９ シナリオ bでの車両 A 速度[km/h] 
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シミュレーションの開始後 0.4s 時点、車両 B との車間距離閾値条件は不成立のため合流

信号が出力されない。車両 A は本車線車両 B との距離を確保できた時点（8s）から合流す

る。横方向の移動量は車線幅と相当する 3.5m である。車両の挙動は妥当な結果を得た。シ

ナリオ b の車両運動状態の概要を図 ５.４.６.２.８－１０に纏める。 

 

 

図 ５.４.６.２.８－１０ シナリオ bの車両運動状態 

 

  



293 

 

５.４.６.２.９. 信号遅延による合流不具合の検討 

現解析において、車両合流ロジックは他車両の位置情報から合流可否を判断する。他車の

位置情報の伝達遅れによって、制御ロジックは誤動作する可能性がある。この誤動作の一例

として下記 2 つのシナリオを想定した。これは、信号遅延によって位置の誤差が大きく発

生して以上接近、合流タイミングの喪失が発生してしまう事例である。図 ５.４.６.２.９－

１と図 ５.４.６.２.９－２に 2 種類の典型的な誤動作例を示す。 

 

 

図 ５.４.６.２.９－１ 通信遅延(A-C 間)による車両 C位置の誤判定（シナリオ a） 

 

 

図 ５.４.６.２.９－２ 通信遅延(A-B 間)による車両 B位置の誤判定（シナリオ b） 

 

シナリオ a において、車両 C 位置の通信信号遅延が発生した場合、車両 C の位置情報の

遅延により車両 A-C 間距離は過大評価となる。これが大きくなると車両 A は、本来、車両

B-C 間に合流可能であったのが、車両 B の後ろに合流すると判断し、合流期間は必要以上

に長くなる。 

シナリオ b において、車両 B 位置の通信信号遅延が発生した場合、車両 B の位置情報の

遅延により車両 A-B 間距離は過大評価となる。これが大きくなると車両 A は、本来、車両
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B の後方に合流すべきところを、車両 B の前に合流すると判断し、車両 A-B の車間距離は

異常接近することが想定される。 

シナリオ a およびシナリオ b の通信周期、遅延、通信失敗の回数を変化させた時のシミ

ュレーションの結果は、付録 A.3.3 シミュレーション結果データ集シーン 2 に記載する。 

 

５.４.６.２.１０. シーン 2におけるまとめ 

シナリオ a、b での通信不具合の解析結果を表 ５.４.６.２.１０－１、表 ５.４.６.２.１０

－２にまとめる。同表の「判定」列に、想定通りの合流（車両 A が、車両 C と車両 B の間

に入る合流）が実施できたケースに○、通信不具合による誤判定が生じ、想定とは異なる合

流となったケース（車両 A は、車両 B の後方に入る）を×としている。 

 

表 ５.４.６.２.１０－１ シナリオ aでの誤判定 a’の解析結果まとめ 

解析 No 送信周期[ms] 通信遅延 通信連続失敗[回数] 合流完了時間[s] 判定 

1 100 0 0 8.7 
 

2 100 0 1 12.3 × 

3 100 0 2 12.3 × 

4 100 300% 0 12.3 × 

5 100 300% 1 12.3 × 

6 100 300% 2 12.3 × 

7 50 0% 0 8.7 
 

8 50 0% 1 12.3 × 

9 50 0% 2 12.3 × 

10 50 300% 0 12.3 × 

11 50 300% 1 12.3 × 

12 50 300% 2 12.3 × 

13 20 0% 0 8.7 
 

14 20 0% 1 8.7 ○ 

15 20 0% 2 12.3 × 

16 20 300% 0 12.3 × 

17 20 300% 1 12.3 × 

18 20 300% 2 12.3 × 

 

シナリオ a では、C 車との距離を閾値 30.7m に対して 30m に設定し、余裕を 0.7m と厳

しくしている。そのため、通信不具合が発生すると、本解析ケースの最も通信不具合の影響

が少ない解析 No14 を除き、想定と異なる合流となった。 
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ここでは、合流を完了させるまでの時間を評価し、表 ５.４.６.２.１０－１にまとめてい

る。想定通りの合流では 8.7s で完了できるが、車間通信の不具合の影響を受けた×のケー

スでは、B 車を先に行かせる時間を要しトータル 12.3 秒となり、合流車線側のスムーズな

交通流の妨げになり得ることがわかる。なお、判定×の想定と異なる合流となったケースに

おいて、合流完了時間が同じになっているが、これは本シナリオでは C 車のみとの通信の

影響を評価しており、B 車との通信を考えていないことによる。 

 

表 ５.４.６.２.１０－２ シナリオ bでの誤判定 b’の解析結果まとめ 

解析 No 送信周期[ms] 通信遅延 通信連続失敗[回数] 車両 AB 間の距離[m] 判定 

1 100 0 0 75.9 
 

2 100 0 1 75.6 ○ 

3 100 0 2 75.4 ○ 

4 100 300% 0 －17.8 × 

5 100 300% 1 －17.8 × 

6 100 300% 2 －17.8 × 

7 50 0% 0 75.9 
 

8 50 0% 1 75.7 ○ 

9 50 0% 2 75.5 ○ 

10 50 300% 0 80.1 ○ 

11 50 300% 1 79.9 ○ 

12 50 300% 2 79.7 ○ 

13 20 0% 0 75.7 
 

14 20 0% 1 75.7 ○ 

15 20 0% 2 75.6 ○ 

16 20 300% 0 77.4 ○ 

17 20 300% 1 77.4 ○ 

18 20 300% 2 77.3 ○ 

 

シナリオ b では、B 車との距離閾値 97.5m に対して、90m に設定し、余裕が 2.5m とシ

ナリオ a よりも緩い条件に設定している。そのため、通信不具合が発生すると、本解析ケ

ースの最も通信不具合の影響が大きい解析 No4～6 を除き、想定通りの合流を実施できる結

果となった。 

ここでは、合流時の車両 AB 間の距離を評価し、表 ５.４.６.２.１０－２にまとめている。

通信不具合の×のケースにおいて、合流車両 A は本線車両 B の前に割り込む事態となり、

その車間距離は－17.8m と時速 100km/h の余裕時間 1 秒に相当する 27.8m よりも短く、本
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解析条件において通信不具合により危険な状態を引き起こしている。なお、本解析では A

車が B 車の前に合流するケースではシナリオに従い、何ら制御の介入をさせていないため

AB 間の距離は一定の－17.8m となっている。 

 

５.４.７. まとめ 

通信で自動走行する車両において、通信性能の劣化（通信遅延や通信欠落）が、車両の挙

動にどのような影響を及ぼすかを、高速道路での合流を一例として調査した。車両のモデル

は、実走して得たデータから導出し、そのモデルを使って、合流時における通信の性能劣化

が、車両の挙動（急激な加減速度の発生や合流する車の位置等）にどう影響するかをシミュ

レーションで確認、評価した。 

合流するケースにおいて、2 通りのパターンを調査した。まず本線側を走行する車両が、

合流する側の車両の情報を通信で得て、前車との距離を調整する。すなわち、制御は本線走

行車が行い、合流する車両は制御しない場合である（シーン 1）。この場合、通信の欠落で

走行車両が危険と判断してブレーキを掛けるが、通信が欠落する場所によって車両の挙動は、

影響度が大きく異なった。合意形成直後のあたりだと、一回の通信の欠落では、走行車両は、

フィードバック制御を継続して実施しており、車両に発生する加速度は、無視できるぐらい

のレベルであった。しかし、合流実施するタイミングで、通信の欠落が一回でもあると、運

転者が許容できないレベルの減速過加速度が発生する（－0.3G を超える）。 

しかし、通信周期を 100ms から 20ms と短くすると、車両挙動は、ほとんど影響うけな

い状況になる。50ms 周期だと場合による。これは、現行の通信方式 ARIB STD T-109 のま

までは、適用できないことをしめす。 

他のパターンとして、本線側を走行する車両は一定速度で走行して、制御は合流する側が

実施する場合である（シーン 2）。この場合、合流する車両が本線を走行する 2 車両の間に

入り込む場合に、通信の劣化により、入り込めずに後方に回る場合と、当初は後方に回る予

定が、通信の劣化により誤って 2 車両の間に入り込む場合のシナリオを検討した。 

間に入り込むシナリオの場合、通信周期が 100ms、50ms、20ms いずれの場合も、通信

の性能劣化が合流する判断に大きく影響を及ぼし、間に入れず後方にまわる結果が多いとい

う結論が出た。後ろに回り込むシナリオの場合、通信周期が 100ms の場合、誤って間に入

り込む場合が出現した。他の周期の場合は、結果として後方に回り込む入り方をするため、

期待した動き（後方に回り込む）が実現できていた。 

このように、現在使用されている通信方式（ARIB STD T-109）をそのまま使用して、自

動運転の通信に使った場合、一例ではあるが、期待した車両の挙動が得られない場合がある

ことが、特定の条件ではあるが抽出できた。 

今後、ここで得た課題を解決する通信技術を検討する上での貴重な事例として活用してい

く。 
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５.５. 第５章まとめ 

 

本章では本研究の実施により得られた成果について報告した。 

５.１節では本研究での実験の遂行のために新たに開発した機器の概要を説明した。 

５.２節では研究課題 a）の成果を説明した。課題 a）は 700MHz 帯 ITS 通信の協調型自

動走行システムへの適用可能性を明らかにすることを目的に、以下の要領により実施した。

すなわち、具体的な検討対象として協調型自動走行システムの 2 つのユースケース（自動

車専用道路での協調型合流支援、交差点での周辺車両認知）を選定し、それぞれにおける様々

な車両密度、車両速度等の条件下での通信性能を実験及びシミュレーションにより調査した。

その結果、各ユースケースで要求される通信性能は一定未満の車両密度においては担保され

ることが明らかになった。 

５.３節では研究課題 c-2）の成果を説明した。課題 c-2）は車車路車協調システムの普及

に向け、非一般車両である緊急車両が車車間通信を利用して周囲の一般車両に対して緊急走

行中であることを通知するアプリケーションの有効性を検証することを目的とした。本課題

は複数のアプローチにより実施し、それぞれに対する成果を得た。まず、実際に運用中の救

急車および評価用車両に搭載された車車間通信ログ取得装置から得た通信ログの解析によ

り、救急車と評価車両の遭遇時に、サイレン音や赤色灯が認知可能となるタイミングより早

く車車間通信が可能となることを確認した。次に、確認したタイミングの関係に基づき、救

急車の接近を通知された一般車両ドライバーの回避行動をドライビングシミュレータ実験

で調査した。さらにその結果に基づき作成した回避行動モデルを組み込んだ交通シミュレー

ションにより、車車間通信の普及に伴い救急車移動時間の短縮が可能となることを明らかに

した。また、車車間通信を利用したサービスを拡張し、緊急車両が送信する車車間通信情報

を路側機が転送・再送信するサービスについて、実際の運用状況における検証を行った。そ

の結果、転送された車車間通信情報を含んだ路車間通信メッセージが連続受信できる位置は

比較的安定し一般的なサービスに必要とされる交差点から 200m 程度以上の位置であった。

またこの受信位置（交差点からの距離）は交差点周辺の電波伝搬環境（おもに見通しの有無）

により数倍の開きがある。さらに周辺環境の影響で遠方からも受信されることがあり、その

可能性に配慮したシステム設計が必要であることが明らかになった。 

５.４節では研究課題 d-2）の成果を説明した。課題 d-2）は車車間通信を車両制御に適用

した際に、通信性能が車両挙動に与える影響を評価することを目的として以下の要領により

実施した。すなわち、まず具体的な検討対象として課題 a）でも対象とした自動車専用道路

での協調型合流支援を選定し、必要となる車両の動的モデルを構築した。次に、動的モデル

のパラメータを決定するための実車実験を行い、決定されたパラメータを適用したモデルを

用いたシミュレーションにより、通信性能と車両の挙動との関係を調査した。その結果、通

信の欠落が一定以下であれば、期待した合流動作が可能であり、かつ車両挙動も許容可能な

範囲内に収まることが明らかになった。 
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第６章 研究発表などの成果 

６.１. 研究発表 

６.１.１. 査読付き市場発表論文数 

実績  0 件 

 

６.１.２. 査読付き口頭発表数 

実績  0 件 

 

６.１.３. その他の誌上発表数 

[1]. 株式会社デンソー 難波秀彰，“情報通信が支える次世代の ITS”，ITU ジャーナル，

2015 年 7 月 

[2]. 平山泰弘，澤田学，“V2X 通信技術の動向と将来展望”，電子情報通信学会誌，Vo.98，

No.10，pp860-863，2015 年 

[3]. 川合健夫，“さらなる安全で安心な道路交通の実現にむけて”，UTMS 協会機関紙

「UTMS」，第４号，2015 年 8 月 

[4]. 伊藤敏之，“自動走行システムに必要な車車間通信・路車間通信技術の基礎的研究開

発”，電子情報通信学会通信ソサイティマガジン 12 月号，2015 年 12 月 

 

６.１.４. 口頭発表数 

[1]. 株式会社デンソー 難波秀彰，“自動走行システムに必要な車車間通信・路車間通信

技術の開発”，情報通信フロンテイアセミナー 

[2]. 株式会社デンソー 難波秀彰，“自動走行システムに必要な技術の開発”自動走行の

ための次世代路面標示研究会 

[3]. HIDEAKI NANBA，“V2V,V2I Communication Technology for Road Safety and 

toward the Automated Driving Systems”，Asian Transportation Research Society 

(ATRANS) 

[4]. YOSHIFUMI KATO，“Denso's Approach toward Future Mobility Society”，SAE 

China Congress 

 

 

６.２. 特許出願 

６.２.１. 特許出願数 

坂本将紘，退避指示装置，日本，2016 年 3 月 
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６.３. 第６章まとめ 

ほぼ予定通りの成果を得ることができた。表 ５.４.４.２－１に平成 26 年度と平成 27 年

度におけるデンソーの研究成果一覧を示す。 

 

表 ６.３－１ デンソーの研究成果一覧表 

 平成 26 年度 平成 27 年度 

査読付き誌上発表論文数 0 件 （0 件） 0 件 （0 件） 

査読付き口頭発表論文数 

（印刷物を含む） 
0 件 （0 件） 0 件 （0 件） 

その他の誌上発表数 0 件 （0 件） 4 件 （0 件） 

口頭発表数 3 件 （0 件） 4 件 （2 件） 

特許出願数 0 件 （0 件） 1 件 （0 件） 

特許取得数 0 件 （0 件） 0 件 （0 件） 

国際標準提案数 0 件 （0 件） 0 件 （0 件） 

受賞数 0 件 （0 件） 0 件 （0 件） 

報道発表数 0 件 （0 件） 0 件 （0 件） 

報道掲載数 0 件 （0 件） 0 件 （0 件） 

※ （）内の数字は海外発表件数を表す。 
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デンソーは、SIP 総 1 の代表研究責任社として、受託 4 社をまとめている。受託 4 社の

成果をすべてまとめたものは、表 ６.３－２に示す。 

 

表 ６.３－２ 受託４社の研究成果一覧表 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

査読付き誌上発表論文数 
0 件 

 

（0 件） 

《0 件》 

1 件 

 

（1 件） 

《2 件》 

0 件 

 

（0 件） 

《4 件》 

査読付き口頭発表論文数 

（印刷物を含む） 

1 件 

 

（1 件） 

《1 件》 

3 件 

 

（3 件） 

《4 件》 

0 件 

 

（0 件） 

《4 件》 

その他の誌上発表数 
0 件 

 

（0 件） 

《0 件》 

4 件 

 

（0 件） 

《0 件》 

0 件 

 

（0 件） 

《0 件》 

口頭発表数 
6 件 

 

（0 件） 

《3 件》 

6 件 

 

（2 件） 

《6 件》 

0 件 

 

（0 件） 

《6 件》 

特許出願数 
0 件 

 

（0 件） 

《2 件》 

2 件 

 

（0 件） 

《3 件》 

0 件 

 

（0 件） 

《3 件》 

特許取得数 
0 件 

 

（0 件） 

《0 件》 

0 件 

 

（0 件） 

《0 件》 

0 件 

 

（0 件） 

《0 件》 

国際標準提案数 
0 件 

 

（0 件） 

《0 件》 

0 件 

 

（0 件） 

《0 件》 

0 件 

 

（0 件） 

《0 件》 

受賞数 
0 件 

 

（0 件） 

《0 件》 

0 件 

 

（0 件） 

《0 件》 

0 件 

 

（0 件） 

《0 件》 

報道発表数 
1 件 

 

（0 件） 

《1 件》 

0 件 

 

（0 件） 

《1 件》 

0 件 

 

（0 件） 

《1 件》 

報道掲載数 
0 件 

 

（0 件） 

《0 件》 

0 件 

 

（0 件） 

《0 件》 

0 件 

 

（0 件） 

《0 件》 

※ （）内の数字は海外発表を表し、《》内の数字は発表計画件数を表す。 
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第７章 その他研究開発活動 

技術開発動向や市場動向を踏まえ、本研究開発成果を活用した製品やサービスの国際的な

普及展開、国際的な標準化活動のための関係省庁との連携及び関係機関への提案を実施した。

本研究開発で確立した技術の普及啓発活動を実施すると共に、実用に向けて必要と思われる

研究開発課題への取組も実施した。 

また、本研究開発の実施に際し、人事、施設、予算等のあらゆる面で、優れた人材が確保

される環境整備に関して行う。その為に、若手の人材育成の観点から行う部外研究員受け入

れや招聘制度、インターンシップ制度等による人材の活用を行う。 

研究開発成果については、原則として、政府としてインターネット等により発信を行うと

ともに、マスコミを通じた研究開発成果の発表、講演会での発表等により、広く一般国民へ

研究開発成果を分かりやすく伝える。 

 

７.１. 人材の確保及び育成への配慮 

研究開発による成果をあげるためには優れた人材の確保が必要である。このため、本研究

開発の実施に際し、人事、施設、予算等のあらゆる面で、優れた人材が確保される環境整備

の為に、若手の人材育成の観点から行う技術討論会にて部外研究員受け入れや招聘制度、イ

ンターンシップ制度等による人材の活用を行った。 

 

７.１.１. 技術討論会 

各研究機関の内容を相互に理解していくことは、今後の世界の標準化を指向した場合に貴

重なデータ取得になり、そこで得られた実験のノウハウやデータの処理技術は、研究補助者

として参加する海外の技術者への貴重な機会となる。本主旨のもと、本年度の新たな取り組

みとして、研究内容の情報共有による研究成果の相乗効果、若手研究員の人材育成及び国際

連携を目的として平成 28 年 2 月 18 日に委員、オブザーバ 4 名、研究機関から 39 名が参加

した術討論会を実施した。本討論会では、各研究機関の現状の取組や研究課題について各研

究機関の若手研究員から発表し、運営委員会の委員、オブザーバ、ビジネスプロデューサ、

各研究機関の責任者を中心に質疑・討議を実施した。また、各研究機関の個別テーマについ

ては、それぞれパネル、実機、実験風景ビデオで取組を委員他出席研究員に対し説明し、お

互いの取組テーマについての理解を深めた。参加者による活発な議論により各社の実務を担

当する若手の研究員の研究に対する意識改革とモチベーションアップもはかれた。 
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① 実施概要 

 

 

② プログラム 

 

 

SIP 総１ウ 研究開発運営委員会「技術討論会」 

概要 ： 本研究開発における、各研究機関の現状の取組、研究課題について、各研究機関の

若手研究員から発表し、各委員及び各研究機関研究員間にて技術討議を行う 

目的 ： 研究内容の精査、共同研究の成果向上のため・若手研究員の人材育成のため 

実施日 ： 平成 28 年 2 月 18 日 13：00～16：30 [210 分] 

場所 ： AP 東京丸の内（貸会議室） H+I 会議室 

http://www.tc-forum.co.jp/kanto-area/ap-marunouchi/ma-base/ 

東京都千代田区丸の内 1-1-3 日本生命丸の内ガーデンタワー3 

参加者 ： 本運営委員会の委員 及び オブザーバ（総務省様） 

各研究機関の研究責任者及び研究員（実務実施者、若手リーダなど） 
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図 ７.１.１－１ ご挨拶の様子 

 

 

 

③ 発表概要 

順 タイトル 発表概要 発表者 

1 非一般車両アプリケー

ションの有効性検証 

―緊急車両接近情報提

供が回避行動に与える

影響の調査― 

本研究開発では、緊急車両の接近を車車間

通信を利用して一般車ドライバーに情報

提供するアプリケーションについて、緊急

車両の現場到着時間の短縮効果を検証し

ている。今回、アプリケーションによる情

報提供が一般車ドライバーの回避行動に

与える影響をドライビングシミュレータ

を用いた実験により調査した。実験結果か

ら、情報提供によりドライバーの緊急車両

の認知及び回避判断までにかかる時間が

短縮できることを示す。 

株式会社 

デンソー 

研究開発 1 部 

 

平山 泰弘 

(a) 須田委員長ご挨拶 (b) 総務省移動通信課 増子室長補佐ご挨拶 

(c) 難波代表研究者 (d) 会場風景 
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2 自動走行システムへの

通信情報の活用検討 

 ～合流シーンにおけ

る通信性能の評価～ 

本研究では、自動走行システムにおいて、

車車間通信や路車間通信により得られる

情報を活用することで安全性の向上など

の効果が期待できるユースケースを抽出

し、そのユースケースにおける通信性能を

評価した。本発表では、ユースケースの一

つである合流シーンを用いて、自動走行シ

ステムにおける車両走行モデルと、実環境

における通信性能の測定結果を紹介し、通

信情報の有効性を示す。 

パナソニック株

式会社 

車載エレクトロ

ニクス事業部  

第三商品開発部 

 

柴田 鉄兵 

3 普及車載機での評価 

－一般的な普及車載機

で複雑な道路環境下を

走行し、車車 間通信を

用いた運転支援システ

ムに与える影響を検証 

本研究開発では、普及価格帯レベルの車載

機で走行する道路の特定が難しいことが

想定される 複雑な道路環境下で走行実験

を行い、車車間通信を用いた運転支援シス

テムに与える影響を検 証している。 今

回、複雑な道路環境として、を埼玉県及び

都内で車両の特定が困難な高架/アンダー

パスのあ る交差点や多階層となっている

地点を選定し実験を実施した。 実験結果

から、ある特定の複雑な道路環境によって

は普及価格帯レベルの車載機で車車間通

信 を使った運転支援を行うにはいくつか

の課題があることを示す。 

パイオニア 

株式会社 

商品統括部 

技術開発部 

先行開発部 1 課 

 

佐藤 翔太 

4 高信頼・低遅延な車車

間通信を実現する新た

な誤り訂正符号 

一般に誤り訂正符号は、符号長が十分に長

い場合に通信路容量に漸近、もしくは達成

することが知られている。しかし例えば自

動運転のような、遅延に対して強い制約の

ある環境では、短符号長において、いかに

高い信頼性を達成するかが重要となる。本

発表では符号長が数千ビットと非常に短

い状況において高い復号特性を持つ

Repeat-Accumulate 信号符号を提案し、

従来から知られる二元体上の符号と比較

して優れた復号特性を示すことを、計算機

シミュレーションによって明らかにする。 

電気通信大学 

先 端 ワ イ ヤ レ

ス・コミュニケ

ーション研究セ

ンター 

 

石橋 功至 
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図 ７.１.１－２ 技術課題発表の様子 

 

  

(a) （株）デンソー 平山氏 (b) パナソニック（株）柴田氏 

(c) パイオニア（株）佐藤氏 (d) 電気通信大学 石橋氏 

(e) 質疑 (f) 質疑 
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④ 展示内容 

 

 

 

内容 研究機関 パネルイメージ 資料イメージ

全体統括

・全体背景

・目的

・開発プロセス

・将来イメージ

各機関の
総括チャート

デンソー

・課題毎の目的

・計画

・進捗

・成果

・スケジュール

パナソニック

パイオニア

電通大
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内
容

研究
機関

パネルイメージ/資料作成

各
テ
ー
マ
別
取
組
内
容

デ
ン
ソ
ー

a） 車車路車協調シ

ステムの通信に関す
る研究開発

自動走行ユースケー
スに対する、700MHz

帯ITS通信の適用性
及び課題の検証

c-2） 非一般車両ア

プリケーションの有効
性検証

緊急車両接近通知ア
プリによる緊急車両
の到着時間短縮効
果の検証

d-2） 制御用周辺情報の
通信検証

高速道での自動合流シー
ンにおける通信性能の車
両挙動に及ぼす影響の
検討

パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク

b） 車車路車協調シ
ステムのサービスに
関する研究開発

情報重複/支援競合
時の対応手法に関す
る研究

b） 自動走行システ
ムへの通信情報の
活用検討

自動走行システムへ
の通信情報の活用
検討

パ
イ
オ
ニ
ア

c-1） 自動走行用の
普及車載機に向けて
（車両特定が難しい
道路状況の検討）

複雑な道路環境下に
おける車車間通信を
用いた運転支援に与
える影響の検証

c-3） 公共交通アプ
リケーションの有効
性検証 （バス/タク
シーでの効果検討）

旅客運送自動車の
基本的な運行状態を
通知することにより接
触事故を予防するシ
ステムの基礎評価

電
通
大

d-1) 自動走行の通
信に関する研究開発

d-1-1) 多次元分散
協調による高信頼車
車間通信の調査・研
究

d-1-2) 複数路側中
継器による棲分け型
協調中継システム

d-1-4) 既存プロトコ
ルに対する上記技術
の適用性の検討

d-1-3) 高信頼・低遅延車
車間通信を実現する誤り
訂正符号化技術の調査・
研究

三
菱
総
研

実施体制／技術動
向調査1－通信技術
関連動向

技術動向調査2－北
米の研究開発動向
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図 ７.１.１－３ 課題Ⅰの研究開発概要のパネル 

 

 

交通事故の削減、交通渋滞の緩和、環境負荷の低減、高齢者等の移動の支援、運転の快適性を向上するために、自動走行
システムが有望と考えられている。 自動走行システムの実現には、高い信頼性、小さい通信遅延を有する車車間通信・
路車間通信技術を確立する必要がある。

■研究開発概要

自動走行システムを実現するために、 従来の自動車単体での運転支援技術のさらなる高度化と、車と車、車とインフラ、車と歩行者を
つなぐ高度な無線通信技術を活用した運転支援技術を早期に確立する必要がある。 この技術の確立のため、公道での実証を通じて
車車間、路車間でやりとりする通信の評価を実施して、その通信でやりとりされる情報が、タイミング的にも 量的にも想定したアプリ
ケーションを満足するものであるかどうかを評価する。

目的

背景

Source: ITS WC home page

交差点での安全運転支援

円滑な交差点通行支援
見通しの悪い交差点
での運転支援

概要

車車間通信、路車間通信技術をさらに高度化し低遅延通信や高信頼性通信を実現して自動走行システムの実現に寄与する。

車車間通信 路車間通信

低遅延通信技術

例）商用車の自動運転など
自動走行システムの早期実現を図る

代表研究機関 株式会社デンソー

研究機関 パナソニック株式会社

研究機関 パイオニア株式会社

研究機関 国立大学法人電気通信大学

総合ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻ 三菱総合研究所

車車間通信、路車間通信技術をさらに高度化し低遅延通信や高信頼性通信を実現して自動走行システムの実現に寄与する為、多種
多様な多数の車両が混在する公道等の環境下で、開発した通信プロトコルが所定の性能を満たし、かつ確実に動作するかを実証実験を
おこなって検証する。 上記目的を達成するため、研究課題を設定した。

研究課題

自動走行システムへの通信情報の活用検討
（先読み情報の活用検討）

自動走行システムへの通信性能の検討
（自工会の自動合流シナリオでの通信性能の検討）

分散協調ITS通信技術開発
（自動走行用通信技術の検討）

普及促進
の課題

自動走行
の課題

研究開発課題 担当研究機関

非一般車両アプリケーションの有効性検証
（救急車での効果検討）

普及車載機での評価検証
（車両特定が難しい道路状況の検討）

公共交通アプリケーションの有効性検証
（バス/タクシーでの効果検討）

株式会社 デンソー

株式会社 デンソー

国立大学法人
電気通信大学

パイオニア株式会社

パナソニック株式会社

ＩＣＴを活用した次世代ＩＴＳの確立

課題Ⅰ 自動走行システムに必要な車車間通信・路車間通信技術の開発
ウ 車車間通信・路車間通信の通信プロトコルの開発

開発運営委員会・
ビジネスプロデューサ会議

開発     
  長   大     

   大     

  大     

  タ自 車株式会社

  ダ株式会社

   ジ  プ デ ーサ

     

   ジ  プ デ ーサ

三菱総合研究所

 ジ  プ デ ーサ

    機関

 表     

 表     

研究開発機関   責任者

  状 に対    

  報 

 
 
報
 

 
 
 
 
提
示

ビジネスプロデューサ会議

高信頼性通信技術

研究開発機関
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図 ７.１.１－４ デンソーの研究課題のパネル 

 

 

 

研究課題 a) 車車路車協調システムの通信に関する研究開発

研究開発課題 平成27年度実施計画 平成27年度達成見込み

自動走行ユースケースに対
する、700MHz帯ITS通信の
適用性及び課題の明確化

（１）自動走行ユースケースにおけ
る通信プロトコルの制約/課題
抽出

（２）走行実験、シミュレーションのデ
ータ取得条件の検討と実施

（３）実験、シミュレーションデータを
用いた通信特性の解析と仮説
検証

（１）自専道での協調型合流支援と交差点でのダイナミックマップへの
活用の2つのユースケースを抽出し、前者は合意形成時の通信品
質を、後者は位置誤差への遅延影響を課題として抽出。

（２）テストコース走行実験による通信特性の取得と、普及後を想定した
通信トラフィックにおける通信特性をシミュレーション解析。

（３）合流車両と本線車両間の距離とパケット到達率を算出。通信トラフ
ィックが高い場合に、合意形成が所要時間内で可能かを検証。通
信特性(連続パケットロス)による位置誤差影響を算出。

研究課題 c-2) 非一般車両アプリケーションの有効性検証

研究開発課題 平成27年度実施計画 平成27年度達成見込み

緊急車両接近通知アプリに
よる緊急車両の到着時間短
縮効果の検証

（１）緊急車両接近通知アプリによ
るドライバー行動モデルの作成

（２）緊急車両到着時間短縮効果の
検証

（３）救急車周辺車両の実データ収
集

（１）ドライビングシミュレータに接近通知アプリを組込み、救急車の認
知や退避行動のタイミングデータを取得し、行動モデルを作成。

（２）行動モデルを交通流シミュレータに組込み、設定した走行シナリオ
における通知アプリによる到着時間短縮効果を検証。

（３）救急車搭載した車載機ログと、評価車両を用いた通知アプリによる
救急車認知タイミングの実データを取得し、シミュレーションにおけ
る行動モデルと比較。

研究課題 d-2) 制御用周辺情報の通信検証

研究開発課題 平成27年度実施計画 平成27年度達成見込み

通信利用型車両制御におけ
る通信特性による影響の検
証

（１）車両挙動モデル作成のための
車両情報のデータ取得

（２）車両挙動モデルの構築

（３）通信利用型車両制御シミュレー
ション検証

（１）国交省プロの公道実験に参加し、高速道路における車車間通信デ
ータを取得し車両情報を解析。

（２）取得した車両情報に基づいた車両挙動モデルをシミュレータ上に構
築。

（３）自専道合流シーンにおいて通信利用型車両制御を実施した場合に
おける、通信特性が車両挙動に与える影響を確認。

担当研究機関 株式会社デンソー

ドライビングシミュレータに緊急車両接近通知
アプリを組込み、行動データを取得

救急車用
車載無線機

ログ装置

合流車両

受入車両

周囲車両

後方接近

側方接近

国交省プロの公道実験に
参加しデータを取得

車両挙動モデルを構築

合流車両Ａ
受入車両Ｂ 本線車両Ｃ

通信欠落時の車両制御への影響を検証

名古屋市の救急車に車載機とログ装
置を取り付け、実データを取得・分析

自専道での協調型合流支援イメージ
テストコースで合流ケースを模擬した走行実験を行い、通信特性を取得

行動モデルを組込んだ交通流シミュレーション
により、救急車の到着時間短縮効果を検証

車両Ａ 車両Ａ

車間確保期 合流実施期

t0

t0

t2

t2

t3

t3

合流車両

周囲車両

車車間通信

受入車両

合意形成期

t1

t1

車車間通信で合意形
成後、速度調整開始

合流実施前に
スペースを確保
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図 ７.１.１－５ 研究課題ａ）のパネル 
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研究課題 a） 車車路車協調システムの通信に関する研究開発

自動走行ユースケースに対する、
700MHz帯ITS通信の適用性及び課題の検証

研究実施機関：株式会社デンソー

成果 700MHz帯ITS通信を、自専道での協調型合流支援や、交差点でのダイナミックマップへの
活用に適用した場合の、通信特性を明らかにした。

目標

実施内容

今後の課題

自動走行ユースケースやその各通信要件に対し、現行の700MHz帯ITS通信規格（ARIB STD-T109）をベースに、
実験・シミュレーションにより通信特性を求めることで、その適用性や課題について検証する。

結果

・合意形成成功率の検証
・各ユースケースに対するT109の適用性判断と通信特性向上に向けた技術開発

通信負荷： 85台
通信エリア：110m以内
通信遅延：最大5msec

■合流車両と受入車両間の通信特性
混雑時の通信特性を実験で取得（通信負荷77台）

遮蔽車両

右折待ち
車両

直進車両

車車間通信

（自工会資料を参考に作成）
（ダイナミックマップSWG資料を参考に作成）

合流車速度[km/h] 受入車速度[km/h] 合流時確保車
間距離 [m] *1

必要通信
距離[m]

初速 合流時 初速 合流時
40 80 80 80 44 75
40 100 100 100 56 130
40 100 120 100 56 154
40 100 120 120 67 187

■必要通信距離の見積り
合流車が加速、合流するケースにおいて、必要な通信距離を見積り

*1 各車速における2秒車間
*2 セキュリティ処置遅延を除く

＜自専道における協調型合流支援＞ ＜交差点における周辺車両認知＞

■高トラフィック時や規格外送信における特性

■通信品質による車両マッピング誤差への影響*3

*3 位置情報は正しいものと仮定

■右折待ち車両の周辺車両マッピング結果

高速道路を走行する車両の搭載率を変更した時の通信特性をシミュ
レーションで解析中。送信周期100msで送信する方式と、100ms以下で
連送を使う方式の2種類について実施し比較する予定。

■高トラフィック時における特性

大規模交差点において、路車間通信含め、車載機搭載率を変化させ
た時の通信特性と、車両マッピングへの影響をシミュレーション中。

■右折待ち車両と周辺車両9台の通信特性

連続パケットロス数 発生確率
0 98.4
1 1.57
2 0.03

特定の時間範囲を抽出

①自動走行ユースケースにおける通信要件/通信プロトコルの制約抽出
②実験/シミュレーションによる通信特性の取得 ③自動走行ユースケースに対する適用性の検証と課題抽出

車間確保期
5s

合流実施期
3s

t0

t0

t2

t2

t3

t3

合流車両

周囲車両

車車間通信

受入車両

合意形成期
0.4s

t1

t1

車車間通信で合意形
成後、速度調整開始

合流実施前に
スペースを確保

 必要な通信距離は最大187m

 車車間通信77台条件でパケット到達率97%以上、通信遅延4ms*2以下

 遮蔽車両に見通しを
遮られる直進車両も
マッピング可能

通信品質：高
t0 t1 t2 t3 t4

100ms毎に相手車両をマッピング可能

通信品質：低
100ms

t0 t1 t2 t3 t4

200ms
t0' t1'

パケットロス発生！

遅延発生！
 パケットロスにより受信間隔が増加
 遅延により受信時の位置誤差が発生

右折待ち車両

遮蔽車両

直進車両

車両10台相互の通信
特性を実験で取得

 車車間通信85台条件でパケット到達率98%以上、通信遅延5ms*2以下

 合流開始後0.4秒間（合意形成期）の通信品質が重要
 規格外プロトコルはシミュレーションで検証

 多くの車両が集まり通信トラフィッ
クが集中する交差点でも、通信で
確実に認知することが求められる
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図 ７.１.１－６ 研究課題ｃ）のパネル 

 

 

研究課題 c-2） 非一般車両アプリケーションの有効性検証

緊急車両接近通知アプリによる緊急車両の到着時間
短縮効果の検証

研究実施機関：株式会社デンソー

成果 緊急車両接近通知アプリによる情報提供時の緊急車両回避行動をドライビングシミュ
レータ（DS）で取得し、認知タイミングや回避操作タイミングが早まることを確認した。

目標

実施内容

今後の課題

緊急車両が車車間通信により緊急走行であることを通知するアプリケーションを対象とし、このアプリケーショ
ンによる緊急車両の到着時間短縮効果について検証する。

結果 後方接近

回避行動データ取得

回避行動データを反映した交通シミュレーションにて到着時間を推定（名古屋市内2km区間で評価予定）
公道実験による情報提供タイミングの分析（名古屋市内にて稼働中の救急車との通信ログを記録済み）

• 救急車認知、回避判断ﾀｲﾐﾝｸﾞ
記録（録画映像・ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ）

• 回避操作（DSログ）
• 被験者75名、実験ｼﾅﾘｵ29種

③公道実験に
よる情報提供
タイミング検証 接近方向

相対距離 位置

※情報提供開始時には注意喚起音再生

到着時間短縮効果の検証

①DS実験による回避
行動データ取得と回避
行動モデルの作成

②交通シミュレーション
による到着時間の推定

側方接近
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片側1車線 片側2車線 片側1車線 片側2車線

時
間
[s
]

時
間
[s
]

時
間
[s
]

時
間
[s
]

情報提供なし 情報提供あり 情報提供なし 情報提供あり 情報提供なし 情報提供あり 情報提供なし 情報提供あり

サイレン音/情報提供~認知

認知~操作

ｻｲﾚﾝ
音再生

ｻｲﾚﾝ
音再生

ｻｲﾚﾝ
音再生

ｻｲﾚﾝ
音再生

-18.4s

-4.8s

-13.1s

-3.5s

※ほぼ同等 ※ほぼ同等

救急車認知・回避操作タイミング 救急車認知・回避操作タイミング

救急車認知手段（片側2車線） 救急車認知手段（片側2車線）

回避判断手段（片側2車線） 回避判断手段（片側2車線）

 接近通知アプリによる情報提供で、認知・回避操作ﾀｲﾐﾝｸﾞ
が早まることを確認

情報提
供表示

情報提
供表示

情報提
供表示

情報提
供表示

 認知・回避操作タイミングはほぼ同等
 ｻｲﾚﾝ音と情報提供表示のﾀｲﾐﾝｸﾞ差が小さいため

 78%の被験者
が接近通知ア
プリによる情報
提供で認知

 うち、半数程度
の被験者は回
避判断にも情報
提供を利用

 接近通知アプリ
による情報提供
を利用する被験
者は減少

 ほとんどの被験
者が情報提供
を利用せず29%

35% 5%

29%

20%

19%

15%

14%

15%

5%

10%

情報提供

あり

情報提供

なし

サイレン音

ミラーで目視

直接目視

その他

接近通知アプリ（5%）

他車両の回避行動

回避判断せず

47%

95%

5%

5%

42% 5%
情報提供

あり

情報提供

なし
サイレン音

その他

接近通知アプリ

他車両の回避行動

16%

16%

28%

49%

16%

29%

36% 4%

6%

情報提供

あり

情報提供

なし
他車両の回避行動

サイレン音 ミラーで目視 その他

接近通知アプリ

16%

84%

6%

6% 10%

78%
情報提供

あり

情報提供

なし

サイレン音

ミラーで目視

他車両の回避行動

接近通知アプリ

認知手段 提示タイミング

サイレン音（後方・側方接近）
接近通知アプリ（後方接近）
接近通知アプリ（側方接近）

相対距離60m
300m
交差点手前100m

サイレン音/情報提供~認知

認知~操作
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図 ７.１.１－７ 研究課題ｄ）のパネル 

 

 

  

研究課題 d-2） 制御用周辺情報の通信検証

高速道での自動合流シーンにおける通信性能の
車両挙動に及ぼす影響の検討

研究実施機関：株式会社デンソー

相手車両位置情報の車車間通信での通信遅延・通信失敗の影響は、合流シーンの
各ステージにより影響度が異なり、その度合いを調査した。

成果

目標

実施内容

結果

自動合流制御を実現するための、要求通信性能を明確化する。 また通信の限界を
押さえた上で、自律自動走行システムとの協調制御法を検討する。

（１） 自動車工業会から提示頂いた自動運転のユースケースを検討のベースとする。

高い目標を達成するため、下記手順で実施する。

（２） 通信性能が、車両へどのように影響するかを検討する為、車両の動的モデルを構築する。

（３） 車両の動的モデルのパラメータを同定するため、自動車会社の実験に参加させてもらう。

（４） 構築したモデルを使って、車両の挙動と通信の関係をシミュレーションで調査する。

（１）ベースとしたユースケース （２）車両の動的モデル

（シミュレーション用モデル）

（３）実走データからパラメータ同定
（４）通信不具合の車両への影響

走行中の車両デンソー計測車両

11月10日 東名高速道路走行実験

加速

減速

架空ブレーキ信号

55km -20km  急減速

海老名ＳＡ上－＞首都高C1 時計まわり
－＞海老名ＳＡ下

参考
自動車の走行運動モデル
（阿部正人著 より）

合流車両Ａ
受入車両Ｂ

本線車両Ｃ

通信欠落時の車両制御への影響を検証

車両Ａ 車両Ａ

※ 本年度の研究開発では、 通信だけの影響を調査するため、車両の制御は、 通信で
受信したデータのみで実施した。 実際は、自律センサー系と通信システムが協調する。
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 各社の展示 

 

図 ７.１.１－８ パネル説明会の様子 

(g) ディスカッション風景 (h) ディスカッション風景 

(e) 三菱総合研究所（総合ビジネスプロデューサ） (f) 展示コーナー全景 

(c) パイオニア（株） (d) 電気通信大学 

(a) （株）デンソー (b) パナソニック（株） 
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⑤ 出席者 

研究機関 部署名 氏名(敬称略) 役割 事務局 

委員長 東京大学 教授 須田 義大 委員長 
 

委員 名古屋大学 教授 山里 敬也 委員 
 

委員 トヨタ自動車(株) ITS 企画部 室長 末木 隆 委員 
 

オブザーバ 総務省 移動通信課 室長補佐 増子 喬紀 オブザーバ 
 

(株) デンソー 

(13 名) 

研究開発 1 部通信ｼｽﾃﾑ開発室 中田 恒夫 
  

研究開発 1 部通信ｼｽﾃﾑ開発室 坂本 将紘 
  

研究開発 1 部通信ｼｽﾃﾑ開発室 小野 学 
  

研究開発 1 部通信ｼｽﾃﾑ開発室 伊神 章公 
  

研究開発 1 部通信ｼｽﾃﾑ開発室 古山 卓宏 
  

研究開発 1 部通信ｼｽﾃﾑ開発室 吉永 諭史 
  

研究開発 1 部通信ｼｽﾃﾑ開発室 今井 謙一郎 
  

研究開発 1 部通信ｼｽﾃﾑ開発室 平山 泰弘 発表者 事務局 

研究開発 1 部 澤田 学 責任者 
 

研究開発 1 部 企画課 難波 秀彰 代表研究員 
 

研究開発 1 部 企画課 小林 顕二 司会 
 

研究開発 1 部 企画課 川合 健夫 
 

司会ｻﾎﾟｰﾄ 

研究開発 1 部 企画課 吉田 克典 
 

事務局 

・受付 

パナソニック(株) 

(5 名） 

AIS 社車載エレクトロニクス事業部 

安全・安心 SBU 第三商品開発部 
畑山 佳紀 責任者 

 

AIS 社車載エレクトロニクス事業部 

安全・安心 SBU 第三商品開発部 
武村 浩司 

  

AIS 社車載エレクトロニクス事業部 

安全・安心 SBU 第三商品開発部 
柴田 鉄兵 発表者 事務局 

AIS 社車載エレクトロニクス事業部 

安全・安心 SBU 第三商品開発部 
樋口 啓介 

  

AIS 社車載エレクトロニクス事業部 

安全・安心 SBU 第三商品開発部 
水口 孝夫 

 
時間管理 

パイオニア (株) 

(7 名） 

先行企画部 柴崎 裕昭 ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻ 
 

先行開発部 矢部 一夫 責任者 
 

先行開発部 松本 令司 
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先行開発部 高橋 哲也 
 

事務局 

運営ｻﾎﾟｰﾄ、

ﾏｲｸ 

先行開発部 青木 岳 
  

先行開発部 佐藤 翔太 発表者 
 

ソフト開発部 石川 真生 
  

電気通信大学 

(10 名） 

 

 

ＡＷＣＣ 山尾 泰 責任者 
 

ＡＷＣＣ 藤井 威生 ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻ 
事務局 

・議事録 

ＡＷＣＣ 石橋 功至 発表者 
 

ＡＷＣＣ 佐藤 光哉 
  

ＡＷＣＣ LE TIEN TRIEN 
  

ＡＷＣＣ 王 昊 
  

ＡＷＣＣ 市川 浩次 
  

ＡＷＣＣ 鶴見 俊介 
  

ＡＷＣＣ 尾形 駿 
  

ＡＷＣＣ 田中 亮輔 
  

三菱総合研究所 

(4 名） 

社会公共マネジメント研究本部 杉浦 孝明 
総合 

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻ  

社会公共マネジメント研究本部 加藤 二朗 
  

社会公共マネジメント研究本部 鯉渕 正裕 
 

事務局 

・受付 

社会公共マネジメント研究本部 田中 清一 
  

 

 

⑥ 議事録 

SIP 総１ウ 研究開発運営委員会 「技術討論会」 議事録 

 

日時： 平成 28 年 2 月 18 日（木）13:00-16:30 

場所： AP 東京丸の内会議室 

参加者（敬称略）： 

運営委員会委員長： 

運営委員会委員： 

運営委員会オブザーバ： 

 

須田義大（東京大学） 

山里敬也（名古屋大学）、末木隆（トヨタ自動車） 

増子喬紀（総務省） 
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受託機関構成員： 

デンソー： 難波秀彰（代表研究員）、澤田学（研究責任者）、伊神章公、今井謙一郎、

小野学、川合健夫、小林顕二、坂本将紘、中田恒夫、平山泰弘、古山卓宏、

吉田克典、吉永 諭史 

パナソニック： 畑山佳紀（研究責任者）、柴田鉄兵、武村浩司、樋口啓介、水口孝夫 

パイオニア： 矢部一夫（研究責任者）、青木岳、石川真生、佐藤翔太、柴崎裕昭、 

高橋哲也、松本令司 

電気通信大学： 山尾泰（研究責任者）、石橋功至、藤井威生、市川浩次、王昊、尾形駿、 

佐藤光哉、田中亮輔、鶴見俊介、LE TIEN TRIEN 

総合ビジネスプロデューサ： 

三菱総合研究所：杉浦孝明（総合ビジネスプロデューサ）、加藤二朗、鯉渕正裕、田中清一 

 

０．はじめに 

司会（デンソー小林）より本技術討論会の位置づけ（研究討論、若手研究者による講演）

について説明 

 

１．委員長挨拶 

須田運営委員会委員長よりご挨拶 

昨今の自動走行研究の流れより通信の重要性が高まっている。技術の情報を共有して研

究の推進を目指して欲しい。 

 

２．総務省挨拶 

総務省増子様よりご挨拶 

最初の研究計画の段階から周囲の環境が変化してきているので研究は逐次計画を見直し

ながら実のある研究開発として欲しい。 

 

３．総１ウ共同研究の実施計画、推進について（デンソー難波） 

代表研究者難波より実施背景、研究進捗に関して説明 

2030 年の完全自動運転に向けて、2020 年には自動走行システムの運用が始まる可能性

が高い。このスケジュールをにらんで通信システムを考えていくのが本委託研究の主な

ミッション。 

自動運転向けの通信システムを日本から世界に発信できるようにしたいという長期的な

ビジョンを持っている。その実現のためには、車両に無線機が搭載されていることがま

ず必要となる。そこで、車車間通信の普及促進というテーマからスタートした。2015 年

から自動運転にターゲットを拡張し、普及促進とともに研究活動を進めている。 

本研究開発では４社が、相互に連携しての課題解決に取り組んでいる。また、他省庁、
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他機関とも連携しての活動を行っている。 

2015 年の研究開発では普及促進と自動走行システムという二つの大きなトピックを定

め研究開発に取り組んでいる。 

 

４．各研究機関の技術課題発表 

①非一般車両アプリケーションの有効性検証（デンソー平山） 

・普及促進の課題として救急車の到達時間短縮が、車車路車協調システムを用いること

で実現できるという研究開発の紹介 

・救急車の接近検出アプリの効果をドライビングシミュレータにより取得、ドライバの

回避行動の分析を実施 

・結果としてアプリによる情報提供で、認知・回避操作タイミングが早まることを確認 

 

＜質疑応答＞ 

須田委員長： 普段の運営委員会と比べて研究内容をじっくりと聞けてよかった。 

情報提供アプリは具体的にどういう表示なのか？他車の行動に対する

影響というはシナリオにどのように反映されているのか？ 

平山： 表示は、情報提供の画面をナビ上に表示、加えて表示に合わせて音が鳴

動してアラートを出す。実験シナリオには、先行車の回避の有無、回避

方向（右、左）によって、後続車の回避行動がどうなるかを評価してい

る。 

須田委員長： シナリオが複数あることになるが、被験者によって内容を替えているの

か？ 

平山： 同じ内容のシナリオに対して被験者からランダムにピックアップした

10 名で実施している。 

パイオニア柴崎： 20 秒前に認知ができたとしても回避行動はしばらくたってから始める

ということなのか？ユーザはどういうきっかけで回避行動を始めてい

るのか？ 

平山： 指摘の通り、認知は早くできているが、回避は遅れて始めている例が多

い。通常は、サイレンで認知、目視で回避するが、情報提供により、情

報で認知、サイレンで回避となる傾向があり、それにより回避行動は早

くなっている。 

電通大山尾： 側方から来る車両についての効果が少ないとの結果であったが、路側機

による情報提供を組み合わせれば、後方と同様の効果が現れるのでは？ 

平山： 今回は車車間に特化しているが、ご指摘のとおり路側機があれば同様の

効果が出ると考える。 

難波研究代表者： 被験者の年代による効果の違いはあるか？ 
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平山： データは取得しているが現時点ではまだ分析できていない。現データは

全世代の平均値である。 

パイオニア矢部： 後続車両は左右に回避すればよいが、側方からの緊急車両にはどのよう

な回避を行うのか？ 

平山： 側方からの接近の場合は、交差点の手前で停止するというのが回避行動

である。 

 

②自動走行システムへの通信情報の活用検討（パナソニック柴田） 

・通信で得られる先読み情報を自動走行システムに活用することを目的に研究 

・先読み情報を活用したユースケースの抽出とモデル化、通信性能の評価を実施 

・ユースケースとして「合流」「車線変更」「緊急ハザード情報共有」「前方検知」「歩行者

横断検知」を抽出 

・「合流」のユースケースを用いて、先読み情報活用モデル、実証実験について紹介 

・地上での合流では、定めた要件以上のネゴシエーションを行えるが、地下での合流では

ネゴシエーションが行えない例があることを確認 

 

＜質疑応答＞ 

山里委員： 今回の前提はすべての車両が自律運転可能で、かつ通信機器を持ってい

るということでよいのか？ 

柴田： 今回の取組みは通信性能の評価となる。自律センサによる合流動作の詳

細検討は対象外となる。 

山里委員： その前提だと、通信はサポートで、最終的には自律的に車両が判断する

ことになると思うが、どのように判断するのか？ 

柴田： 今回は通信部分に特化しているので、制御の詳細な動作までの検討は行

っていない。 

山里委員： 実際は車両単位ではなく車群で制御するという考えが必要ではない

か？ 

柴田： その通りで自律を助けながら車群で制御するというのが将来的な一つ

の形と思われる。 

末木委員： ネゴシエーションの 1 回というものの定義は何か？ 

柴田： 本線車両と合流車両のそれぞれの車載機応答時間を 200ms として、本

線→合流→本線と通信が一往復することでネゴシエーションの確立と

している。 

須田委員長： 公道で合流するタイミングはどのように計っているのか？ 

柴田： 本線側走行の車両が定速で走行し、合流車両に位置を逐次伝達すること

でタイミングを計った。 
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末木委員： 合流の際の速度制御について、今回は具体的なアルゴリズムは考えてい

ないのか？ 

柴田： 今回は通信部分のみの検討であるため具体的なアルゴリズムは検討し

ていない。 

デンソー澤田： 今回抽出したユースケースの中から、検討を具体化していく対象を選定

する際の基準は、どのように考えているか？ 

柴田： 通信による効果が大きいもの、実現性の高いものを選定していく。 

デンソー澤田： 今回の実験は、700MHz の利用を前提として検討しているのか？ 

柴田： 今は 700MHz を想定しているが、他の周波数の活用も考えられる。 

難波研究代表者： デンソーの検討では、通信が失敗するとスムーズな合流ができず、結果

的に車群の後ろで合流するというパターンが多かったが、今回の検討で

はどうなっているのか？ 

柴田： 今回の実験は通信性能の検証であり、合流地点における合流動作の具体

的なアルゴリズムについては検討していない。今回のモデルでは、合流

地点で車両同士ができるだけ干渉しないように、事前に通信によって得

た情報を使って、本線車両が車間を空けてあげることを想定している。 

 

③普及車載機での評価検証（パイオニア佐藤） 

・複雑な道路環境が車車通信用いた運転支援に与える影響について研究を紹介 

・一般道と高架道路がクロスするような複雑な道路環境が運転支援システムに与える影響

を検証 

・以下の実験結果を紹介 

 一般交差点＋一般道（オーバパス）のケース：右折時の衝突防止支援、車載機 I

レベルでの位置精度では道路の特定が困難な場合があることを確認 

 一般道交差点＋高速道（掘割式）のケース：右折時の衝突防止支援、出会頭衝突

防止、このような道路形状では通信に影響が出る場合があることを確認 

 多階層立体交差（美女木 JCT５階層）のケース：多階層を跨いでも車車間通信の

電波が到達するため走行道路の識別が必要になることを確認 

 結果として、普及車載機での位置精度、トンネルのような道路形状での通信確保、

想定以上の電波到達のため多階層の道路識別、という課題があることを確認 

 

＜質疑応答＞ 

山里委員： 今回の実施内容はカーナビと車載機が精度の低い普及機ということな

のか？ 

佐藤： カーナビレベルの GPS と普及車載機を想定している。 

山里委員： GPS、通信の成功・失敗で４つのパターンがあると思われるが今回はど



322 

 

のパターンを扱っているのか？ 

佐藤： 通信ができ、位置もある程度取れている前提で、課題となる場所を検討

した 

パナソニック畑山： 車載機 I、車載機 II の違いは？ 

佐藤： 車載機 I は GPS＋マップマッチングというカーナビレベルの位置精度

を持つ車載機、車載機 II は単純に GPS のみということ 

パナソニック畑山： 具体的にどの程度違うのか？ 

佐藤： 車載機 II だと道路から外れるような例がある 

パナソニック畑山： 車載機 Iでも道を間違えることもあるということだとどちらでも違わな

いのでは？ 

佐藤： 車載機 II は GPS による誤差でさらに位置精度の劣化の影響が拡大する

ことがある。 

杉浦総合ＢＰ： GPS やアンテナの取り付け位置はどこか？ 

佐藤： GPS、アンテナはルーフトップに設置、GPS は「みちびき」など準天

頂衛星は利用していない。アンテナはホイップアンテナ 

杉浦総合ＢＰ： ルーフトップにアンテナというのは製品では難しいことも多いため、製

品も意識した環境を考慮したほうがよい 

末木委員： 本日の発表で提示した課題を元にどのような対策をとるのか？ 

佐藤： 来年度の以降の研究課題として取り組みたい。 

増子室長補佐： 高度情報を認識するような標準になっていると思うが、ダイナミックマ

ップで考えると道路 ID や区間 ID を送信する必要がある。今回の結果

から精度の低い古い車載機の情報は無視するほうがよいと思われかね

ないので課題を整理したほうが良い。 

佐藤： 高度情報の活用や制度の低い情報の扱いは今後検討予定 

 

④高信頼・低遅延な車車間通信を実現する新たな誤り訂正符号（電通大石橋） 

・車車間通信に必要なものとして高信頼、低遅延をターゲットとして研究を実施、 

・その一つとして通信路符号化を取り扱う例を示す。通信路容量拡大には長い符号かつ無

限の復号演算量が必要となるが、これは低遅延と相反してしまう。この相反する２つの

要素を考えて車車間通信に適用可能な符号を考えることを検討 

・その一方式として Repeat Accumulate (RA)符号に多元 LDPC を組み込むことで、中程

度の長さで、シャノン容量に近づく符号を検討。⇒RA 信号符号を提案 

・IEEE802.11p で利用する畳み込み符号と比較して 3.5dB 程度の性能改善が得られる 

 

＜質疑応答＞ 

山里委員： 演算の複雑性について、符号化が簡単ということはわかったが、復号の
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演算量がどうなっているのか？ 

石橋： 通常の信号符号では演算量は大きいが、アイゼンシュタイン環の導入に

より、信号空間が制限されるため現実的な演算量での復号が可能であ

る。 

デンソー澤田： 評価で利用している 500 シンボルは、車車通信では比較的長いパケット

長だと思われるが、100 ビット程度のさらなるショートパケットではど

のような結果となるのか？ 

石橋： 500 ビット程度までは十分に動作するが、100 ビット以下まで短くする

とブロック符号のほうが良くなる領域となる。 

パイオニア石川： この技術が実現すると車車間通信にどのような恩恵があるのかを教え

て欲しい。 

石橋： IEEE802.11p 標準の符号では性能改善に限界があるので、次の通信規

格制定時の性能改善の方法として考えている。100ms に 1 回の通信で

確実にデータ配信ができるようになるため、システム全体の信頼性が向

上する。 

 

５．テーマ別パネル、展示品説明 

須田運営委員会委員長よりご挨拶 

受託４社の研究進捗およびビジネスプロデューサ会議での検討状況の報告をパネルで説

明 

 

６．委員長挨拶 

須田運営委員会委員長よりご挨拶 

本日の技術討論会の総括、相互の情報交流の場は非常に大切であり、このような会が課

題抽出の場としても重要であり、今後も継続して欲しい。 

 

７．総務省挨拶 

総務省増子様よりご挨拶 

本委託研究は来年で終了であるが、それで全ての課題が解決するものではないと考えて

いる。その後の展開も含めて自動運転のための通信の研究を推進していきたい。 

以上 
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７.２. 普及啓発 

 

本研究開発で確立した技術の普及啓発活動を実施すると共に、実用に向けて必要と思われ

る研究開発課題への取組も実施する。 

 

７.２.１. ビジネスプロデューサ会議 

 

１） 背景 

総務省では、内閣府の SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）自動走行システム研

究開発計画のうち「ICT を活用した次世代 ITS の確立」を担当している。 

「ICT を活用した次世代 ITS の確立」には、下記 3 つのサブプロジェクトがある。 

I. 自動走行システムに必要な車車間通信・路車間通信技術の開発 

II. 歩車間通信技術の開発 

III. インフラレーダーシステム技術の開発 

上記のうち、テーマⅠについて、株式会社デンソーを代表研究者とし、株式会社デンソー、

パナソニック株式会社、パイオニア株式会社、国立大学法人電気通信大学の 4 社の共同で

受託し、研究開発を進めている。なお、研究開発では下記 4 つの課題への対応を実施して

いる。 

① 車車路車協調システムの通信に関する研究開発 

（多数の車両存在時の通信特性の検証） 

② 車車路車協調システムのサービスに関する研究開発 

（情報重複や支援競合時の対応検討） 

③ 普及促進に関する研究開発（緊急自動車や非一般車へ応用した時の効果検証） 

④ 自動走行の通信に関する研究（分散協調ネットワーク技術の確立） 

 

 

２） 目的 

本業務では、上記背景にて示した研究開発を進めるにあたり、政策目標として設定してい

るアウトカム目標の達成に向けた取組み、及びその進捗状況について総括する「ビジネスプ

ロデューサ会議」の運営を支援することを目的とする。 
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３） 平成 27 年度の会議の開催状況 

平成 27 年度のビジネスプロデューサ会議は、以下に示す日程及び次第で開催した。 

 

表 ７.２.１－１ 平成 27 年度のビジネスプロデューサ会議の開催状況 

回 開催日 議題 

第1回会議 平成 27 年 9 月 17 日（木） 

1） 平成 26 年度第 3 回会議議事録の確認 

2） 今年度のビジネスプロデューサ会議の進め方 

3） 関連動向報告 － 今年度の取組み概要 

第2回会議 平成 27 年 12 月 2 日（水） 

1） 第 1 回会議議事録の確認 

2） 北米における車車間・路車間通信の動向に関

する調査報告 

3） 通信技術動向に関する調査報告 

4） 関連動向報告 － 今年度の取組み状況等 

第3回会議 平成 28 年 3 月 4 日（金） 

1）第 2 回会議議事録の確認 

2）市場動向に関する調査報告 

3）関連動向報告 － 今年度の取組み状況等 

 

 

なお、関連する研究開発運営委員会は、以下に示す日程で開催した。 

 

表 ７.２.１－２ 平成 27 年度の研究開発運営委員会の開催状況 

回 開催日 

第 1 回会議 平成 27 年  9 月 29 日（火） 

第 2 回会議 平成 27 年 12 月 14 日（月） 

技術討論会 平成 28 年  2 月 18 日（木） 

第 3 回会議 平成 28 年  3 月 28 日（月） 
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７.２.２. 研究開発運営委員会 

 

研究開発の実施にあたって、関連する要素技術間の調整、成果の取りまとめ方等、研究開

発全体の方針について幅広い観点から助言を頂くと共に、実際の研究開発の進め方について

適宜指導を頂くため、学識経験者、有識者、将来的な利用者となる企業等を含んだ研究開発

運営委員会を設置した。委員には外部の学識経験者、有識者、将来的な利用者となる企業に

参画をお願いし、次の 5 名に委員の就任をお願いした。委員長には専門知識を有し、当分

野における経験を有する東京大学の須田教授に就任頂いた。 

＜委員構成＞ 

委員長 須田 義大 （東京大学 教授） 

委員 藤原 章正 

山里 敬也 

末木 隆 

山本 康典 

（広島大学 研究科長） 

（名古屋大学 教授） 

（トヨタ自動車 室長） 

（マツダ 研究長） 

 

第１回の研究開発運営委員会にて本年度の委員会を 3 回実施することが承認され以下の

よう計画に基づき 3 回の委員会を実施した。 

＜実施結果及び主な議事＞ 

第 1 回 研究開発運営委員会 平成 27 年 9 月 29 日 

 （議事） 平成 27 年度 研究開発のスケジュール 

   平成 27 年度の研究内容説明資料 

   平成 27 年度ビジネスプロデューサ会議の進め方 

 

第 2 回 研究開発運営委員会 平成 27 年 12 月 24 日 

 （議事） 平成 27 年度 研究開発のスケジュール 

   平成 27 年度 研究開発内容の中間報告 

   課題１ 研究実施主体間の関係についての整理 

   平成 28 年度 研究開発実施計画（案） 

   総合ビジネスプロデュース資料 

   研究開発運営委員会「技術討論会」の開催について 

 

第 3 回 研究開発運営委員会 平成 28 年 3 月 28 日 

 （議事） 平成 27 年度 研究開発内容の最終報告 

   平成 28 年度 研究開発 継続評価会の状況について報告 
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７.２.３. ITS に関する世界会議などの取り組み 

平成 27 年度に SIP 総 1 の研究開発の活動の成果を、2 つの国際会議で発表した。 

 

１） 8th ATRANS Symposium 

〈Session 3D〉Intelligent Transportation System (ITS) セッションにおいて、口頭発

表を行い DN の安全技術、V2X の取組、SIP（日本の国プロ）を紹介した。 

発表者： Hideaki Nanba 

タイトル： V2V Technology for Road Safety 

学会： 8th ATRANS Symposium 

場所： Bangkok, Thailand 

日時： 2015 年 8 月 21 日（金） 

 

発表原稿は以下の通りである。 

 

 

 



328 
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２） 2nd SIP-adus Workshop 2015 

Connected Vehicles セッションにて、口頭発表を行った。 

発表者： Hideaki Nanba 

タイトル： Perception of driving environment through communication 

学会： 2nd SIP-adus Workshop 2015 

主催： 内閣府総合科学技術・イノベーション会議 

戦略的イノベーション創造プログラム 自動走行システム推進委員会 

場所： Tokyo, Japan 

日時： 2015 年 10 月 27 日（火）・28 日（水） 

 

発表原稿は以下の通りである。 
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７.３. 第７章まとめ 

 

SIP 総 1 の研究開発活動に関しては、研究開発の成果だけではなく、人材の育成、将来の

日本の産業の基盤となるべく車車間通信、路車間通信の技術開発においても、ビジネス視点

での調査やアンケートに基づく方向付けを行った。 

人材の育成に関しては、本年度、技術討論会なる構成員、とくに若手の技術者に担当して

いる技術分野について発表してもらい、いろいろな意見をいただいた。これは、会終了後の

調査においても、非常に好評で、各社の取り組みへの理解が深まったとか、尊敬する先生方

と直接意見交換したとか、モチベーションの高揚に役立った。 

ビジネスプロデューサ会議では、研究開発の視点だけではなく、世界の動向や市場調査な

どを議論しあって、今後のこの分野の方向性を確認できた。特に、アンケートを実施した車

車間通信や路車間通信のマーケット調査では、1200 名のモニタを年代、男女あまねく調査

し、その意識を調べることができた。 

研究開発運営委員会は、須田委員長の下、計 3 回実施し研究開発の方向性について指導

いただいた。昨年の課題であった、車車間通信・路車間通信の技術開発の出口が、普及促進

から、自動運転への係わりで研究開発をすすめるように変更したのが、大きな出来事であっ

た。時折しも、米国や欧州でも自動運転の高まりがおこり、米国 Google 社では、公道を自

動運転車が走行している実験が紹介されたりもした。 

運転支援の分野では、日本が一歩先んじて実用化したが、今後の Automated Driving and 

Connected Car においては、通信の分野で日本がもっと頑張らないと外国に追い越されて

しまう等の危機感が共有された。 

ITSに関する世界会議などの取り組みも、本年度は、2回国際会議で発表することができ、

世界に対して、研究成果の発信ができた。 
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